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企業行動憲章

BIPROGYグループらしさや経営の決意

わたしたちは、こどもたちの未来を守るために、 
社会および環境に対する責任を果たします
1. 人と環境の共生を第一に考え、行動します
2. 常に社会的責任の原則に照らし、行動します
3. 社会的責任の中核主題、課題に真摯に取り組みます

※ �社会的責任の原則�  
社会的責任に関する国際ガイダンス「ISO26000」 の7つの原則（説明責任、
透明性、倫理的な行動、ステークホルダーの利害の尊重、法の支配の尊重、
国際行動規範の尊重、人権の尊重）を指します。

※ �社会的責任の中核主題、課題�  
社会的責任に関する国際ガイダンス「ISO26000」 の7つの中核主題（組織統
治、人権、労働慣行、環境、公正な事業慣行、消費者課題、コミュニティへの
参画およびコミュニティの発展）、および各中核主題に関する課題を指します。

わたしたちが社会に果たすべきこと

すべての人たちとともに、 
人と環境にやさしい社会づくりに貢献します

わたしたちが目指すこと

社会の期待と要請に対する感性を磨き、 
そのためにICT が貢献できることを考え抜く集団になります

わたしたちが大切にすること

1. 高品質・高技術の追求�
社会に役立つ最新の知識を有するとともに、技量を高めます

2. 個人の尊重とチームワークの重視
相手の良い点を見いだし、それを伸ばすことを奨励し合い、互いの強みを活かします

3. 社会・お客様・株主・社員にとり魅力ある会社
ステークホルダーの声に真摯に耳を傾け、企業価値向上に努めます

企業理念

Purpose

先見性と洞察力でテクノロジーの持つ可能性を引き出し、 
持続可能な社会を創出します

Corporate Statement 
一貫性を持って浸透させていくための端的なスローガン

‘Foresight’「先見性」は、業界やお客様の変化、これからの社会
課題を先んじて想像し把握するという意味、そして ‘in sight’ は 

「見える・捉えることができる」という意味と、‘insight’「洞察力」の
意味を合わせたダブルミーニングとなっています。

先見性・洞察力 テクノロジー ビジネスエコシステム 社会的価値創出



本報告書に記載されている当社および連結子会社の計画、見通し、戦略などのうち、歴史的事実でないものは、将来の業績などに関する見通しであり、これらは現時点で入手可能な情報による判断および仮定に基づいています。実際の業績などはリスクや不確
定要素の変動および経済情勢などの変化により、見通しと異なる可能性があり、当社グループとしてその確実性を保証するものではありません。また、これらの情報は、今後予告なしに変更されることがあります。本報告書は投資判断のご参考となる情報の提
供を目的としたもので、投資勧誘を目的として作成したものではありません。本報告書利用の結果生じたいかなる損害についても、当社は一切責任を負いません。

将来情報に
関する注意事項

イントロダクション

  2	 At a Glance

  3	 BIPROGYグループの強み

  4	 CEOメッセージ

  9　価値創造ストーリー

10	 BIPROGYグループのあゆみ

11	 価値創造プロセス

13	 Vision2030

14	 マテリアリティ

17　価値創造戦略

18	 経営方針（2024-2026）

21	 コア事業

26	 成長事業

28	 �企業価値を高めていく 
グループカンパニーと業務提携パートナー

32	 人的資本戦略

39	 知的資本戦略

41	 � 特集 　AIと共創し、価値を生む企業へ

44	 CFOメッセージ

48　価値創造を支える基盤

49	 CSOメッセージ

50	 環境

53	 サプライチェーン

54	 人権

55	 ガバナンス

55	 CEO・社外取締役対談

58	 コーポレート・ガバナンス

68	 インテグリティの向上

70	 リスクマネジメント

73	 ステークホルダー・エンゲージメント

74　データセクション

75	 財務ハイライト

76	 非財務ハイライト

77	 業績概況

79	 11年間の財務サマリー

81	 ESGデータ

84	 外部からの評価／責任表明

85	 会社情報

統合報告書2026コンセプト

　BIPROGY グループは、AI をはじめとするデ
ジタル技術が進展するなか、社会変化への先
見性・洞察力を発揮し、ICTを核としたテクノロ
ジーと多様なパートナーとのビジネスエコシス
テムを掛け合わせることで、「Purpose」に掲
げる社会的価値創出企業への変革を進めてい
ます。その実現に向けて、2030年に目指す姿
として「Vision2030」を定め、マテリアリティを
特定するとともに、「経営方針（2024-2026）」
のもと、持続性のある事業ポートフォリオの確
立と企業価値の向上に取り組んでいます。
　本報告書では、AI 時代の変化を成長の機会
と捉え、社会的価値と経済的価値の創出を通
じて「Vision2030」の実現を目指す、当社グ
ループの価値創造ストーリーをご説明します。

コーポレート情報
https://www.biprogy.com
企業情報／ソリューション／事例紹介　ほか

編集方針
本報告書は、株主・投資家をはじめとするすべてのステークホルダー
の皆様に、BIPROGYグループの中長期的な企業価値向上に向けた
取り組みおよび社会的価値と経済的価値の両立を実現するプロセ
スについて、理解を深めていただくことを目的として発行していま
す。当社グループの価値創造プロセスにおいて特に重要性の高い
ものについて、財務情報と非財務情報を交えてご説明しています。
より詳細な情報については、当社 Webサイトをご参照ください。

情報開示体系

株主・投資家向け情報
https://www.biprogy.com/invest-j/
統合報告書／有価証券報告書／決算短信・決算補足資料／ 
決算説明会資料／コーポレート・ガバナンス報告書　ほか

サステナビリティ情報
https://www.biprogy.com/sustainability/
サステナビリティレポート　ほか

企業理念・企業行動憲章

存在意義・決意

2030年に向けて 
進むべき⽅向性／ 
取り組むべき重要課題

2024年度から2026年
度の3カ年で実現して
いく目標

活動の基礎

経営方針（2024−2026）

Vision2030
Materiality 

Purpose
Principles
Corporate  
Statement

報告対象範囲
原則的に、BIPROGY（株）および連結子会社とし、範囲が異なる場
合は、個々にその旨を明記しています。

報告対象期間
原則的に、2025年度（2025年4月1日～2026年3月31日）とし、必要
に応じて過年度の活動や2026年度以降の状況についても掲載して
います。なお当社は2021年度より国際財務報告基準（IFRS）を適用
しており、2020年度以前における財務情報につきましては日本基準
に基づいています。

参考にしたガイドライン
• IFRS 財団「国際統合報告フレームワーク」
• �GRI「サステナビリティ・レポーティング・スタンダード」
• �ISO26000／ JIS Z 26000
• �経済産業省「価値協創ガイダンス」

発行
2026年9月
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目次 統合報告書の使い方
本報告書ではページ間の移動、外部サイト参照
のためのナビゲーションを設けています。

該当ページへ 
移動します。

目次へ 
移動します。

Webサイトへ 
移動します。

https://www.biprogy.com
https://www.biprogy.com/invest-j/
https://www.biprogy.com/sustainability/


126億円
（1株当たり130円）

前年度比　+18億円（1株当たり+20円）

年間配当額

426億円
前年度比　+9.1%

営業利益

4,337億円
前年度比　+7.3%

売上収益

1958年

設立

312億円
前年度比　+15.7%

親会社の所有者に帰属する当期利益

576億円
前年度比　+126億円

営業キャッシュ・フロー

17.9%
前年度比　+1.8pt

ROE

47.0%
前年度末比　△4.1pt

親会社所有者帰属持分比率

A-
※ （株）格付投資情報センター（R&I）

発行体格付※

8,801人

従業員数

34社

連結子会社

セグメント別売上収益

システムサービス

32.5% ／1,408億円

サポートサービス

13.8% ／599億円

売上収益

4,337
億円

アウトソーシング

22.4% ／972億円

その他

3.0% ／129億円

ソフトウェア

10.9% ／474億円

ハードウェア

17.4% ／753億円

サービス

ソフトウェアの請負開発業務、 
SEサービス、コンサルティング等

機器の売買契約、賃貸借契約による
ハードウェアの提供等

ソフトウェアの使用許諾契約
によるソフトウェアの提供等

ソフトウェア・ハードウェアの 
保守サービス、導入支援等

情報システムの運用受託や、 
サービス型ビジネス等

通信回線サービスおよび 
電気設備工事、教育サービス等

5,220人

エンジニア数

製品販売
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イントロダクション � 価値創造ストーリー � 価値創造戦略 � 価値創造を支える基盤 � データセクション
At a Glance ／ BIPROGYグループの強み ／ CEOメッセージ

At a Glance（データは2025年度または2026年3月末時点）



幅広い業種・業態のお客様

※1 �BIPROGY（株）、ユニアデックス（株）
の合算値（2025年度）顧客数※1 約5,000社

マーケット別売上構成比イメージ（2025年度）

ベンダーフリーの立場でお客様の課題解決に 
最適なICT 環境を提供

運用・保守

コンサルティング 
サービスの提供

ITソリューションの 
提供

アウトソーシング
サービスの提供

インフラトータル 
サービス

BIPROGYグループお客様

経営課題の認識・共有

システム導入

経営課題解決    新たなる課題へ

数多くの  実装実績

社会を動かすミッションクリティカルなシステム提供

● �世界初、Windowsでの“フルバンキング” 勘定系 
システム「BankVision」の稼働

● �国内初、パブリッククラウドでのフルバンキング 
システム「BankVision on Azure」稼働

● �世界初、オープンシステムによる国内線旅客 
システムの稼働

これまでに培った知見や実績を活かしたサービスの提供

コア事業の注力領域におけるサービスの一例

脱炭素社会の実現

doreca doreca 
（価値交換基盤）（価値交換基盤）

CoreCenter CoreCenter 
（MD 基盤）（MD 基盤）

BIPROGY ESL SaaSBIPROGY ESL SaaS
（電子棚札）（電子棚札）

OMO 対応OMO 対応

AI-Order ForesightAI-Order Foresight
（AI 需要予測自動発注）（AI 需要予測自動発注）

BankVision on AzureBankVision on Azure
（金融機関向け （金融機関向け 
勘定系サービス）勘定系サービス）

非化石証書 非化石証書 
トラッキングトラッキング

DispelDispel
（産業インフラの遠隔運用保守を （産業インフラの遠隔運用保守を 

支えるセキュアアクセス基盤）支えるセキュアアクセス基盤）

Claroty xDomeClaroty xDome
（産業向けサイバーフィジカルシステムの （産業向けサイバーフィジカルシステムの 

セキュリティ対策ソリューション）セキュリティ対策ソリューション）

smart oasissmart oasis
（EV 充電／カーシェア）（EV 充電／カーシェア）

Enability シリーズEnability シリーズ
（電力小売クラウド）（電力小売クラウド）Re:lvisRe:lvis

（環境価値管理）（環境価値管理）

太陽光発電量・ 太陽光発電量・ 
余剰量予測サービス余剰量予測サービス

DIVP 自動運転DIVP 自動運転
シミュレーションシミュレーション

無事故プログラムDR無事故プログラムDR
（法人向けドライブレコーダー）（法人向けドライブレコーダー）

ファイナンシャル ファイナンシャル 
サービスプラットフォームサービスプラットフォーム

OptBAEOptBAE
（信用金庫向け （信用金庫向け 
勘定系サービス）勘定系サービス）

#tsumuGO_mobile#tsumuGO_mobile
（地域金融機関向け （地域金融機関向け 

バンキングアプリ）バンキングアプリ）

COCOMFY COCOMFY 
（営業店窓口業務システム）（営業店窓口業務システム）

モビリティ

For Society
社会 DXの推進

For Customer
顧客 DXの推進

リテールファイナンシャル

OTインフラエネルギー

地域経済の活性化 サプライチェーン改革

上流提案（経営課題・経営革新策）

ビジネスコンサルティング

ITコンサルティング

システム設計

システム構築

さまざまな業界の 
顧客・パートナーとの 
リレーションシップ

ベンダーフリー＆ 
ワンストップの 
サポート力

BIPROGYグループは、幅広
い業界のお客様と長年にわ
たり信頼関係を築いていま
す。さまざまなビジネスパー
トナーとの共創を通じて、業
種・業界の垣根を越えた価
値創出につなげています。

当社グループは、特定の製
品や技術に縛られないベン
ダーフリーの立場から、お客
様にとって最適なICT 環境を
提供しています。コンサル
ティングからシステム設計・
構築、運用・保守まで一貫し
て伴走し、お客様の課題解
決に貢献しています。

完遂する 
システム実装力

当 社 グル ープ は、社 会 や 
企業活動を支える重要なシ
ステムを数多く手がけてき
ました。安定稼働を続けな
がら、最新テクノロジーも
キャッチアップし、進化を続
けています。

新しいサービスを 
デザインし実現する力

当社グループは、これまで
培ってきた業界知見や技術
力に、社会変化への先見性・
洞察力を掛け合わせること
で、お客様や社会の新たな
課題やニーズを捉え、新し
いサービスを生み出してい
ます。

商業・流通
小売、卸売、通販、
アパレル、物流、商社 ほか

電力・サービス他
電力・ガス、情報・
通信、運輸、サービス、
不動産、旅行、
リース ほか

官公庁
官公庁、自治体、 
関連団体、教育、 
医療 ほか

金融
銀行、信用金庫、 
系統中央機関、証券、 
保険 ほか

製造
自動車、印刷、住宅、化学、
精密機器、食品、医薬品 ほか
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BIPROGYグループの強み　真摯さに裏付けられた“実践力” 〜やり抜く力〜



代表取締役社長
CEO

齊藤 昇

社会から期待される会社で
あり続けるために
社会実装力を磨き、
多様なステークホルダーとの共創を通じて
新たな価値を創出し続ける企業へ
進化していきます。
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CEOメッセージ



　AIをはじめとする技術革新が加速し、社会や産業の構造は
大きな転換期を迎えています。その中で私が最も大きな変化
だと感じているのは、技術そのものではなく、私たちに期待さ
れる役割が大きく変わり始めていることです。システムを提供
するだけではなく、お客様やパートナーと共に課題を見つけ、
未来を構想し、その実現まで伴走する存在であることが求め
られています。
　こうした変化は、私たちにとって新たな挑戦であると同時
に、大きな成長の機会でもあります。私たちはお客様を含め
たさまざまな価値共創パートナーと共に新たな価値を創出し
続け、その積み重ねが持続的な企業価値向上につながると考
えています。

「経営方針（2024-2026）」の進捗と 
2025年度の振り返り

　社長に就任して約2年が経ちました。この間、私が最も力
を注いできたのは、「経営方針（2024-2026）」で掲げた方向
性を社員一人ひとりの行動へ落とし込むことです。会社は一
朝一夕には変わりません。しかし、この1年を振り返ると、社
員一人ひとりの挑戦が少しずつ形になり、組織全体が同じ方
向を向いて歩み始めた手応えを感じています。各組織では、
お客様との対話を通じて課題を深く捉え、新たな提案へつな

コア事業と成長事業のスパイラルアップで
社会的／経済的価値を創出

■ 新規事業
■ 海外事業
■ 国内 ITサービス事業

人財戦略
投資戦略 技術戦略

財務戦略

経営資源

マテリアリティ

経営方針（2024-2026） 経営方針
（2027-）

経営方針 
（2021-2023）

Purpose

リテール

グローバル

事業開発

市場開発

ファイナン
シャル エネルギー

モビリティ OTインフラ

コア事業
DXでお客様の 

企業価値向上に貢献

成長事業
社会を見据えた

新たな事業展開へ

Vision2030実現へ向けて

Vision2030

わたしたちは、
デジタルコモンズを

誰もが幸せに暮らせる 
社会づくりを推進する 

しくみに育てていきます

市場・顧客から「共に社会課題を解決したい企業」として想起される存在となり、
「社会的価値」と「経済的価値」を創出し、企業価値1兆円の企業グループを目指します。 

永続的な事業成長に向けた両利きの経営を実行し、 
持続性のある新たな事業ポートフォリオを確立します。
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ステムの内製化を進めるとしたら、その内製化をサポートし、
さらに高度化させていくパートナーがBIPROGYグループであ
ると考えています。だからこそ、これからは「システムをつくる
会社」から、「共に社会課題を解決し、新たな価値を創るパー
トナー」へ進化していかなければなりません。

　私は、その中で当社グループの強みを最も発揮できるのが、
「社会実装力」だと考えています。私が考える社会実装とは、

新しい技術を導入することだけではありません。長年培って
きた業界知見やお客様との信頼関係を基盤に、お客様と共に
課題を見つけ、構想を描き、それを現場で実現し、成果につ
なげること。そしてさらに次の価値へと発展させていく一連の
プロセスのことです。システムを稼働させることがゴールでは
なく、お客様の事業や業務が実際に変わり、その変化が新た
な成果につながるまで伴走することに価値があります。その
過程では、お客様やパートナー、時には業界や地域の関係者
の方々が持つ課題意識や思いを丁寧に引き出し、利害や制約
を一つひとつ整えながら、現実に動く仕組みへと結晶化してい
くことが重要になります。

AIでどのような価値を生み出せるか

　AI は、私たちの仕事や社会を大きく変える可能性を持って
います。しかし私は、AIそのものが当社グループの競争力を

げようとする動きが着実に広がっています。業績が堅調に推
移していることも、こうした組織の変化が成果として現れ始め
たものと感じています。
　2025年度は、お客様のDX 需要が引き続き堅調に推移する
中で、計画を上回る成果を上げることができました。これは、
お客様の経営課題や業務課題を深く理解し、「経営方針（2024-
2026）」で掲げる注力領域を中心に提案力を磨いてきたことが
実を結んだ結果だと考えています。また、注力領域の1つで
ある「リテール」領域への取り組みをさらに加速するために、
当社グループへ迎えたのがカタリナマーケティングジャパン

（株）です。当社グループはこれまで、小売業のお客様に対し
て、マーチャンダイジングの基幹業務システムや、電子棚札、
AI 需要予測自動発注などの店舗系サービスなどを提供し、業
務改革やDXを推進してきました。一方で、生活者との接点か
ら得られるデータを活用し、マーケティング施策の実行や効果
検証まで支援する領域には、さらに大きな可能性があると考
えていました。カタリナマーケティングジャパンが持つデータ
資産やマーケティング基盤と、私たちの社会実装力を組み合
わせることで、企画から実行、効果検証まで、お客様、業界、

社会へと提供できる価値は大きく広がります。これは事業規
模を拡大するためのM&Aではなく、共に描いたリテールの未
来を社会に実装し、価値を循環させていくための戦略的な投
資です。

事業環境の変化を、BIPROGYグループの
成長機会へ

　私たちを取り巻く事業環境は、かつてないスピードで変化し
ています。
　AI 技術の進展もあり、今後はお客様自身がシステムの開
発・運用を内製化することも選択肢として広がってくると思い
ます。この流れの中で、お客様の期待は、従来のシステム開
発・運用そのものへの期待から、自社の事業をどう変革すべ
きか、その実現まで共に考え、伴走してほしいという期待へと
変わってきています。正解が見えにくい時代だからこそ、技術
を提供するだけではなく、お客様の事業や課題を深く理解し、
共に未来を描く存在が求められているのです。
　私は、この変化こそが当社グループにとって最大の成長機
会だと考えています。私たちは長年、金融、流通、製造、社会
インフラなど、多様な業界のお客様と共に歩み、それぞれの
業務や現場に向き合い、深く理解しながら、社会を支えるシス
テムを構築してきました。その中で培ってきた知見とお客様と
の信頼関係は、当社グループの大きな財産です。お客様がシ
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　私はできるだけ社員と直接対話する機会を大切にしていま
す。例えば社員食堂では一緒に昼食を取り、若手社員とも率
直に話をします。現場でどのような挑戦が行われ、どのよう
な課題を感じているのか。その声に耳を傾けることは、経営
にとっても大切な学びです。同時に、社員一人ひとりが会社
の未来を真剣に考えていることを実感するたびに、この会社
の可能性を強く感じます。

オープンイノベーションを 
価値創出の源泉に

　当社グループは、オープンイノベーションにも継続して取り
組んできました。外部の知見や技術、スタートアップ、大学、
研究機関、パートナー企業などの力を取り入れ、価値創出に
つなげることが重要です。スタートアップ投資、北米 CVCファ
ンド、CVC 共創コミュニティ、大学との連携など、外部エコシ
ステムとの接点を広げてきました。これらは単なる投資活動
ではなく、人財育成や事業創出の機会でもあります。外の世
界に触れ、自分たちの現在地を知ることで、社員は成長し、会
社も変化していきます。 
　経団連スタートアップ委員会での活動※1も、こうした姿勢の
延長線上にあります。日本は経済規模の面では大きな存在
感を持つ一方、イノベーション創出力や将来の成長力には課
題があります。その状況を変えるためには、スタートアップと

　私たちは、AI を活用しながら、人と技術、それぞれの強み
を最大限に引き出し、お客様の変革を実現していきます。社
会実装力をさらに磨き、お客様や社会に新しい価値を届け続
ける。それが、私たちが目指すAI 活用です。

AI 時代でも変わらない競争力は、「人」

　私は、AI が進化する時代だからこそ、企業の競争力を決め
るのは技術ではなく、「人」だと考えています。技術は、いず
れ誰もが活用できるようになります。だからこそ、その技術を
使って何を考え、どのような価値を生み出すのか。その違い
を生み出すのは、一人ひとりの社員です。
　私が社員によく伝えているのは、「魅力的な人になってほし
い」ということです。専門性を磨くことはもちろん大切です。し
かし、それだけでは十分ではありません。変化を前向きに受
け止め、自ら学び、挑戦し、多様な人と協働しながら新しい
価値を生み出せる人であってほしい。そのような社員が増え
ることが、当社グループの魅力と競争力につながると考えて
います。
　私たちは人財を「価値創造の主体」と位置づけています。
社員が自らキャリアを描き、新しいテーマへ挑戦できる環境や
制度、文化を整えることは、人への投資であると同時に、会
社の未来への投資でもあります。失敗を恐れず挑戦すること、
その挑戦を後押しする風土があってこそ、変革は生まれます。

生むとは考えていません。重要なのは、AI をどのように活用
し、お客様や社会へ新たな価値を届けるかです。技術はあく
までも手段であり、その技術を通じてどのような価値を生み
出せるかが、企業としての真の競争力になると考えています。
　その考えのもと、当社グループでは、お客様への提供価値
を高めるAIソリューション／サービスの拡大、開発プロセス改
革を通じた開発生産性向上、そして社員一人ひとりの能力を
引き出す業務プロセスの効率化・高度化という3つの視点から
AI 活用を進めています。その考えをグループ全体で実践する
中核となるのが、2026年度に新設した全社横断組織の「AI 
CoE（AI Center of Excellence）」です。グループ全体の知見を
集約し、技術検証にとどまらず、ユースケースの展開や人財育
成、ガバナンス整備までを一体で推進しています。AI を現場
で価値へとつなげる仕組みを築くことこそが、その役割です。
　ただし、AI は大きな可能性を持つ一方、倫理や品質、セキュ
リティへの配慮も欠かせません。社会から信頼される技術で
あるためには、責任ある活用が前提です。私たちは AIの可能
性を追求すると同時に、その活用を支えるルールやガバナン
スも着実に整備し、安心して活用できる基盤づくりにも取り組
んでいます。
　私は、AIによって最も大きく変わるのは、人に求められる価
値だと考えています。定型業務は AI が担い、人はお客様との
対話を深め、本質的な課題を見極め、新たな価値を構想する
ことにより多くの力を注ぐ。そのように、人がより付加価値の
高い仕事へシフトできることこそが、AI 活用の本質だと考えて
います。
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し続ける企業を目指しています。その実現に向けて、自らの先
見性と洞察力を磨くだけではなく、お客様やパートナー、社会
の中にある課題意識や未来への兆しを共に見いだし、互いに
高め合いながら、新しい価値を社会へ届け続けていきます。
　AIの急速な進化により、資本市場からの期待や評価軸は変
化しています。しかし当社グループは、変化の激しいIT 産業の
中で、これまでも変わり続けながら成長してきました。そして
これからもお客様や社会にとっての価値が巡り続けるような
未来をデザインし、私たち自身も変化していきます。社員一人
ひとりが輝き、お客様やパートナーと共に新しい価値を創り、
その成果を社会に広げていく。BIPROGYグループはこれから
も、社会から期待される企業であり続けたいと考えています。
※2 �デジタルコモンズ：持続可能な社会づくりのため、社会に存在する有形無形の財をデジ

タルの力で追加コストの少ない共有財として広く利活用可能とし、共創による価値を継
続的に創出するコミュニティや仕組み。（P.13 デジタルコモンズ）

社会から期待され続けるために

　「Vision2030」に向けて掲げた「企業価値1兆円」という目
標は、多様なステークホルダーと新たな価値を共創していく
ために、相応の価値ある企業として社会から期待される存在
でありたいという経営の強い意志でもあります。お客様から

「BIPROGYグループと一緒に未来を創りたい」と思っていただ
けること。社員が「この会社で挑戦したい」と感じられること。
パートナーから「共に新しい価値を生み出したい」と信頼され
ること。そして投資家の皆様から「将来への成長が期待でき
る会社」と評価していただくこと。こうした期待に応え続ける
ことが、企業価値を高める確かな道だと考えています。
　私たちは、デジタルコモンズ※2を通じて社会的価値を創出

の連携が欠かせません。当社グループとしても、スタートアッ
プと大企業、地域、行政、大学などをつなぎ、ビジネスエコシ
ステムの中で新たな価値を創出しています。失敗する取り組
みも当然あります。しかし、挑戦しなければ新しい価値は生
まれません。挑戦し、学び、次に生かす。その繰り返しが、新
たな価値創出の源泉になると考えています。
　多様な価値観が交わることで、イノベーションは生まれま
す。私は挑戦する人が集い、成長し、その挑戦が次の挑戦を
生む会社であり続けたいと考えています。
※1 �2026年6月に一般社団法人日本経済団体連合会（経団連）のスタートアップ委員長に

CEO 齊藤 昇が就任。

問題意識から社会実装へ　そして、次の価値へ

社会の課題や問いを 
見つめる

共創し、仕組みとして 
実装する

価値を循環させ、 
未来へつなげる

問題意識 社会実装 次の価値
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価値創造ストーリー
BIPROGYグループは、システムインテグレーターとして、お客様や社会の課
題に向き合い、社会や産業を支えるシステムを構築してきました。この経験
と実績をバックボーンに、社会的価値創出企業への変革を通じた中長期的
な企業価値向上を目指す当社グループの価値創造プロセスをご紹介します。

10	 BIPROGYグループのあゆみ

11	 価値創造プロセス

13	 Vision2030

14	 マテリアリティ
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BIPROGY
グループの役割 顧客のニーズに応え続ける 日本の情報化社会形成および多様なシステム構築を通じ顧客の事業拡大、構造改革に貢献

社会課題を解決するビジネスエコシステムを創出し、
社会的価値創出企業へ

社会的価値 
創出企業へ

�,���

�,���

�,���

�,���

�,���

� �

���

���

���

���

���

34%

1958年
�設立
日本レミントン・ 
ユニバック（株） 

（現 BIPROGY（株）） 1968年
日本レミントン・ユニバック（株）が日本レミントン・ユニバック（株）が
日本ユニバック（株）に社名変日本ユニバック（株）に社名変更

1971年
日本ユニバック（株）、 
東証一部上場に指定替え

1988年
日本ユニシス日本ユニシス株式会社発足
日本ユニ日本ユニバック（株）とバロース（株）が統合

1997年
インフラトータルサービス子会社ユニアデックス（株）設立

2012年
大日本印刷（株）と新規市場拡大を実現する 
事業基盤の強化に向けた業務資本提携

2026年
カタリナマーケティング
ジャパン（株）子会社化

2013年
世界初、オープンシステ
ムによる国内線旅客シ
ステムの稼働開始

ICT に求められる価値・機能

BIPROGYグループは、日本初の商用コンピューターによって今日の情報社会を拓き、 
以来60年以上にわたり、さまざまな顧客の要望、各時代のニーズに応え、 
数々のビジネスソリューションを提供してきました。

ビジネス変革・ビジネス創出／社会課題の解決業務効率化・コスト削減 経営の意思決定や事業拡大の支援／構造改革の支援

2022年
BIPROGY 株式会社に社名変更

1947年
日本レミントン・ユニバック（株）の
前身となる吉澤機器（株）設立

1940s	 1950s 1960s 1970s 1980s 1990s 2000s 2010s 2020s
・バブル崩壊 ・�金融 

危機
・�ITバブル 

崩壊
・�リーマン

ショック
・�COVID‑19流行

1955年
日本で初めて商用コンピューターを 

（株）東京証券取引所と野村證券（株）
に設置

1967年
日本初のオンラインバンキング処理開始

1991年
�統合 CAD/CAM システム「CADCEUS（キャドシアス）」の販売開始

2007年
�世界初、Windowsでの 
“フルバンキング” 勘定系 
システム「BankVision」の稼働開始

■■
�売上収益 

（売上高）
        
営業利益

2021年
国内初、パブリッククラウドでの 
フルバンキングシステム稼働開始

1988
年度※

■ �保守サービスおよび
ソフトウェア等

■ �電算機（ハードウェア）
の販売

■ �電算機（ハードウェア）
の賃貸

売上高
2,796億円

営業利益
176億円

サービス売上 サービス売上

■ システムサービス
■ サポートサービス 
■ アウトソーシング
■ その他 
■ ソフトウェア
■ ハードウェア 

ポートフォリオの変化

売上収益 
4,337億円

営業利益 
426億円

2025
年度

72%

営業利益

（億円）

※ 2017年度以前は売上高

売上収益
（売上高）

※ �日本ユニシス（株）発足年度  
売上高構成比率は旧日本ユニシス（株）単体

10BIPROGYグループ
統合報告書 2026

イントロダクション � 価値創造ストーリー � 価値創造戦略 � 価値創造を支える基盤 � データセクション
BIPROGYグループのあゆみ ／ 価値創造プロセス ／ Vision2030 ／ マテリアリティ

BIPROGYグループのあゆみ



BIPROGYグループは、これまでに培ってきた強みを活かしながら、業種や業界の垣根を越えて連携するビジネスエコシステムを拡大し、
社会的価値と経済的価値を創出していくことにより、持続可能な社会の実現を目指していきます。

価値創出の源泉
INPUT

創出する社会的価値と経済的価値
OUTCOME

価値創出サイクル
BUSINESS ACTIVITIES

BIPROGY 
グループの 

強み

さまざまな 
業界の顧客•

パートナーとの 
リレーション 

シップ

完遂する 
システム 
実装力

ベンダー 
フリー＆ 

ワンストップの 
サポート力

新しい 
サービスを 
デザインし 
実現する力

社会インパクト

Purpose

社会・関係資本
幅広い業種、パートナーとのリレーションシップ
- 顧客数　約5,000社
- ユーザー会「BIPROGY 研究会」　約570会員
- エンジニアベンダー　450社以上

人的資本
多様性があり、チャレンジを推奨する企業風土
- 従業員数　8,801人
- �女性管理職比率 ■　12.3％
- エンジニア数　5,220人
- 人的資本投資額　52億円

財務資本
新たなサービス創出や事業環境の変化に対応
する財務基盤
- �親会社の所有者に帰属する持分　1,790億円
- 発行体格付※1 A −

知的資本
60年以上の歴史で培ったさまざまな業界の業
務知識、技術力
新たなサービス創出のための投資
-「DX 認定」取得
- 成長投資額※2　629億円
製品 •サービスの品質保証
- ISBP※3による品質管理
AI への投資
自然資本
事業活動の低炭素化
- エネルギー使用量　5,089kl
- �グループの事業所における再生可能 

エネルギー調達率 ■　48.2％

製造資本
日本全国、海外に広がるサービス拠点

わたしたちは、 
デジタルコモンズを 

誰もが幸せに暮らせる 
社会づくりを推進する 

しくみに育てていきます

マテリアリティ

経営方針（2024-2026）

先見性と洞察力でテクノロジーの持つ可能性を引き出し、持続可能な社会を創出します
先見性・洞察力 テクノロジー ビジネスエコシステム 社会的価値創出

  P.12

  P.3

価値あるサービスを
提供しお客様との

信頼関係を構築

  P.14-16

  P.13

INPUT、OUTCOME は、2025年度または2026年3月末時点のデータ

■ はマテリアリティKPI

  P.18-20

Vision2030

2025
年度

売上収益
4,337億円

サービス売上
■ システムサービス
■ サポートサービス 
■ アウトソーシング
■ その他 
■ ソフトウェア
■ ハードウェア 

72%

  P.21-31

※1（株）格付投資情報センター（R&I）　　　※2 出資・M&A、研究開発費の合計
※3 �ISBP（Information Services Business Process）：高品質なシステムを提供するためにシステム開発で必要な作業をまとめた、当社グループの標準業務プロセス

サービスの創出
OUTPUT

「志」を共にする
お客様と

ビジネスエコシステム
拡大を加速

さまざまなお客様に 
適用可能な
サービスモデルが増加

アセットを 
組み合わせて
サービスを充実

お客様と作り上げた
アセットを蓄積

ナレッジの蓄積
ノウハウの活用 
強みのさらなる強化

レジリエンス
自律分散した生存力・ 
復元力のある環境

リジェネラティブ
再生型ネットポジ 
ティブ社会へ

社会・関係資本
社会課題解決型ビジネスの提供、安心 • 安全な製品 •
サービス提供
- �社会課題の解決を目的とした事業による売上 ■ 

2023年度比　1.42倍
- �マネージドサービス事業の売上成長率 ■ 

2023年度比　1.74倍

人的資本
社会課題の解決に貢献するイノベーション人財の輩出
労働生産性の向上
- �新規事業開発を推進する人財数 ■　63人
- �エンゲージメントサーベイにおける働きがいと働きやすさ

に関連する要素の平均スコア ■　55％
- 従業員1人当たり営業利益　484万円

財務資本
持続的成長／株主還元
- ROE　17.9%
- 親会社所有者帰属持分比率　47.0％
- 年間配当額　126億円（配当性向　40.5%）

知的資本
持続的な競争優位性の確立
新しいサービスの創出
- 国内外／多領域へのファンド投資　34ファンド
- スタートアップ等への出資　8社

自然資本
環境貢献型サービスの提供
バリューチェーンの環境負荷低減
- �環境貢献型製品 •サービスの提供を通じたゼロエミッショ

ン達成率 ■　420.4％
- �GHG 排出量（Scope1＋ Scope2 
（マーケットベース））削減率（2019年度比） ■　58.6％

製造資本
サービスの安定稼働
- オンライン稼働率　99.998%

ゼロエミッション
デジタルを活用した環境
貢献、環境負荷の軽減
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「価値創出サイクル」を通じた社会的価値創出企業への変革

マーケット横断で
ビジネスアセットをかけ合わせる

各業種・業界のお客様、パートナーと共に
社会課題解決を進める社会DXの推進

For Society

　当社グループは、あらゆる業界のお客様の課題解決
に真摯に取り組み、伴走し、その中でお客様の業務を知
ることで経験を積み、知見を蓄積してきました。お客様
との関わりの中で得た知見のほか、これまで自社で開
発したソリューションや、オープンイノベーション（   P.31 ）、
知の探索活動、他社製品等で入手したさまざまなアセッ
トをパッチワークのようにつなぎ合わせ、さらにお客様
から知恵をいただきながら最適な形に再整理すること
で、唯一無二かつフレキシブルなサービスモデルの充実
を図ります。同時に、個別案件の経験や知見を複数の
お客様へ適用可能となるように一般化・ライブラリ化す
ることで、長期間にわたり、お客様にとって魅力のある
サービスを増加させていきたいと考えています。
　当社グループの持つ「先見性・洞察力」と、強みとし
て根底にある「真摯さに裏付けられた実践力（やり抜く
力）」を活かし、価値創出サイクルを回してビジネスエコ
システム拡大を加速することで、お客様やパートナーと
共に社会的価値と経済的価値を創出し、「Vision2030」
の実現につなげていきます。

社会的価値創出企業への変革

価値創出サイクル

お客様の持続的成長に 
貢献する顧客DXの推進

For Customerお客様の
業務効率化・高度化に 
貢献するサービスの提供

お客様のDX に貢献する 
サービスの提供

社会課題解決を進める
サービスの社会実装

コア事業戦略

経営方針（2024-2026）

成長事業戦略

価値あるサービスを提供し
お客様との信頼関係を構築

「志」を共にするお客様と
ビジネスエコシステム 

拡大を加速

さまざまなお客様に適用可能な
サービスモデルが増加

アセットを組み合わせて
サービスを充実

お客様と作り上げた
アセットを蓄積

ナレッジの蓄積
ノウハウの活用
強みのさらなる強化

医療・教育

働く・暮らし

デジタル・セキュリティ

グリーンエネルギー

交通・モビリティ

ビジネスエコシステムを推進システムインテグレーションの提供

Vision2030
レジリエンス

リジェネラティブ

ゼロエミッション
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　「Purpose」のもと、2030年に向けて進むべき方向性を定めたものが「Vision2030」です。
「Vision2030」では、志や共感をベースにし、テクノロジーの可能性を引き出すことで、持続可

能な社会の実現を可能にするために、さまざまなサービスやプロダクト、企業、利用者をマッチ
ングできるビジネスエコシステムやプラットフォームを、社会の共有財であるデジタルコモンズと
して創造し、提供したいと考えています。
　BIPROGYグループは、社会変化に対する先見性・洞察力、ICT を核としたテクノロジー、そし
てさまざまなビジネスパートナーとのビジネスエコシステム形成を掛け合わせ、ICTサービスの
提供だけにとどまることなく、これまで取り組んできた社会を豊かにする新しい価値の創造と社
会課題の解決の取り組みを加速させ、社会的価値創出企業に変革していきます。

BIPROGYグループが考えるデジタルコモンズとは
　「デジタルコモンズ」とは、社会に既に存在する私有財（企業・団体・個人のもつ財）
や余剰財（稼働率の低い財）を、デジタルの力で追加コストの少ない共有財として広く
利活用可能とすることによって、社会課題解決における社会的価値と経済的価値の両
立を可能とするコミュニティです。
　BIPROGYグループは、社会課題解決の実績・知見と、志を共にする人々とのネット
ワーク、長年の経験にもとづくデジタル技術を組み合わせて、「デジタルコモンズ」の社
会実装を推進していきます。 

社会インパクト

デジタルコモンズ

Vision2030
わたしたちは、デジタルコモンズを誰もが幸せに

暮らせる社会づくりを推進するしくみに育てていきます

先見性と洞察力でテクノロジーの持つ可能性を引き出し、
持続可能な社会を創出します

Purpose
働く・暮らし

デジタル・セキュリティ

グリーンエネルギー

医療・教育

外部環境の変化を捉え 
社会課題に着目し、 
新たなビジネス機会を予見

顧客要件に最も合致したものを
組み合わせ実装できる

先見性・洞察力

テクノロジー

「志」を共にするお客様が 
増加することで、より多くの 
社会課題の解決に貢献

ビジネスエコシステム

交通・モビリティ

リジェネラティブ
再生型ネットポジティブ 
社会へ

レジリエンス
自律分散した生存力・ 
復元力のある環境

ゼロエミッション
デジタルを活用した 
環境貢献、環境負荷の軽減

社会的価値創出
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分類 マテリアリティ 目指す姿

デジタルの力とビジネスエコシステムを 
活用した課題解決の仕組みづくり

多様な業界の顧客およびパートナーと志を共有するコミュニティの形成を通して、
「リジェネラティブ」「ゼロエミッション」「レジリエンス」な社会を実現する

ゼロエミッション社会の実現に向けた、 
デジタルを活用した環境貢献と 
事業活動にともなう環境負荷の低減

カーボンニュートラルやサーキュラー・エコノミーを促進するサービスの提供や脱
炭素社会実現に向けた連携・協働を進めるとともに、事業活動にともなう環境
負荷を低減することで、温室効果ガス（GHG）排出量削減への貢献を目指す

バリューチェーン全体で取り組む、 
安心・安全な製品・サービスの 
持続可能な調達と提供

人権の尊重や環境負荷低減を図ったバリューチェーンを構築・維持し、安心・ 
安全な製品・サービスを調達・提供する

新たな未来を創る人財の創出・強化と 
ダイバーシティ&インクルージョンの進化

未来に向けたイノベーションを創出することができる個の多様性、専門性、 
価値観を認め合い受容する人財・組織・企業風土を醸成する

コーポレート・ガバナンスの強化と 
インテグリティの向上

透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を可能にするコーポレート・ガバナンス
体制を構築し、運用する
また、信頼性、持続性のある社会インフラとしてのICTサービス、社会的価値を
提供できる企業として、国内外の法令を遵守するとともに、高い倫理観のもと、
社会規範に則り行動し、もって健全かつ透明なビジネス活動を行う

事
業
成
長
に
お
け
る 

マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ

事
業
成
長
を
支
え
る
基
盤
と
な
る
マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ

BIPROGYグループは、「Vision2030」の実現に向けて、サステナビリティを経営に統合し、企業価値のさらなる向上を図っています。
その実現に向けて、社会課題や事業環境の変化を踏まえた重要項目をマテリアリティとして特定し、社会的価値と経済的価値の創出を通じて持続的な成長を目指しています。

マテリアリティマネジメントの継続的高度化
　当社グループは、サステナビリティ経営の推進に向けたマテ
リアリティを、「事業成長」と「事業成長を支える基盤」の2つ
の観点で整理し、それぞれにKPI・目標を設定のうえ、進捗状

況を継続的にモニタリングしています。
　また、「Vision2030」の実現と経営方針とのさらなる連動を
図るため、進捗状況の評価に加え、社会課題や事業環境の変
化、ステークホルダーからの期待を踏まえ、マテリアリティの

妥当性を毎年検証し、必要に応じて見直しを行っています。こ
れにより、優先課題の妥当性と経営戦略との整合性を高め、
持続的な価値創出につなげています。

3  影響度の評価

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
へ
の
影
響

BIPROGYグループへの影響（リスクと機会）

大

大

1

1 2 3 4

5 6

4 2 31

3

2

※ �プライバシー保護と表現の自由の保障の概念
を含む

1  気候変動
2  水資源
3  生物多様性

1  �多様な人財の獲得と 
活躍推進

2  人財育成
3  �サプライチェーン・ 

マネジメント
4  顧客対応
5  人権※

6  労働

 �コーポレート・ガバナンス
リスクマネジメント　 
コンプライアンス　 
知的財産保護

2  イノベーションマネジメント
3  �情報セキュリティ・ 

個人情報保護
4  腐敗防止・贈収賄防止

1

Governance Environment Social 

マテリアリティ策定と見直しのプロセス

  P.72　事業等のリスクとの関係性

  P.73　ステークホルダーとの関連性

環境 社会 ガバナンス

重要項目の抽出1

ステークホルダーからの 
要請の把握2

影響度の評価3

マテリアリティ特定4

KPI・目標の設定5

年
次
で
見
直
し

6

黒枠内をマテリアリティ
として抽出
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事
業
成
長
に
お
け
る 

マ
テ
リ
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事
業
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を
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と
な
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リ
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リ
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マテリアリティ 創出する社会的価値 創出する経済的価値 KPI 目標 達成年度 2025年度実績と主な対応
（（　）内は前年度実績） 参照ページ

デジタルの力と 
ビジネスエコシステム
を活用した課題解決
の仕組みづくり

● �社会課題解決型ビジネス
の提供を通じ、社会のサス
テナビリティに貢献

● �社会課題解決に資する
ビジネス機会の創出な
らびに創出された市場
での収益獲得

社会課題の解決を目的とした事業による 
売上 2023年度比6倍以上 2030年度

1.42倍（1.2倍）　社会 DX 事業、顧客 DX 事業の拡大に向
け、成長事業領域の事業開発を中心にパートナーとの協
働で新サービスの創出を推進

  �P.18-20 
経営方針

（2024-2026）

  �P.26 
成長事業 
市場開発／ 
事業開発

マネージドサービス事業の売上成長率 2023年度比3倍以上 2026年度
1.74倍（1.4倍）　ユニアデックス（株）を中心に、新ブラ
ンドの立ち上げ、新サービスの提供にグループ全体で取
り組む

ゼロエミッション社会
の実現に向けた、 
デジタルを活用した 
環境貢献と事業活動
にともなう環境負荷の
低減

● �環境貢献型サービスの提
供を通じ、脱炭素社会の
早期実現をはじめとする
環境課題の解決に貢献

● �再生可能エネルギーの調
達等、事業活動の低炭素
化への取り組み強化によ
る環境負荷の低減に貢献

● �環境貢献に資するサー
ビス収益の拡大

● �気候変動に起因する事
業リスクの低減によるコ
ストの抑制

環境貢献型製品・サービスの提供を通じた 
ゼロエミッションへの貢献として、 
ゼロエミッション達成率※1

100％以上 2030年度まで 
年次

420.4％（279.9％）　事業活動における低炭素化施策と 
環境貢献型製品・サービスの提供を推進

  �P.50-52 
環境

気候変動シナリオ分析によるビジネス機会と
リスク抽出（インパクト評価）およびリスク 
対応率

100％ 2030年度まで 
年次

100％（100％）　財務インパクトを定量化した開示を推
進。TNFD 提言を参照したスコーピングの実施と継続性
のあるシナリオ分析の高度化を推進

BIPROGYグループの事業所における 
再生可能エネルギー調達率 50％以上 2030年度 48.2％（33.1％）　計画通り進捗中。早期達成に向けた

調達手段の多様化に向けた検討を継続

GHG 排出量（Scope1+2）削減率 
（2019年度比） 50％以上 2030年度 58.6％（42.1％）　再生可能エネルギーへの転換と省エ

ネルギー施策の推進

バリューチェーン 
全体で取り組む、 
安心・安全な製品・
サービスの持続可能
な調達と提供

● �各種法令、社会規範を遵
守した、安心・安全な製
品・サービス提供により、
社会活動を支えるITイン
フラの安定化・維持に貢献

● �環境・社会に配慮した製
品・サービスの提供により、
エシカル消費の普及に寄
与し、持続可能な社会の
実現に貢献

● �お客様・取引先との信頼
関係強化や、優良パート
ナーの獲得による関係
資本の強化を通じた収
益機会の拡大

● �バリューチェーン全体に
おける人権、環境負荷
等に関する事業リスクの
低減

購入した製品・サービス（Scope3 カテゴリ１）
の調達金額の40％を占めるサプライヤーが
SBT（Science-Based Targets）相当の目標
を設定する

40％以上 2027年度 24.2％（23.1％）　サプライヤーとの対話を通じて、削減
目標設定状況を把握、働きかけを継続

  �P.50-52 
環境

  �P.53 
サプライ 
チェーン

  �P.54 
人権

販売した製品・サービス（Scope3 カテゴリ
11）の使用に伴うGHG 排出量削減率 

（2021年度比）
25％以上 2030年度 7.1％（17.4％）　顧客やパートナーとの対話を通じ、製

品・サービスの低炭素化に向けた協働を推進

人権方針の見直しおよび社員への理解浸透
活動 毎年実施 2026年度まで 

毎年実施
実施済（実施済）　全役職員を対象としたeラーニング、
全社横断ワークショップの実施

全グループ会社への人権リスクアセスメント
再実施および課題への対応着手率 100％ 2026年度

実施済 対応着手率100%（実施済 対応着手率50％）
人権リスクアセスメント結果を踏まえ、優先課題への対
応を推進

サプライヤーに対するESGリスク調査実施率 100％ 2026年度 96.6％（70.3％）　サプライヤーを対象としたESGリスク
調査の継続実施

BIPROGYグループが定めるサプライヤーに対
する重要なESGリスク項目を遵守できて 
いる、または改善着手しているサプライヤー
の割合

100％ 2030年度
38.2％（2024年度は実績計測対象外）
調査結果に基づいたサプライヤーとの個別対話および改
善対応の実施

　当社グループでは、マテリアリティに掲げる目指す姿の実現に向けて、各マテリアリティごとにKPIと目標を設定し、取締役会の監督のもと施策を推進しています。進捗状況については、多くの項目
で成果が着実に表れている一方、一部のKPIでは目標との乖離や前年度からの後退も見られます。こうした課題については要因分析を踏まえ施策の見直しを進めるとともに、進捗管理を強化しなが
ら、目標達成に向けた取り組みを着実に推進しています。

マテリアリティのKPIと目標

※1 ゼロエミッション達成率＝（環境貢献型製品・サービスの売上× GHG 削減貢献係数）÷（BIPROGYグループのScope1+2GHG 排出量）
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マテリアリティ 創出する社会的価値 創出する経済的価値 KPI 目標 達成年度 2025年度実績と主な対応
（（　）内は前年度実績） 参照ページ

新たな未来を創る 
人財の創出・強化と 
ダイバーシティ＆ 
インクルージョンの 
進化

● �イノベーション人財の輩出
により、社会課題の解決に
貢献

● �多様な人財の雇用機会の
創出に貢献　

● �心身ともに健康で、個々の
多様性が受容され活かさ
れた、働きがいのある社会
の実現に貢献

● �イノベーションの創出に
よるビジネスの拡大

● �労働生産性の向上によ
る収益性の改善

女性管理職比率※2 18% 以上 2026年4月1日時点
12.6％（12.3％）※3

計画的な育成と人財パイプライン形成の推進を強化。階
層別の育成プログラムを実施

  �P.32-38 
人的資本 
戦略

新規事業開発を推進する人財数 100人以上 2026年度 63人（48人）　PMF（プロダクト・マーケット・フィット）実
践研修と部門横断連携による事業創出力強化

エンゲージメントサーベイにおける働きがい
と働きやすさに関連する要素の平均スコア 

基準値※4 51％
+10ポイント以上 2026年度 55％（51％）　分析結果をもとに、働きがい向上関連施

策を推進

中長期キャリア目標を設定し、組織長と合意
した社員の割合 100% 2026年度 100％（100％）　キャリアデザイン実施を通じた ROLES

と中長期キャリア目標の設定

キャリア・ウェルビーイング※5を推進する 
仕組みの整備と改善率（実施数／計画数） 100% 2026年度 100％（83％）　上記施策とともにプロセス整備を完了

配偶者が出産した男性社員のうち、育児の 
ための休業・休暇を取得できた社員の割合 100% 2025年度、以降維持 97.1％（83.3％）　配偶者の妊娠届の導入、「育休ハンド

ブック」の配布、休業取得者の事例紹介などを実施

男性育児休業取得検討・意思決定において、
自身の意向を踏まえて、家族や組織と 
すり合わせできた社員の割合

100% 2026年度 96.5％（91.8％）　上記施策の推進等を通じた男性育児
休業取得を後押しする風土の醸成

障害者雇用率 法定雇用率 
+0.1％以上 年次 3.09％（2.98％）　特例子会社活動、グループ会社での

雇用促進等の雇用施策を推進

2026年度までの健保特定保健指導に 
おける積極的支援対象者へのフォロー率

各年度で対象者フォロー100％
・2024年度：リスク因子4つを持つ社員
・2025年度：リスク因子3つ以上を持つ社員
・2026年度：リスク因子2つ以上を持つ社員

リスク因子3つ以上を持つ社員フォロー率　100％
（リスク因子4つを持つ社員フォロー率　100％）

社員の健康意識向上・行動変容促進施策の推進と健康
管理フォローの強化

メンタル面の不調を理由とする新規休職者数 102人（2023年度実績）
以下 2026年度 年間113人（120人）　若手社員ケアとラインケアによる

不調予防と早期対応の強化

コーポレート・ 
ガバナンスの強化と 
インテグリティの向上

● �透明・公正なプロセスを通
じて社会課題の解決に資
するとともに、社会の経済
成長に貢献

● �年齢、性別、障害、人種、
民族、出自、宗教、あるい
は経済的地位その他の状
況に関わりない、すべての
人々のエンパワーメントに
貢献

● �差別的な慣行の撤廃、適
切な関連規程の設定・運
用や行動の促進などを通
じ、機会均等を確保するこ
とで、働きがいのある社会
の実現に貢献

● �多様なステークホルダー
との信頼関係構築によ
るビジネスエコシステム
の創出およびビジネス機
会の拡大

● �企業価値の持続的向上
● �不祥事等の事業リスク

の低減

取締役会の実効性評価において設定される各年度の対応方針の達成 年次
● �重要課題・リスクに関する議論機会の拡充
● �組織風土改革とコンプライアンス・リスク管理意識浸透

策のモニタリング

  �P.58-67 
コーポレート・ 
ガバナンス

  �P.68-69 
インテグリティ
の向上

コンプライアンス・プログラムの改善と高度化 年次
● �コンプライアンス車座会議による対話の推進
● �内部通報制度（ホットライン）の実効性向上
● �コンプライアンス教育・啓発活動の強化

グループ役職員へのインテグリティ意識浸透 年次 コンプライアンス意識調査スコア：良好［4段階の最上位］

コンプライアンス事案発生動向 年次 懲戒処分件数：4件（6件）

重大なセキュリティインシデント発生数 0件 年次 0件（0件）

ハイブリッドワークにおけるデータ保護 
セキュリティの仕組みの強化／拡大 
—仕組みのグループ適用

100% 2027年3月末時点 適用対象である国内グループ会社への仕組み・制度の
導入完了

特例運用管理の網羅率※6 100% 2027年3月末時点 100%（100%）BIPROGY において特例運用管理の網羅
性向上に資する各種施策を段階的に推進

事
業
成
長
を
支
え
る
基
盤
と
な
る
マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ

※2 2026年4月1日時点の目標値。2026年度は、2027年度以降の数値目標の見直しおよび戦略策定に向けた検討期間に位置づけている
※3 2026年4月1日時点。（　）内は2025年4月1日時点
※4 2024年6月に実施した調査のうち、「働きがい」と「働きやすさ」に関する7つの設問の肯定的回答率の平均を基準値として設定

※5 自らのキャリアについて能力発揮と成長を通じて充実感と幸福感を高めること
※6 �特例運用管理の適用対象となる運用において適用漏れがない状態（特例運用管理とは機密性が高い顧客情報資産へアクセスするプロジェ

クトの安全管理措置の妥当性をセキュリティ専門組織が客観的に審査・承認し網羅的に管理・モニタリングする仕組み・体制のこと）
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価値創造戦略
BIPROGYグループは、「Vision2030」の実現に向け、「経営方針（2024-2026）」
のもと、事業活動を通じた社会的価値と経済的価値の創出を加速しています。
そして、市場や顧客から「共に社会課題を解決したい企業」として想起される
存在となることを目指しています。その実現に向けた価値創造戦略と進捗に
ついてご紹介します。

18	 経営方針（2024-2026）

21	 コア事業

26	 成長事業

28	 �企業価値を高めていく 
グループカンパニーと業務提携パートナー

32	 人的資本戦略

39	 知的資本戦略

41	 � 特集 　AIと共創し、価値を生む企業へ

44	 CFOメッセージ
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中期経営計画 中期経営計画 中期経営計画
2012年度 –2014年度 2015年度 –2017年度

Innovative Challenge Plan
2018年度 –2020年度

ビ
ジ
ョ
ン

持続的な成長に向けた 
企業変革への挑戦 ビジネスモデルの変革

注力領域の「事業活動」を通じて、 
顧客課題の背景にある 

社会課題を解決することで、 
持続的成長サイクルを実現し、 

サステナブルな企業となる。

経
営
指
標

2014年度実績 2017年度実績 2020年度実績

営業利益率 4.1% 営業利益率 5.7% 営業利益率 8.6%

売上高 2,692億円 売上高 2,870億円 売上高 3,097億円
（デジタル／ライフイノベーション 

領域における売上高）� （270億円）
（注力領域における売上高） 

� （684億円）

ROE 9.7% ROE 12.4% ROE 13.4%

配当性向 26.0% 配当性向 33.6% 配当性向 41.1%

戦
略
と
主
な
成
果
　
獲
得
し
た
強
み

従来の強みに加え、 
新しいサービスをデザインし 
実践する力を獲得
● �社会視点で異業種をつなぐビジネ

スエコシステムを創出
● �コンテンツ分野で強みのある大日

本印刷（株）との連携
● �サービス事業主体として決済プラッ

トフォームを提供
● �財務体質の強化

新たな領域へのチャレンジを 
成功させ、次の成長に向けた 
基盤を強化
● �デジタル／ライフイノベーション領

域のビジネス拡大による収益向
上、ビジネスの種の増加

● �ビジネスICTプラットフォーム領域
における強み領域への集中、労働
生産性改善による収益力向上

● �ビジネスモデル変革に合わせた人
財のスキル変革の推進

● �グローバルを含むパートナーへ
の投資やファンド投資の積極的な
推進

注力領域ビジネスの拡大により、 
社会的価値創出企業への変革に 
向けたアセットを獲得
● �注力領域（ネオバンク、デジタル

アクセラレーション、スマートタウ
ン、アセットガーディアン）への取
り組みを通じて、次の経営方針で
推進すべき方向性の土台を構築

● �ビジネス遂行における人的リソー
スと役割を見直し、顧客とのリレー
ションを深耕するとともに、顧客価
値向上に寄与

● �グループ全体における技術集約、
生産性向上、効率向上施策によ
り、プラットフォーム提供力を強化

● �チャレンジを推奨する風土改革、ダ
イバーシティに対する意識改革な
どを実施

● �オープンイノベーションへの取り
組みの積極化と、新たなビジネス
創出に向けた投資を通じた知見
の獲得

わたしたちは、デジタルコモンズを誰もが幸せに暮らせる社会づくりを推進するしくみに育てていきます

経営方針（2024-2026）

2024年度 –2026年度

2025年度実績 2026年度目標※3 当初目標

売上収益 4,337億円 4,400億円 4,200億円

調整後
営業利益率※2 10.0% 11.0% 11.0%

ROE 17.9% 17.0% 以上 15.0% 目途

配当性向 40.5% 40.0% 以上 40.0% 以上

＋自己株式取得
100億円

※3 �2025年4月に目標を上方修正。2026年4月公表の見通しは P.44をご覧く
ださい。

基本方針

＋株価水準を考慮した機動的な 
自己株式取得を実施

過去の中期経営計画振り返り 前経営方針振り返り 現経営方針

経営方針（2021-2023）

2021年度 –2023年度

2023年度実績 2023年度目標

売上収益 3,701億円 3,400億円
うち、アウト 
ソーシング※1

（766億円） （1,000億円）

調整後
営業利益率※2 9.1% 10% 以上

ROE 16.5% 15% 目途

配当性向 39.8% 40% 目途

※1 �システムの運用受託だけでなく、当社が事業主体と
して提供するサービス型ビジネスを含む

※2 �調整後営業利益＝売上収益 – 売上原価 – 販売費及
び一般管理費

達成できたこと
● �顧客 DX：�DX 領域を中心としたシステムサービ

スが大幅に伸長
● �社会 DX：�社会課題解決につながる、さまざま

な分野での社会DXの取り組みが拡
大

● �ビジネスプロデュース人財の計画的育成や
DE&I 推進により、社員の意識・行動変容が 
進む

● �スタートアップ投資や社内 DXの構造改革投資

さらなる成長に向けて
● �顧客 DX：�当社グループの強みとなる注力領域

を定め、深化・拡大
● �社会 DX：�重点テーマを特定し、社会的価値の

提供を加速・拡大
● �事業戦略と連動した人財の育成・獲得と組織

開発の促進
● �事業戦略の加速につながる積極的な投資

Vision 
2030

グループ経営基盤の強化

経営資源配分の最適化

投資戦略 人財戦略

財務戦略

技術戦略

3

2

1

持続性のある事業ポートフォリオ確立による 
企業価値の向上

コア事業戦略 成長事業戦略

「3つの基本方針」を掲げ、Vision2030の実現に取り組みます

  P.19
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経営方針（2024-2026）



経営方針（2024-2026）の基本方針

　「経営方針（2024-2026）」では、事業活動を通じて「社会的価値」と「経済的価値」の創出を
加速し、市場・顧客から「共に社会課題を解決したい企業」として想起される存在となることを
目指します。
　これまで積み上げてきた経営資本をもとに、積極的な成長投資を行い、コア事業と成長事業
の両利きの経営を推し進め、新たな事業の柱を生み出します。この事業の柱を、持続可能な事
業ポートフォリオとして確立し、企業価値１兆円を目指します。

市場・顧客 競合

AI を取り巻く事業環境への認識 BIPROGYグループ事業への影響

課題認識

● �As a Serviceの台頭、人口減少等により、受託開発
（SI ／ NI※）は中長期的には縮小する可能性がある

● �ASEAN を中心とした海外 IT 市場は継続的に成長
する見込み

● �AI、IoT 等のテクノロジー進化に伴う顧客企業のDX
領域への投資拡大、GX など社会課題解決に向け
た取り組みの強化

● �積極的な成長投資（M&A 等）による人
材・ケイパビリティ・チャネル等の獲得
や海外市場獲得を含めた事業の拡大

● �グローバル大手企業やクラウドサービ
ス企業の台頭、異業種からの事業参入
による競争の激化

● �営業利益率向上により財務基盤が安定した今、新たな事業ポートフォリオを確立し、企業価値を高
めていくことが求められる

● �顧客企業における新たなビジネスモデルの模索やDX への取り組み、GX など社会課題解決に向け
て、新たなケイパビリティを獲得し、さらなる顧客価値と社会的価値の向上を図っていくことが求め
られる

● �唯一無二のBIPROGYブランドを確立させるためにもボーダレスな事業展開が求められる
● �経営資源配分や人的資本投資、成長投資による新しい経営資源の獲得により、中長期視点での取り

組みが求められる

「3つの基本方針」を掲げ、Vision2030の実現に取り組みます

基本方針

グループ経営基盤の強化

経営資源配分の最適化

投資戦略
注力領域への 
積極的な投資

  P.44-47

人財戦略
事業戦略と連動した

人的資本配置
  P.32-38

財務戦略
キャピタル・アロケーションの最適化

技術戦略
事業戦略を加速する

技術強化
  P.39-40

3

2

1

持続性のある事業ポートフォリオ確立による企業価値の向上

コア事業戦略
強みのある領域の確立と 

提供価値の向上
  P.21-25

成長事業戦略
新たな収益基盤の確立 

  P.26-27

環境認識

BIPROGYグループのAI 技術進化に対する認識

※ SI：システムインテグレーション／ NI：ネットワークインテグレーション

  P.44-47

新たな成長機会

● �従来型のシステム開発・運用のあり方に構造変化をも
たらす大きな転換点

● �AIによる自動化の進展を背景に、工数依存型（人月型）
開発のあり方が変化
※中長期的には顧客のIT 内製化が進展

● �顧客が求める価値の重心は、業界知見に基づく、業務・
システム全体の設計とAI ガバナンスの両立へシフト

● �ソリューションやサービスの高度化に 
加え、インフラや運用などの提供価値を
向上

● �当社グループの強みである業務理解に
もとづくシステム構築力とAI の融合に
より、開発受託者から内製化の伴走者・
価値共創パートナーへ進化する
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持続性のある事業ポートフォリオ確立による企業価値の向上

成長事業

コア事業

積極的な投資により、提供価値を高め、新たな収益基盤を確立する

集中と選択により、強みのある領域を確立し、提供価値と収益性を高める

重点戦略 成長シナリオ

市場開発
新たなサービス 
領域・シェアの 

獲得／拡大

新たなサービス領域の獲得と成長市場への深耕による新たなシェアの獲得∕拡大
● �お客様の経営判断を支援する、データサイエンティストとAIによるデータ利活用サービスの展開
● ��お客様がコア業務に集中できるよう、デジタルワークプレイス∕セキュリティ∕クラウドマネジ

メント等のマネージドサービスの展開

事業開発
社会 DX 事業の 

共創と 
展開の加速

社会課題を解決する社会 DX 事業の開発∕共創∕展開の加速
● �SX/GX、スマートライフ、地域創生を注力テーマに置き、「志」を共にするお客様・パートナーと

産業分野を横断したビジネスエコシステムを形成し、社会 DX 事業を共創し、展開を加速
　SX：サステナビリティ・トランスフォーメーション／ GX：グリーン・トランスフォーメーション

グローバル
ASEAN 主要国での 

ビジネス展開と 
北米等マーケットへ 

アプローチ強化

ASEAN 主要国におけるビジネスの展開と北米等マーケットへの参入を見据えた 
アプローチの強化
● �M&A 等による戦略的投資によりサービス提供エリア／顧客群を獲得
● �国内でのサービスや知見をもとに、海外での顧客 DX 事業を推進
● �各国の顧客・パートナーとビジネスエコシステムを形成し、社会課題を起点とした社会 DX 事業

の推進 

重点戦略 成長シナリオ

注力領域／ 
顧客への 

経営資本配分

注力領域への積極的な開発投資と人的資本の適切な配分を実行
● �優良な顧客基盤と徹底した業務‧顧客知⾒をもとにしたアセットを軸に、 

ファイナンシャル、リテール、エネルギー、モビリティ、OTインフラを注力領域として設定
● �顧客価値を向上させる開発に積極投資

開発生産性向上の 
促進

ビジネス規模拡大を⽀える開発生産量拡大∕ 
新技術‧知財活用による開発生産性‧安定性の向上
● �プロジェクトマネジメント・エンジニアリングの標準化を進め、内工を上流工程へシフト
● �M&A や業務提携を含む国内外パートナーとの連携強化と経験者採用等による人的資本強化
● �生成 AI をはじめとした新技術活用による開発の自動化

サービス型ビジネスの
拡大

注力領域への優先的な開発投資によるサービス型ビジネスの提供価値向上
● �サービスのクラウド化を進め提供スピードを向上し、シェアを拡大
● �アウトソーシングサービスの運用プロセス・体制を整理し、効率化

グローバル

事業開発

市場開発

社会を見据えた
新たな事業展開へ

DXでお客様の 
企業価値向上に貢献

コア事業の注力領域
　現在の当社グループの収益源である「コア事業」の中でも、優良な顧客基盤と基幹ソリュー
ションやインフラサービスの提供・運用等の実績から得られた徹底した業務・顧客知見という当
社グループの強みが活かせる5つの領域に経営資源を集中し、提供価値と収益性を高めていき
ます。

脱炭素社会の実現

doreca 
（価値交換基盤）

CoreCenter 
（MD 基盤）

BIPROGY ESL SaaS
（電子棚札）

OMO 対応

AI-Order Foresight
（AI 需要予測自動発注）

BankVision on Azure
（金融機関向け 
勘定系サービス）

非化石証書 
トラッキング

Dispel
（産業インフラの遠隔運用保守を 

支えるセキュアアクセス基盤）

Claroty xDome
（産業向けサイバーフィジカルシステムの 

セキュリティ対策ソリューション）

smart oasis
（EV 充電／カーシェア）

Enability シリーズ
（電力小売クラウド）

Re:lvis
（環境価値管理）

太陽光発電量・ 
余剰量予測サービス

DIVP 自動運転
シミュレーション

無事故プログラムDR
（法人向けドライブレコーダー）

ファイナンシャル 
サービスプラットフォーム

OptBAE
（信用金庫向け 
勘定系サービス）

#tsumuGO_mobile
（地域金融機関向け 

バンキングアプリ）

COCOMFY 
（営業店窓口業務システム）

For Society
社会 DXの推進

For Customer
顧客 DXの推進地域経済の

活性化

コア事業の注力領域

サプライチェーン
改革

リテールファイナン
シャル

エネルギー
OTインフラ

モビリティ

Purpose

成長事業

コア事業
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金融業務知見の 
サービス化

※1 「地銀・第二地銀・信金、預金量3兆円以上」におけるシェア
※2 システム導入信託会社におけるシェア

※3 オープン勘定系システム「BankVision」のさらなる価値向上に向けた取り組み

国際勘定系※1

（OpenE’ARK/BankForce）

市場系フロントミドル※1

（Siatol-FM）

外国送金※1

（SurFIN）

信託系※2

（TrustPORT）

市場系バック※1

（Siatol-NE）
BIPROGY 
27％

BIPROGY 
36％ BIPROGY 

78％

BIPROGY 
44％

BIPROGY 
65％

その他

その他

その他

その他
未決定

　新たなお客様のBankVision 採用で勘定系ブランドという強固な資産を築
き、外国送金「SurFIN」や営業店システムなどフロント領域の受注も拡大して
います。今後は金利のある世界となり、AI 技術の進化やWeb3金融によるリア
ルタイム化が進む中、直面する人手不足の解消や地域経済の活性化に貢献す
べく、提供サービスのさらなる進化と新たな事業領域への挑戦を加速します。

BIPROGY（株） 業務執行役員 
渡邊 弘巳

変化の激しい金融業界の 
未来を共創する 
トラステッドパートナー

売上実績・目標（億円）

����（年度） ����

���
���

����

���

����

���

■ �実績　　■ �目標

業務 
サービス機能

クラウド基盤標準
API 

標準化・カタログ

サービス運用

共通機能 
マイクロサービス

金融サービスの多様化
ビジネス連携

　過去50年にわたり、金融機関の業務をパッケージシステム
として開発し提供してきました。時代に合った最新のIT 技術
を取り入れ、世界初のオープン勘定系システムや、日本初の
パブリッククラウド上での勘定系システムの稼働を実現してい
ます。進化しつづけるIT 技術と、金融業界の知見を活かして、
メガバンクやネットバンク、地方銀行や信用金庫、証券・保険
など、多様な金融機関のビジネスパートナーとして、金融機
関の課題解決およびIT・経営戦略の実現に向けた取り組みを
進めていきます。

戦略 2025年度進捗

コア事業のさらなる進化
バックサービス、フロント、金融ソリュー
ションの顧客基盤およびビジネス規模の
拡大

● �勘定系システム事業が拡大 
- 滋賀銀行「BankVision on 
Azure」

● �営業店システム、バンキング
アプリ、国際系・市場系シス
テムの新規受注が増加

新事業領域のビジネス開発
新事業領域の構想具体化と新たな市場
創出

● �金融業務 BPaaS※4にAI 技術
を組み合わせ事業化に向け
て推進中

● �事業参入に向けステーブルコ
イン／セキュリティトークン関
連スタートアップに出資

FSPの進化と適用拡大
FSP（Financial Service Platform）に 
よるアーキテクチャ標準化と共通機能化・
運用標準化

● �フロント系を中心にアーキテ
クチャ標準化と共通機能開発
を推進

● �2026年度以降の新規開発プ
ロダクトに適用し、サービス
の収益性を強化

※4 BPaaS：SaaSとBPO を組み合わせたモデル

1

2

3

マネジメントメッセージ

金融サービスの統合を図り、 
ビジネスパートナー間のエンゲージメントを進化させ、 

デジタル経済圏の変革を担う

2030年に目指す姿

信頼の蓄積（多様なビジネスパートナー）／ 
開発力と完遂力／先駆的な取り組み

Pickup BankVision2.0※3が目指すAPIエコノミー

● �銀行内部と外部サービス間の連携をスムーズに行うことで開発生
産性および顧客利便性の向上

● �相互にサービスを補完し合うことで、業種業態の垣根を越えた新た
なビジネス機会・イノベーションを創出

ネットバンク

証券・保険

地銀

チャレンジャー
バンク

メガバンク

信金

強み� （2026年3月末時点）

API 公開・連携サービス

BankVision2.0

SaaS 自治体

交通

小売 個人

地域産業

当社ソリューションのシェア
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コア事業
ファイナンシャル注力領域



Pickup

　MD 基幹システムの大型構築案件の本番稼働やAI 需要予測自動発注サー
ビスの受注拡大など、小売事業者のDX 実現に向けた取り組みが着実に進展
しています。また、2026年1月にはカタリナマーケティングジャパンがグルー
プインしました。両社の強みを活かし、流通業界全体の付加価値を高めるプ
ラットフォームの確立を目指します。

BIPROGY（株） 業務執行役員 
村上 明伸

カタリナマーケティングジャパン
とのシナジー創出により 
さらなる事業拡大を目指す

D2CCX店舗デジタル
通販 /EC生活者接点有店舗

自社サイトからネット
モールまで 

マルチチャネルでの 
販売を支援

生活者理解と最適な 
手段でのコミュニケー

ションを支援

リテールの本部業務や 
店舗業務を 

デジタル化で支援

　リテール領域では、人材不足や生活者ニーズの多様化といっ
た課題に対応し、持続可能な社会に貢献する未来型リテール
の実現を目指しています。これまで、店舗デジタル、D2C※1、
CX※2およびこれらをつなぐOMO※3の4つの領域で多様なサー
ビスを創出してきました。各サービスをつなぐリテールデータ利
活用コンセプト「Foresight Data Spark」でデータ×AIを用い
た提供サービスの高度化に取り組んでいます。

カタリナマーケティングジャパンのグループイン

● �カタリナマーケティングジャパンが小売事業者各社から預かってい
る購買データ基盤と、BIPROGYのIT 技術・サービス開発⼒を融合。
⽣活者・小売・メーカーにメリットをもたらす中立的なプラットフォー
ムを整備することで、流通業界の継続的な発展を図る

カタリナマーケティングジャパン    P.29 

約40年にわたる基幹系システム構築経験で培われた 
業界知見 ･ 業務知識による効果的なIT 実装の実現

強み� （2026年3月末時点）

小売業向け基幹システムパッケージ
「CoreCenter for Retail」ほか

AI 需要予測自動発注サービス 
「AI-Order Foresight」

電⼦棚札サービス 
「BIPROGY ESL SaaS」

生活者の声収集サービス 
「ニーズコネクト」

導入累計 24社

導入累計 11社／1,200店舗

導入累計 12社／1,500店舗

大手小売2社で採用

マネジメントメッセージ

生活者データを活用したマーケ
ティング支援プラットフォーム

リテールや流通向けの基幹系シス
テム店舗 DXソリューション

売上実績・目標（億円）

������

���

（年度）

���

���� ���� ��������

■ �実績　　■ �目標

戦略 2025年度進捗

店舗デジタル領域における 
ビジネスの拡大
店舗 DXやサービス基盤の強化を通じ、
主要顧客との関係拡大と安定収益の 
確立

● �マーチャンダイジング（MD）
基幹システム「CoreCenter 
for Retail」の大型構築案件
が本番稼働

● �小 売 業 向 け AI 需 要 予 測 自 
動 発 注 サービス「AI-Order 
Foresight」なども順調に増加

D2C（Direct to Consumer）領域に 
おけるビジネスの拡大
直販・ECサービスの強化とコスト最適化
D2C 市場での存在感と新たな収益機会
を創出

● �大手アウトドアブランドにて
OMO システムの本番稼働を
短納期で実現

● �サービス面では運用業務の効
率化とスピードアップに向け
たAI 駆動開発の推進中

「CX」「OMO」による 
新規ビジネスモデルの創出
生活者や店舗データを集約・活用した
CXやOMO 関連サービスの開発を推進

● �カタリナマーケティングジャパ
ンがグループイン。PMI の完
遂とCX／OMO 事業の拡大に
向け、新たなサービス提供コ
ンセプト「Foresight Connect」

「Foresight Data Spark」を軸
にサービスを展開

1

2

3

小売事業者が直面する社会課題を 
テクノロジーで解決し、 

事業環境変化／生活者の購買行動変化にも対応した 
未来型リテールを実現する

2030年に目指す姿

※1 �D2C（Direct to Consumer）： 企業がECサイト上で、直接自社製品を販売する販売方式
※2 �CX（Customer Experience）： 顧客体験、顧客が商品やサービスの購入を通じて体験する

一連のプロセス
※3 �OMO（Online Merges with Offline）：顧客がチャネルの違いを意識せずにサービスを受

けられるよう、オンラインとオフラインを分けずに統合して考えること

（2026年4月提供開始）

OMO データ・サービス連携
AI 活用やサービス連携に向けリテールのデータを整備・集約
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コア事業
リテール注力領域



　エネルギー領域の脱炭素社会の実現に向けた取り組みは、「Purpose」や
「Vision2030」で掲げる持続可能な社会の実現にもつながっています。2026

年度よりアグリゲーション事業を開始するなど、蓄積した知見とケイパビリティ
を活かし、社会課題解決につながる事業の拡大により、当領域のさらなる成
長を目指します。

BIPROGY（株） 業務執行役員 
金井 智

ケイパビリティを活かし、 
脱炭素社会の実現に取り組む

※1 �マイクログリッド：地域や施設内で独立して電力を生成・管理する小規模な電力網
※2 �VPP（Virtual Power Plant）：工場や家庭に分散して存在する、自家発電システムや蓄電

池などのエネルギーリソースをIoT 技術によって統合し遠隔で制御することで、一つの発
電所のように機能させること

※3 �V2X（Vehicle to Everything）：自動車とさまざまなものや機器を通信技術で接続し連携
させる技術

※4 �CIS（Customer Information System）：エネルギー販売事業において、顧客管理／料
金計算／請求・入金管理等を支援するシステム

※5 �EMS（Energy Management System）：エネルギーの使用量見える化や、計測データに
基づく監視／制御を行うシステム

※6 �アグリゲーション事業：系統用蓄電池などの分散電源を対象に、卸電力市場および需給
調整市場における市場取引および需給調整を行う事業

　エネルギー領域では、社会課題の一つである「脱炭素社会
の実現」に貢献することを目指しています。これまで、電力小
売事業者・需要家向けのサービス中心に「Enability」シリー
ズや需要予測／発電予測システムなどを提供してきました。
約70年の業界知見をもとに、AIで提供価値を向上し、蓄電池
事業参画により、デジタルとフィジカルを融合した新たな価値
創造に挑戦し続けます。

電力小売クラウドサービス「Enability CIS※4」

エネルギー管理クラウドサービス「Enability EMS※5」

BEMS（ビル/テナント向け）サービス管理物件数実績� 約1,000棟

MEMS（マンション向け）サービス導⼊実績� 約384,900⼾

マネジメントメッセージ

Pickup アグリゲーション事業※6を立ち上げ

● �従来のシステム提供に加え、自ら蓄電池アセットを保有する事業モ
デルへの転換を目指し、2026年6月に蓄電事業会社を設立。アグ
リゲーション事業を開始予定

● �蓄電事業とアグリゲーション事業を一体運営し、AI を活用した IT
サービスにより電力系統の安定化と再エネ普及に貢献

● �自社で培う運用実績・知見を基盤に、将来的には他社蓄電池向け
事業へ展開し、新たな社会価値の創造を目指す

お客様・パートナーとの共創により、 
社会課題の一つである“脱炭素社会” 実現に向け、 

IT を活用した再エネ拡大に資する 
新たな事業創出を実現する

2030年に目指す姿

エネルギー関連企業向けのシステム開発および 
サービス開発により培った業務知見

強み� （2026年3月末時点）

売上実績・目標（億円）

������
���

（年度）

���

���� ���� ��������

■ �実績　　■ �目標

戦略 2025年度進捗

顧客提供価値の深化
Enability 等サービスソリューション拡充
送配電事業者向けDX 関連 Biz 等、エネ
ルギー関連企業DX 向けSEサービス拡大

● �「Enability CIS」に関し、顧客
ニーズにより迅速に対応する
ため、保守性・柔軟性をさら
に向上

● �送配電事業者と、AIを活用し
た業務効率化に取り組み中。
今後は対象業務領域の拡大
を予定

カーボンニュートラル関連事業の拡大
エネルギーマネジメント関連サービスソ
リューション開発／提供

● �環境価値管理サービス「Re:lvis」
を電力大手が採用

● �再生可能エネルギーの導入
拡大に向け、アワリーマッチ
ング※7実証を実施済み

新規事業への参入による成長
脱炭素関連企業との事業提携・資本参
加等、既存事業とのシナジーによる競争
力強化

● �蓄電池を活用したアグリゲー
ション事業の展開を見据え、
自社での事業立ち上げに注
力。積極的な出資を含め、事
業成長を図る

※7 �アワリーマッチング：1時間単位で再生可能エネルギーの電力供給量と電力消費量が
一致していることを証明すること

1

2

3

求められる仕組み 当社サービス

● �Demand Response　
● �VPP※2　
● �Energy Management
● �BEMS, HEMS, MEMS, 

CEMS
● �V2X※3

拡
充
・
拡
大

新
た
な
事
業
創
出● �マイクログリッド※1

PV 余剰 
予測

Mitekite

smart  
oasis

EV 
スマート 

充電
Re:lvis

Enability

● �再エネ発電予測発電

送配電

小売・
需要家

環境価値管理サービス「Re:lvis（リルビス）」

太陽光発電量・余剰量予測サービス

利用企業証書取扱量� 対前年比 270% 増加

予測対象発電量� 対前年比 82% 超増加

大手都市ガス、大手ハウスメーカー、 
大手電力など�

� 累計27社で導入

� 利用 ID 数217万件
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コア事業
エネルギー注力領域



東日本旅客鉄道（株）との生成 AI を活用した 
復旧支援システムの提供開始

行動予測 AI を用い、交通事故未然防止を支援する「BP-BOX」を 
提供
交通事故によるさまざまな価値損失に対し、AIを用いて軽減化を目指す取
り組み。ドラレコ※1のさらなる発展へ。

※1 ドラレコ：法人向けドライブレコーダー「無事故プログラムDR」

　モビリティ領域は、多様なパートナーとの連携により、自動運転の社会実
装に向けた取り組みや、鉄道事業者の業務省力化と輸送品質の維持・向上
などに取り組んでいます。物流需要や人手不足といった課題に対応するため、
フィジカルAIの活用も進め、さらなる価値創出と課題解決に取り組んでいき
ます。

BIPROGY（株） 業務執行役員 
松本 裕志

AI 活用により 
社会課題解決を加速

マネジメントメッセージ

2030年の 
目指す姿

顧客 DXのさらなる取り組み2024-2026

これまで

社会 DXの創出

シミュレーション 
環境 / 評価の 

整備

CG/ 
バーチャル
技術の展開

交通以外の 
事業の 

取り組み

地域交通 
連携

（MaaS）

庫内 
業務の
DX 化

求貨求車 
のDX 

高度化

● �新しい価値の創出
● �カーボンニュートラルの促進
● �交通事故 / 渋滞の減少

● �労働力不足（高齢化）の解決
● �環境問題への取り組み
● �ヒト・モノの移動利便性向上

・モノづくりデジタル化
・�危険運転等抑制の 

事故防止

・�庫内管理デジタル化、
効率化

・�配車業務効率化、 
最適化

・�消費者動向による 
旅行販売

・�鉄道利用者向け 
サービス

お客様との関係性、技術力、完遂力

航空 輸送・物流 倉庫鉄道自動車 旅行

　モビリティ領域は、自動車、航空、鉄道、旅行、輸送・物流、
倉庫など、ヒトやモノを運ぶ移動体に関連するモビリティ産業
のお客様のDXパートナーとして、長年にわたり、業務改善や効
率化を支援してきました。そこで得たモノづくりのための業務
知見や、CG・バーチャルなどの技術力、ミッションクリティカル
なシステム開発・実装力を強みに、人口減少に伴う労働力不
足や環境問題、交通事故などに起因する社会課題をモビリティ
とデジタルの力で解決することを目指しています。

売上実績・目標（億円）

������
���

（年度）

���

���� ���� ��������

■ �実績　　■ �目標

戦略 2025年度進捗

V-Drive Technologies（株）の 
事業成長とその保有技術の横断展開
デジタルツインを活用した自動運転技術
の安全性評価手法を整備し、自動車以
外の領域にも応用

● �安全性評価の枠組み確立に
向け、仮想空間におけるア
セット※2の国際標準化を主導

● �ドラレコサービスを刷新し、画
像認識 AIの活用などによる安
全運転支援サービスのさらな
る強化を実施

航空／鉄道事業における 
交通系以外での事業創出
保全業務の効率化による運行の省力化、
移動に新たな価値をもたらす新規事業
の共創

● �東日本旅客鉄道（株）に提供
した復旧支援システムでの生
成 AIの仕組みを、他業務およ
び他鉄道事業者へ展開すべ
く、さらなるサービスの高度
化を推進中

物流／輸送領域における 
労働力不足への取り組み
倉庫内の効率化を起点に、物流ネット
ワーク全体の最適化により、持続可能な
事業の実現

● �（株）再春館製薬所に自律型
協働ロボットを導入し、倉庫
内の自動化や効率化を推進。
フィジカル AI を活用してさら
なる課題解決に取り組む

※2 アセット：仮想空間上で動かす自動車や交通参加者など

1

2

3

モビリティ×デジタルがつながる 
デジタルツイン等の取り組みで、顧客 DX・社会 DX に 

つながる新たな価値提供を実現する

2030年に目指す姿

これまでのお客様のシステム開発を通して培った高い技術力 
（CG ／バーチャル技術等）と豊富な業務知見 
（自動車・航空・鉄道・物流）を基礎にした実行力

強み� （2026年3月末時点）

 �生成 AIが過去事象、マニュアル、設備説明書
を参照し、復旧内容をレコメンド

Pickup
東日本旅客鉄道（株）と協働で導入した生成 AI を用いた
復旧支援システムを拡大中

● �設備故障による輸送障害が発⽣した際に、時系列に障害状況の情
報を取り込むことで、⽣成 AIが類似する過去事例を抽出し、故障原
因や復旧作業のレコメンド⽣成を実施

● �復旧時間の短縮とともに指令員の業務負荷軽減、復旧指⽰品質の
安定化を実現

過去事象
マニュアル等

障害発生

輸送停止
生成 AI

AIレコメンド
「推定原因」

XXXXXXXXXXX
「対応方針案」

XXXXXXXXXXX
「復旧見込時刻」

XXXXXXXXXXX
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コア事業
モビリティ注力領域



　2025年度は、ユニアデックスが得意とするネットワークとセキュリティ領域
の強みを活かし、サプライチェーンリスクに対するOT セキュリティ投資需要を
着実に取り込み、「経営方針（2024-2026）」の最終年度目標（2025年度期初時
点：215億円＋α）を、計画2年目となる2025年度に達成しました。OTパート
ナーとの連携強化により、ビジネス拡大をさらに加速していきます。ユニアデックス（株）執行役員

中村 智弘

OTインフラを核に 
製造業のDX を推進

製造市場全体のビジネス伸長

・設計／製造プロセスでのデジタル化ニーズ
・IT/OT統合とセキュリティなど喫緊の課題

IT OT
IT領域の従来知見 保守・サービス体制 パートナー

　OTインフラ領域では、当社グループのユニアデックス（株）
を中心に特に製造業に注力しています。製造業では、設計・
製造プロセスなどの OT 領域におけるデジタル化ニーズが高
まっています。当社グループは、従来の IT 領域のビジネスで
構築した製造業における強固な顧客基盤と顧客関係性があ
ります。自動車メーカーからは引き合いが非常に強く、OTネッ
トワークやセキュリティ関連の案件が増加しています。さまざ
まな製品・サービスを組み合わせ最適なシステムを実現して
きた実績を活かし、コンサルティングから設計・構築・運用保
守までワンストップで提供し、製造業のデジタル化を推進して
いきます。

最新技術を見据えたインフラ設計

AIやSoftware Defined Factory など最新技術の活用を見据え、 
将来の拡張性まで踏まえたインフラの設計・構築を実現します。

進化し続けるセキュリティリスクへの対策

OT 領域を得意とするコンサル企業と連携し、フロンティアAIをはじめ
とした新たな脅威に対し高いセキュリティ対策を提供します。

マネジメントメッセージ

Pickup OTインフラ領域で大型案件、協業案件を獲得

● �自動車メーカーの国内新工場向けに、ネットワーク・セキュリティ・
設備工事等を含めたトータルインフラソリューションを提供。最新
セキュリティを配備したスマートファクトリーを実現

● �重工業メーカーの国内生産ラインの自動化や高度なセキュリティ対
策等の実現に向け、グローバルリーダーの1社であるOTパートナー
とインフラ設計・構築の協業を実施

売上実績・目標（億円）

������
���

（年度）

���

���� ���� ��������

■ �実績　　■ �目標

戦略 2025年度進捗

OTビジネス領域のビジネス創出～確立
を通じた製造市場のビジネス全体の拡大
OTビジネスの獲得・展開を通じて製造
市場のビジネス全体を拡大

● �サプライチェーンリスクに対
するOTセキュリティ投資需要
を着実に取り込み

● �設備工事を含むトータルソ
リューションで差別化し、規
模拡大を図る

OTビジネス領域でのブランド確立
OT 領域における知名度や信頼度の向上
を通じてブランド確立を目指す

● �知名度、信頼度向上とともに
OT パートナーとの連携も深
化。製造業の新設ライン／工
場向けに高セキュア・高管理
性を備えた OT インフラパッ
ケージの確立により協業案件
創出を加速

オファリングモデル／水平展開
ビジネスモデルの確立
商材ポートフォリオの拡充およびOTパー
トナーとの連携を強化し水平展開可能
なビジネスモデルの確立へ

● �製造業向けマネージドサー
ビ ス へ の 展 開 を 見 据 え、

「GASSAI」の各種サービスを
ベースに顧客アプローチを進
め、最適なビジネスモデルを
検証中

1

2

3

2030年に目指す姿

マネージドサービスプロバイダーとして特に製造業へ注力。
OT※ネットワークとセキュリティのビジネスを足掛かりに、 

IT/OTの両面から製造業のデジタル化を推進する

IT 分野で培った技術・知見を活かし、OT 領域のIT 化を支援します。
OT 領域のパートナーと共に、顧客の現場の高度化を着実に推進します。

OTのIT 化を支援する知見

強み�

大日本印刷
（株）

自動車
製造業

自動車 
以外の 
製造業

※ OT（Operational Technology）：製造業の工場のハードウエアを制御・運用するための技術

現場から経営まで、
必要なデータがつながり、
活用できる環境をつくる

ネットワークもデータも
安全につなぎ、

信頼できる基盤をつくる

安定して動き続け、
変化に対応できる

運用の仕組みをつくる

データがつながる 安全につながる 運用できる
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コア事業
OTインフラ注力領域



　「市場開発」領域は、2026年度売上100億円を目指し、成長市場であるデータ＆AI 利活用やマネー
ジドサービスの拡大に取り組んでいます。データ＆AI 利活用サービスでは「Data＆AI Innovation 
Lab」、マネージドサービスでは新ブランド「GASSAI」を2025年度に立ち上げました。それぞれサー
ビスを拡充しつつ、着実に案件獲得が進捗しています。当社グループがこれまでに培ってきた強みを
活かし、顧客への提供価値を高めていきます。

　「事業開発」領域は、ビジネスエコシステムを通じて単独では実現できない社会課題の解決を目
指すという「Vision2030」の実現と当社グループの成長に向けた重要な役割を担っています。地域
創生やヘルスケア、スマートライフ等の領域では、社会実装フェーズへ進展しています。2030年に当
社グループの新たな収益基盤となる事業として確立するには、事業拡大のスピード向上が課題と認
識しており、事業再編やインオーガニック戦略の推進などの対策を進めています。

BIPROGY（株）業務執行役員 
千葉 真介

BIPROGY（株）業務執行役員 
千葉 真介

ユニアデックス（株）執行役員 
三ツ井 淳一

成長市場で顧客提供価値を高める 社会実装を進め、新たな収益基盤の確立へ

マネジメントメッセージ マネジメントメッセージ

　市場開発では、国内 IT 市場の成長分野において、これまで当社グループが十分に取り組めて
いなかった領域のシェアを獲得・拡大し、新たな収益基盤として確立することを目指しています。
注力テーマである「データ＆AI 利活用」では、「Data & AI Innovation Lab」を起点にDX 支援を
推進しています。「マネージドサービス」はグループ会社のユニアデックス（株）を中心に、「GASSAI」
ブランドのもとサービス体系を拡充しています。AI 活用の拡大により複雑化するICTインフラの
統合運用・高度化を通じて、DXやAI 活用を支える事業基盤の実現に貢献します。

　事業開発では、社会課題を解決する社会 DX 事業の開発／共創／展開の加速を通じて、提供
価値を高め、新たな収益基盤を確立することを目指しています。お客様が社会課題解決に向け
た取り組みを強化する中、当社グループも新たなケイパビリティを獲得し、さらなる顧客価値と
社会的価値の向上を図っていくことが求められています。今後も「志」を共にするお客様・パー
トナーと産業分野を横断したビジネスエコシステムを形成し、社会 DX 事業を共創・展開してい
きます。
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売上実績・目標（億円） 売上実績・目標（億円）

■ �実績　　■ �目標 ■ �実績　　■ �目標

成長シナリオ

注力テーマ 2025年度進捗

データ& 
AI 利活用

● �お客様の事業成長と業務変革を支援する「Data＆AI Innovation 
Lab」では、データ活用コンサルタントとAI技術者が連携し、ビジ
ネス課題の分析から改善プラン策定、最適な技術選定・検証まで
を一貫して支援。データ・生成 AIを活用したDX 支援案件が拡大

マネージド
サービス

● �「GASSAI Security」「GASSAI Multi/Hybrid Cloud」「GASSAI 
Digital Workplace」「GASSAI Network」の各領域において市場
ニーズに応じたサービスラインアップを強化。案件獲得も着実
に進捗

注力テーマ 2025年度進捗
SX/GX ● �「都市 OS」で神戸市の渋滞解消に向けた取り組みを実施

スマートライフ
● �価値交換基盤「doreca」の「PayPay 給与受取」への対応を

2026年3月から開始

地域創生
● �Mattrz（株）との連携を通じ、中堅・中小企業の業務効率化

と売上拡大を実現するためのDX 化支援事業を推進

ヘルスケア
● �大阪・関西万博のレガシーを事業化し、「カラダ測定サービ

ス」として提供開始

�� ��

���

���� ���� ����（年度） ����

��

成長シナリオ 新たなサービス領域の獲得と成長市場への 
深耕による新たなシェアの獲得／拡大

社会課題を解決する社会 DX 事業の 
開発／共創／展開の加速
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成長事業

市場開発 事業開発



　2025年度は、ASEAN 主要国におけるさらなるM&Aの機会を探索するとともに、既存の海外子会
社のオーガニック成長の推進、各社の強みを掛け合わせることによるシナジーの創出に取り組んで
きました。2026年度売上150億円の目標達成は容易ではないと認識していますが、グローバル事業
が2030年には当社グループの収益基盤の1つとなるよう、引き続き事業の拡大とグローバル人財の
育成の両面で取り組みを加速していきます。

BIPROGY（株）執行役員 
山田 健嗣

2030年に向けて事業の拡大と人財の育成に取り組む

マネジメントメッセージ

　当社グループは、M&A などの戦略的投資を通じてサービス提供エリアや顧客群を拡大してい
ます。国内で培った知見やサービスを活かし、ASEAN 主要国を中心に顧客 DX 事業を推進して
いるほか、各国の顧客やパートナーとビジネスエコシステムを形成することで、社会課題を起点
とした社会 DX 事業の展開にも取り組んでいく予定です。

売上実績・目標（億円）

■ �実績　　■ �目標
注力テーマ 2025年度進捗

ASEAN 主要国で
のビジネス展開と
北米等マーケット
へアプローチ強化

● �ASEAN 地域でERP 事業を展開する子会社のオーガニッ
クグロースに加え、グループ各社間のシナジー創出によ
るさらなる成長に取り組む

● �北米 CVCファンドを通じ注力領域のリテール（AIコマー
ス）やファイナンシャル（ステーブルコイン等）のスタート
アップ3社へ戦略投資を実行。中長期的な事業成長に向
け、先端技術の捕捉とサービス化検討を推進中
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　当社グループは、東南アジア地域におけるERPサービスの提供地域や製品ラインナップを拡大・強
化しており、日本と東南アジアの双方からサポートできる体制を構築しています。日本企業の海外進
出・事業展開や現地企業のDX を支援することで、社会課題を解決するビジネスエコシステムの形成
につなげ、デジタルコモンズを社会実装するグローバル企業としてのポジションを確立していきます。

北米マーケットCVCファンド
　現地スタートアップへの戦略投資により、有望なパートナーの発掘と協業機会の創出を推進します。
日本市場への適用可能性の検証や具体的な連携テーマの検討を進めています。PoCやサービス化を
通じて事業化を図り、中長期的な成長につなげていく方針です。

ASEAN 主要国におけるICT/DXビジネスの展開

北米マーケットへのアプローチ

ASEAN 地域の事業ネットワーク

CAD/CAM
・�製造業向けCAD システムの海外販社展開とサポート・�製造業向けCAD システムの海外販社展開とサポート

ITインフラ＆サポート
・�海外進出する日系企業を中心に、ITインフラ導入 /・�海外進出する日系企業を中心に、ITインフラ導入 /

構築やサポートサービスを提供構築やサポートサービスを提供

ソフトウェア開発他
・�BIPROGYグループのオフショア開発センター・�BIPROGYグループのオフショア開発センター
・�顧客現地法人向けBPO/ITOサービスを提供・�顧客現地法人向けBPO/ITOサービスを提供

SAPコンサル/ 導入 /サポート
・�日系企業や現地企業へのERPやSCM 導入・�日系企業や現地企業へのERPやSCM 導入
・�上流～サポートのトータルサービスを提供・�上流～サポートのトータルサービスを提供

ERPコンサル/ 導入 /サポート
・�中小企業へのERP（SAP Business One, Microsoft ・�中小企業へのERP（SAP Business One, Microsoft 

Dynamics 365 Business Central, Oracle Dynamics 365 Business Central, Oracle 
NetSuite ERP, Sage 300）の導入・サポートNetSuite ERP, Sage 300）の導入・サポート

SAPコンサル/ 導入 /サポート
・�SAP 製品の上流～サポートのトータルサー・�SAP 製品の上流～サポートのトータルサー

ビスを提供ビスを提供
・�導入後のAMS、サポート/ 改善など・�導入後のAMS、サポート/ 改善など

SAPコンサル/ 導入 /サポート
・�現地の中堅～大企業や、日本企業の東南アジア・�現地の中堅～大企業や、日本企業の東南アジア

拠点へのERPやCRM 導入拠点へのERPやCRM 導入
・�上流～サポートのトータルサービスを提供・�上流～サポートのトータルサービスを提供

（2026年3月末時点）

成長シナリオ ASEAN 主要国におけるビジネスの展開と 
北米等マーケットへの参入を見据えた 
アプローチの強化

※ BIPROGYグループ外のパートナー企業も含む
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グローバル

成長事業



ユニアデックスの

5つの
事業領域

マネージドサービス「GASSAI」の展開
「GASSAI」は、「システムに何が起こるか」を知り尽くしたBIPROGYグループのノウハウが“一

切合切” 詰まったマネージドサービスです。クラウド、ネットワーク、セキュリティ、デジタル
ワークプレースなど多様な領域を横断的にカバーし、従来の“守りの運用”にとどまらず、AI
やデータを活用した継続的な改善提案で“攻めの運用”を実現します。

サーバー／ネットワーク／ 
ストレージの提供

AI が急速に浸透する世界では、ICT
インフラの重要性は日々高まってい
ます。長年培った技術力により「つ
くり、守り、最適化する」ことで、AI
時代にふさわしい次世代 ICTインフ
ラを提供します。

OTインフラ対応
OTインフラ領域のセキュリティ強化
は、事業継続のために避けて通れな
い課題となっています。ITとOT 双方
の領域で長年培った技術と知見を活
かし、「多層防御」の考え方に基づい
て、事業への影響を最小限に抑える
セキュリティ対策を支援します。

コミュニケーション環境構築
豊富なテレワーク関連サービスの取
り扱いと導入実績を活かし、お客様
に最適なコミュニケーション環境を
提供します。ICT インフラトータル
サービス企業として、構築から利活
用までワンストップで対応し、場所
にとらわれず安心して協働できる働
き方を支えます。

マルチハイブリッドクラウドの 
駆使

クラウド活用が進むなか、オンプレ
ミス環境を含めた ICTインフラの最
適化が課題となっています。オンプ
レミスで培った技術力を活かし、さ
まざまなクラウドサービスを組み合
わせ、検討支援から設計・構築、移
行、保守・運用まで担うことで、クラ
ウドの価値を最大限に引き出します。

BIPROGYグループは、グループ会社やパートナー企業が持つ強みや知見を掛け合わせ、一社では実現できない価値の創出に取り組んでいます。
ユニアデックス（株）やカタリナマーケティングジャパン（株）とのグループシナジー、大日本印刷（株）との共同事業、オープンイノベーションの推進を通じた社会課題の解決と 
持続的な価値創造に向けた取り組みをご紹介します。

　ユニアデックスは、複雑化するICTインフラ環境全体に対し
て、統合的な運用とAI 活用による新たなインサイトを提供す
るマネージドサービスなど、お客様のニーズに応じて幅広い
サービスを提供しています。「経営方針（2024-2026）」におい
て成 長 事 業と位 置づけるマネージドサービス分 野では、
BIPROGY のサポートサービスやセキュリティの機能をユニア
デックスに集約し、専門性の強化を進めています。

ユニアデックスの事業目的と技術・サービス領域

マルチクラウドとオンプレミスの混在環境に対応

クラウド ネットワーク セキュリティ ITインフラ デジタル
ワークプレース

OTインフラ AI

商材サポートサービスインテグレーションマネージドサービス

ソリューション

提供プロセス：コンサルティング、設計、構築・導入、運用、保守

お客様の持続的優位性を実現

サービスキャリア医療官公庁自治体文教流通／ 
小売金融製造

ユニアデックス（株）
次世代ネットワーク、DX、マネージドサービスなどに強みを持ち、BIPROGYグループのICTインフラトータルサービスを提供しています。

（設立：1997年3月）BIPROGY
グループ

　ユニアデックスは、お客様のICT 基盤を支えるインフラサービス企業として培って
きた知見と技術力を強みとして、さらなる成長に取り組んでおり、BIPROGYグループ
の重点施策であるマネージドサービスの拡大に向け、「GASSAI」の技術開発と提供
体制の強化を進めています。2027年には設立30周年という節目を迎えますが、これ
まで積み重ねてきた技術や信頼を礎に、社会やお客様の変化を先取りしながら、新
たな価値の創造に挑戦し続けます。今後も、多様なパートナーとの連携を通じて、
持続可能な社会の実現に貢献していきます。

ユニアデックス（株）
代表取締役社長 
田中 建

インフラサービスで培った強みを、
新たな価値創造へ

マネジメントメッセージ

1

2 3 4 5
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企業価値を高めていくグループカンパニーと業務提携パートナー



カタリナマーケティングジャパン（株）
全国約13,000店舗、1.5億 ID 規模のリテールメディアネットワーク「AOUMI」を展開し、リテールとメーカーをつなぐマーケティング支援プラットフォームを提供しています。

（2026年1月子会社化）

　カタリナマーケティングジャパンは、メーカーに代わり、リ
テールの購買データ等に基づいた最適なマーケティング施策
を実行する事業を行っています。カタリナマーケティングジャ
パンが展開するリテールメディア「AOUMI」は、食品スーパー、
総合スーパーに加えドラッグストアやホームセンターなどに拡
大しています。
　当社グループの注力領域のリテール領域における「Purpose」
として、「持続可能な生活者起点の未来型リテールをテクノロ
ジーの力で実現します。」を掲げています。「持続可能なリテー
ル」の実現に向けては、消費や労働人口の減少といった課題
に対応するため、テクノロジーを駆使しリテールの持続可能
な経営への転換を支援しています。また「生活者起点のリテー
ル」の実現に向けて、生活者や地域のニーズをデータで的確
に捉え、小売だけではなく卸やメーカーとも連携し、品揃えや
サービスの充実を支える仕組みの構築を推進しています。

　「AOUMI」は、カタリナマーケティングジャパンが運営するリテールメ
ディアネットワークです。
　全国130以上のリテーラーと連携し、1.5億超の消費者 IDと年間売上 
14兆円規模の購買データを活用し、統計化した実購買データの分析・施
策展開を推進しています。オフサイト・オンサイト・インストアを横断した
統合型マーケティングの実現を通じて、高い販促効果の創出に貢献して
います。

全国約13,000店舗・年間14兆円規模の購買データを
お預かりし、生活者・小売・メーカーを横断的につな
ぐ国内最大級のマーケティング支援プラットフォーム

基幹系システムからAI 需要予測、電子棚札などの
店舗 DX、アプリマーケティングまで、小売に分散す
るデータを集約・活用する多彩なソリューション群

小売・流通の現場が、需要
減少や労働力不足、生活
者ニーズの多様化、食品 
ロスなどの課題に直面

生活者や地域のニーズや
需要を起点とした、

流通デマンドチェーンの 
確立とDXによる解決

社会課題

GOAL

BIPROGY
グループ

BIPROGYグループの知見を活かした「AOUMI」の成長加速
　「AOUMI」の成長に向けた事業基盤を強化すべく、当社が
長年にわたり小売業向けシステムを提供して培った ITインフ
ラ技術、サービス開発力、AI 技術、業務ノウハウを投入しま

す。その上で、全国スケールの購買データと先進的なデジタル
技術を掛け合わせることで、「AOUMI」のサービス拡充と利用
企業のさらなる増加を図り、国内リテールメディア市場の成長
を牽引します。

「AOUMI」の成長に向けた事業
基盤を強化するため、BIPROGY
が小売・流通向けビジネスで
培ったIT・AI 技術、サービス開
発力、業務ノウハウを投入

「AOUMI」とBIPROGY の生活
者とのコミュニケーションを高
度化する小売向けマーケティン
グソリューション群を連携させ、

「AOUMI」プラットフォーム全体
の価値を向上

「AOUMI」とBIPROGYの店舗DX
ソリューションなどを連携させ
ることで、生活者のニーズや地
域の需要を商品計画やマーケ
ティング計画・店舗運営に反映
できるデマンドチェーンを構築

人口増加・消費拡大が続くアジ
アにおいて、日本で培った生活
者データ活用型マーケティング
の知見を基に、現地パートナー
と連携した事業展開を推進

カタリナマーケティング 
ジャパンの成長戦略
「AOUMI」の加速

「AOUMI」の提供価値拡大 「AOUMI」の進化  アジアを中心とした
グローバル展開

日本国内では、主要消費財の90% 以上が実店舗で購入されており、
その約55%超を「AOUMI」で捕捉

　カタリナマーケティングジャパンは、日本最大級のリテールメディアネットワーク
「AOUMI」を通じて、生活者一人ひとりに最適な購買体験を提供するとともに、企業

のマーケティング高度化を支援しています。BIPROGY グループへの参画により、需
要創出を担うカタリナマーケティングジャパンの強みと、流通・小売領域の基幹シス
テムやデジタル基盤を支えるBIPROGYの強みを融合し、新たな価値創造に挑戦して
います。今後は AIの活用やサービス開発を加速し、生活者起点の次世代リテールの
実現と、国内外に向けた新たな成長機会の創出を目指していく考えです。

カタリナマーケティングジャパン（株）
代表取締役社長
Sean Chu（ショーン・チュウ）

BIPROGYとの連携でリテールメディア事業の
成長を加速

マネジメントメッセージ

「AOUMI」とは「AOUMI」とは
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DNPの役割 BIPROGYの役割
自社製品のカーボンフットプリントの
算定・検証で培った知見を活かし、取
り組みの具体化から企業のGHG 排出
量の可視化や削減施策の検討、社内
外へのコミュニケーションまでを支援
します。

非化石証書認定事務局で培った専門
知見と自社開発のサービスを活かし、
太陽光発電の予測や環境価値管理の
効率化を通じて、お客様のカーボン
ニュートラル実現を支援します。

　大日本印刷（株）（DNP）とBIPROGY は、両社のビジョンの
実現に資するテーマを中心に新規事業を創出し、当社のデジ
タルテクノロジーとDNPのコミュニケーションテクノロジーを
融合することで、新たな価値の創造を目指しています。
　現在、両社は XR（拡張現実）やメタバース、AI、量子コン
ピューティングの先端技術の領域に取り組むほか、電子図書
館サービスなどのICTプラットフォーム事業をはじめ、さまざ
まなサービスを共同で提供しています。

協業事例  DNPとの協業によるカーボンニュートラル推進支援

　BIPROGY は DNPと、「環境価値活用 CN（カーボンニュート
ラル）支援サービス」を2026年6月より提供しています。本サー
ビスにより、環境省が提唱するカーボンニュートラル実現に向
けた5つのステップに沿って、企業の取り組みを包括的に支援
します。
　企業のカーボンニュートラル対応は、GHG 排出量の把握に
加え、省エネの推進、使用電力の非化石化、非化石証書の管
理、情報開示まで広がっています。排出量取引制度の本格運
用やSSBJ 基準に基づく有価証券報告書への気候変動対策の
記載義務など、企業に求められる環境対応は複雑化していま
す。特に、複数拠点を有する企業では、電力管理や環境価値
管理に関する業務負荷が大きくなりがちです。BIPROGYの太
陽光発電量・余剰量予測サービスや、非化石証書の管理業務
をデジタル化する環境価値管理サービス「Re:lvis」と、DNP
の診断・算定・開示支援を組み合わせることで、企業の省エ
ネ推進や使用電力の非化石化を支援していきます。

協業テーマの全体像

環境価値活用 CN 支援サービス概要

DX 推進

新規事業創出

ドキュメント
構造化 AI

AIエージェント

医療連携

eラーニング

BPO

ライブコマース

交通・
モビリティ

働く・
暮らし

デジタル・
セキュリティ

グリーン
エネルギー

医療・
教育

量子
アニーリング

電子図書館

SX/GX

Maas

セキュリティ
コンサル

サステナ
ビリティ

大日本印刷（株）
販売連携、新市場開拓、サービス事業基盤拡大が進展しています。引き続き新規事業の立ち上げのほか、両社グループのお客様のDX 支援、 
当社グループが持つ品質管理プロセスやIT 人財育成プログラムなどのノウハウを大日本印刷グループに提供し、両社のシナジー効果を高めていきます。

（業務資本提携：2012年8月）
業務提携

パートナー

　BIPROGY は2012年の大日本印刷との業務資本提携以来、双方の強みを掛け合
わせながら新たな価値創出に取り組んできました。電子図書館サービス、XR・メタ
バース、量子アニーリングなど、社会やお客様の変化を見据えた新規事業の創出を
進めるとともに、DX 推進やアセット連携を通じて幅広い領域で協業を展開していま
す。14年にわたる共創の積み重ねは、当社の事業成長を支える重要な基盤となって
います。今後も、両社の多様な知見やアセットを結集し、社会課題の解決と持続的
な価値創出に挑戦していきます。

BIPROGY（株）
常務執行役員 CMO
永島 直史

強みを掛け合わせた共創を通じて
持続的な価値創出に挑戦

マネジメントメッセージ

排出量の認識・計測

排出削減の 
取り組み

埋め合わせ、排出量取引

SSBJ 開示基準、 
社内外への開示

デジタルコモンズデジタルコモンズ
Vision2030

初期設計

減
ら
し
て

情
報
提
供

知って準備

オフセット

環境価値活用 
CN 支援サービス
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投資

人財・政策
連携

共創
※2 �スタートアップフレンドリースコアリング：一般社団法人日本経済団体連合会（経団連）

が2022年度に開始した制度で、企業のスタートアップとの連携姿勢を「リソース提供」「事
業・人材の取り込み」「事業・人材の輩出」の3視点から1,000点満点で定量評価する。

※1 �VCM（Venture Client Model）：スタートアップの製品・サービスを事業会社が初期顧客
として評価・導入する仕組み。外部の革新を取り入れ、事業成長や新規事業創出につ
なげる。

主要な取り組み
　CVCやM&Aをはじめとするインオーガニック戦略に加えて、
外部エコシステムとの共創、人財・政策連携を組み合わせる
ことで、短期的な事業効果と中長期の新規価値創出の両立を
図っています。社会や市場の変化に柔軟に対応しながら、持
続的な成長と企業価値の向上を目指します。

CVC を通じた新たな価値創出の加速
■ 国内外 CVC を通じた先端技術・成長領域の開拓
　当社グループは、国内外のCVC 活動を通じて、将来の事業
成長につながるスタートアップや先端技術との接点を拡大し
ています。海外では、2025年2月に米国のVCであるTranslink 
Capitalとともに総額8,000万ドル規模の北米 CVCファンドを
設立しました。国内では2025年12月にキャナルベンチャーズ

（株）の第3号ファンドとして総額50億円の新たなファンドを組
成しています。
　AI をはじめ、ステーブルコイン、エージェンティックコマー
ス、フィジカルAI など、次世代の成長領域を担うスタートアッ
プへの投資を通じて先端技術・市場動向・規制環境を早期に
把握するとともに、国内・海外双方のネットワークを一体で活
用することで、将来の事業機会創出やパートナー候補の探索
につなげています。

■ 共創コミュニティによるエコシステムの強化
　当社グループでは、スタートアップ・VC・CVC・事業会社が
参加する共創型コミュニティの形成を通じて、国内外のイノ
ベーションネットワークの拡大およびスタートアップ・エコシ
ステムの強化にも取り組んでいます。各社が持つ知見や課題
を共有し、新たな協業機会の創出やオープンイノベーション
の活性化を図ることで、事業戦略の実現と持続的な企業価値
向上を目指します。

エコシステムによる価値創出
■ �当社 CEOの経団連スタートアップ委員長就任
　2026年6月、当社のCEOである齊藤  昇が経団連のスター
トアップ委員長に就任しました。同委員会は、大企業とスター
トアップの連携強化や政策提言を通じて社会課題の解決に資
するイノベーションを促進する目的で2019年に設置され、齊
藤は発足当初から企画部会長として活動してきました。当社
グループは、産業の枠を超えた共創の加速を通じて社会課題
解決と日本経済の活性化に貢献していきます。

■ �経団連「第4回スタートアップフレンドリースコアリング」に
て第3回に続き好スコアを獲得

　当社は、経団連主催の「第4回スタートアップフレンドリー
スコアリング※2」において、回答企業112社中、第4位にランク
インしました。スタートアップとの協業姿勢を定量評価する本
審査で、特に製品・サービスの調達や資金提供、M&A による
事業取り込み、人材輩出などが高く評価されました。 

CVC
2017年度にキャナルベンチャーズ（株）を通じ
た国内スタートアップ投資を開始。2025年度
からは北米 CVCファンドを通じ、北米スタート
アップへの投資を拡大。

LP（リミテッド・
パートナー） 

出資

国内外 VCファンドへの出資を通じ、マーケット
動向や先端技術トレンドを機動的に把握。

M&A
ASEAN におけるビジネスの足場を強化・拡大
するためのM&Aや、コア事業・成長事業を加
速するためのM&A ／資本業務提携を推進。

人財育成 VC・大学等への出向や実務連携を通じ、将来
の事業創出を担うイノベーション人財を育成。

政策連携
経団連スタートアップ委員会等を通じ、大企
業×スタートアップのマッチングや政策提言に
参画。

コミュニティ
運営

事業会社・VC・CVC・スタートアップが参画す
る「CVC 共創コミュニティ」の形成。領域別／
技術特化型のコミュニティや、オープンイノベー
ション文化醸成のための社内イベント「Morning 
Challenge!」を運営。

外部連携
アクセラレーターや大学等が運営するイベン
ト／プログラムへ参画し、協業機会と人材ネッ
トワークを拡充。

VCM※1 スタートアップの製品・技術を顧客として採用
することで、PoC 〜商用化を迅速化。

BIPROGYグループの投資実績
● �国内外／多領域へのファンド投資：34ファンド（2026年3月末時点）
● スタートアップ等への出資：8 社（2025年度）

主な投資実績（提供するソリューションの領域）
（株）ailead（商談 AI 解析）、Bastion Platforms, Inc.（規制対応型ステーブ

ルコインインフラ）、EAGLYS（株）（先進・AIセキュリティ）、FHE Labs Ltd. 
（dba Fhenix） （FHEによる秘匿計算ブロックチェーン）、（株）Shizen Connect
（VPPプラットフォーム）等

オープンイノベーションによる価値創出
当社グループは「Vision2030」の実現に向け、デジタル技術とビジネスエコシステムを活用したオープンイノベーションを推進しています。国内外の多様なパートナーとの連携を通じて、 
CVC（コーポレート• ベンチャー •キャピタル）投資、M&A ／資本業務提携、コミュニティ形成などの多面的なアプローチにより新たな価値を創出していきます。
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人財は BIPROGY グループにおける最も重要な資産（アセット）であり、当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値向上の原動力です。多様な価値観とバックグラウンド
を持つ社員一人ひとりが志を持ち、当社グループの「Purpose」と共鳴し、個々の能力を最大限に発揮できる環境づくりに努めるとともに、DE&I を推進し、イノベーションを継
続的に創出できる人財・風土づくりに取り組むことで、社会的価値を創出する企業グループへの変革を着実に進めています。

取締役執行役員 CHRO

澤上 多恵子

　価値創造と組織成果の最大化を目指し、社員一人ひとり
の志を起点とした人財戦略も3カ年目に入りました。
　2025年度は人財を経営戦略の重要テーマとして位置づ
け、エンゲージメント向上や人的資本開示の充実等を図る
一方、事業戦略に連動した人財ポートフォリオづくりも検討
を加速させました。
　具体的には、コア事業と成長事業を牽引する人財強化に
向け、特に「注力領域」における人財のAs-Is/To-Beについ

マテリアリティ 新たな未来を創る人財の創出・強化とダイバーシティ&インクルージョンの進化

「Purpose」の実現を支える人と組織 
― 「人財 Vision2030」と人財戦略の体系 ―

　当社グループでは、「Purpose」「Vision2030」の実現に向
け、人と組織のあり方を示す「人財 Vision2030」を策定し、そ
の達成に向けた3カ年の人財戦略を経営戦略と一体で推進し
ています。本戦略は、「Vision2030」および「経営方針（2024–
2026）」と連動する4つの重点戦略を軸に構成されています。
個人と組織の目指す姿を明確化し、自律的な挑戦と協働を通
じて、価値創出力の向上と持続的成長の実現を目指します。

BIPROGYグループにおける人的資本経営の考え方、人財戦略の詳細は
人財戦略レポートをご覧ください。
https://www.biprogy.com/sustainability/report.html

志を追求する 
ワクワク個人

一人ひとりが志を追求し、
変化を楽しみ恐れずにチャ
レンジすることで個人の価
値を高め、会社と共に成長
する関係を築きます。

多様な個がPurpose を 
軸に共創するワイワイ組織

異なる属性、考えや経験を
持つ個人が、お互いにリス
ペクトし合い、Purpose を
原動力に協働し、想像を超
える価値を生み出します。

持続的成長
の基盤となる
人財づくり

事業戦略を
リードする 
人財の強化

DE&I推進 働きがい 
向上

1 2 3 4経営方針（2024−2026）
人財戦略

Vision2030
Materiality

人財 Vision2030

人財Vision2030

人財戦略（2024−2026）

Purpose

「志」×「Purpose」で価値を創出する
私たちのストーリー

て議論・整理を重ねてきました。ROLESを用いた人財の可
視化や「ココツイ異動（手挙げ制による部署異動）」施策の
展開等、一定の成果は得られたものの、急速に変化する事
業環境にフィットした人財の育成や採用の難易度が高まっ
ており、継続して事業部門と議論を重ねつつ、スピード感を
もって人的資本経営を加速する環境を整えていくことが目
下の課題であると認識しています。
　2026年度は BIPROGYグループ「人財戦略（2024-2026）」
の総仕上げのフェーズであり、計画達成に向けた取り組み
を着実に推進するとともに、次期経営方針を見据え、人財
戦略のさらなる進化・強化に向けた検討を進めています。
労働生産人口の減少、AI 技術の急速な進展等、事業を取り
巻く環境は急速に変化しています。顧客に寄り添い、業務
理解とIT 技術で顧客の課題を解決し、社会を豊かにしてき
た当社グループの強みは大事に育みながら、顧客をはじめ
とするさまざまなステークホルダーと共に新しい価値を共
創できる企業に進化するために、人的資本の観点で環境整
備を進め、実効性のある施策を展開することが、次の人財
戦略における大きなテーマになると考えています。
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人的資本戦略

https://www.biprogy.com/sustainability/report.html


人財戦略
KGI

進捗

重点戦略

志を追求するワクワク個人

持続的成長
の基盤となる
人財づくり

DE&I推進
事業戦略を
リードする 
人財の強化

働きがい 
向上

多様な個がPurpose を軸に 
共創するワイワイ組織
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BIPROGYグループの人財戦略

　人財戦略は、4つの重点戦略のキードライバーとなる各 
種施策の推進を通じて、エンゲージメントの向上と「人財
Vision2030」の実現を目指しています。
　テクノロジーの力で社会的価値を創出する企業グループで
あり続けるために、多様な個人が持つ人的資本を高め、それ
らを掛け合わせて当社グループの力を最大化していきます。

戦略の実行力を高めるためのエンゲージメント向上
　2013年よりエンゲージメントスコアの継続的な測定と改善
を通じて組織力の強化を図ってきました。その結果、従業員
の主体性や組織の一体感は着実に高まっている一方、事業環
境の変化や事業ポートフォリオの進化に伴い、戦略実行力や
イノベーション創出力をさらに高めていくことが重要な課題で
あると認識しています。こうした課題認識のもと、当社グルー
プではエンゲージメントを、社員一人ひとりが自らの志を起点
に主体的に挑戦し、多様な人財と協働しながら価値を創出す
るための中核的なドライバーと位置づけています。
　そのため、人財戦略の進展を測るKGIとしてエンゲージメ
ントスコアを設定し、重点戦略ごとのKPIと連動させながら、
採用・育成・配置・風土改革・健康経営などの施策を統合的
に推進しています。人的資本 KPI は、経営方針に紐づく人財
戦略の推進状況を測る人財戦略 KPIと、サステナビリティ実現
につながるマテリアリティKPI の二層で構成されており、これ
らを連動させることでKGIであるエンゲージメント向上と戦略
実行力の強化につなげていきます。
　2026年度の目標であるエンゲージメントスコア61％は、社
員一人ひとりが自らの志に基づき主体的に挑戦・協働し、そ
の行動が組織全体に広がることで、戦略実行力の向上とイノ
ベーション創出が持続的に生まれている状態を示す水準とし
て設定しています。目標値である61％は、これまでの改善実
績を踏まえつつ、重点戦略を着実に推進することで到達を目
指す挑戦的な水準です。
　その実現に向けては、志追求型人財・次世代経営人財の育
成、事業戦略をリードする人財の強化、DE&Iの推進、働きが
い向上などの重点戦略を推進するとともに、ROLESを活用し

た人的資本マネジメントやキャリア形成支援を進めています。
今後も、挑戦機会の創出や組織横断での協働促進を通じてエ
ンゲージメント向上を図り、人財の成長と事業成果が相互に
高め合う好循環を生み出すことで、中長期的な企業価値向上
につなげていきます。

2024年度 2025年度※2 2026年度目標

52% 56％ 61％
※1 �エンゲージメントスコア：「達成感」「貢献意欲」「職場推奨意向」に関する設問の肯定

的回答率の平均値
※2 2025年度エンゲージメントサーベイへの回答人数（回答率）：8,027人（97％）

BIPROGYグループのエンゲージメントスコア※1

2020年に入社後、ヘルスケア分野の新規事業創出に従事して
います。大阪・関西万博へのパビリオン出展や現物協賛など、
業界初の取り組みを推進してきました。当初は意見が受け入
れられない悔しさを経験しながらも、付加価値ある提案を重ね
信頼を獲得。関係者との合意形成を通じて価値を具体化し、
提案が実現した際に大きなやりがいを感じています。今後は「1
を10にする力」を強みに、事業創出を牽引するマネジメントへ
の挑戦を目指します。

BIPROGY（株）
事業開発本部
馬場 柚里

合意形成できたときが一番嬉しい
BIPROGY Group People
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人的資本計画の活用
● �中長期の事業計画の実現に向けて、 

必要となるROLESをキャリア採用によっ
て拡充

● �中長期の事業計画の実現に向けて、 
必要となるROLES を育成により強化

● �中長期の事業計画の実現に向けて、 
必要となるROLES を社内異動によって
拡充

人財強化に向けた人的資本投資
　重点戦略を着実に実行するため、採用・育成・風土改革（働
きがい向上）・健康経営を軸に投資を強化しています。具体
的には、強化人財の獲得・育成に加え、DE&Iの推進やファシ
リティ変革などを通じて、社員一人ひとりが能力を最大限発
揮できる環境整備を進めています。これらの取り組みを通じ
て、組織の活性化とエンゲージメント向上を実現し、人財戦
略の実効性を高めています。2025年度は特に人財戦略に関
する社員の理解、浸透活動の強化・拡大や、「志」を起点とし
たキャリア自律に関する各種取り組みを実施しました。

経営戦略に基づく人的資本計画 
― ROLES をベースとした人的資本マネジメントの実現 ―

　経営方針の実現に向けて、事業戦略と連動した人的資本計
画を推進しています。各事業の成長を支えるために求められ
る人財像を具体化するとともに、必要な能力・専門性や人員
規模を明確にし、採用・育成・配置などを通じて人的資本の強
化に取り組んでいます。その中核となるのが「ROLES」の概念
です。ROLESでは、社員一人ひとりが複数のROLESを組み合
わせながら価値を発揮することを前提に、各 ROLESに求めら
れる役割やスキルを定義し、戦略に必要な人財像を具体化し
ています。さらに、各組織における人員数およびROLES 数の
As-Is（現状）とTo-Be（計画）を人財ポートフォリオとして可視
化し、採用・育成・配置を含む一体的な人財施策の立案につ
なげています。こうした取り組みにより、変化する事業環境の

中でも持続的に価値創造を実現できる体制を構築しています。

戦略的人財採用

　外部環境の変化や人財ポートフォリオを踏まえ、重点的に
獲得する人財を明確化しています。「人財 Vision2030」に掲
げる「志を追求するワクワク個人」に共鳴する人財を重視し、
コア事業の競争力を支える人財に加え、成長事業を牽引する
新たな価値観や経験をもたらす人財の獲得を推進しています。
また、組織の中核となるミドル層や地域に根差した人財など、
多様な人財の参画を通じて組織の多様性を高め、価値創出
力の向上を図っています。採用・活躍支援・人財還流の好循
環を通じて、多様で強靭な人財ポートフォリオの構築を目指し
ています。

人的資本投資の拡大

強化人財の獲得・育成をはじめ、
3年間で+30～40億円規模の積極投資を予定

2025年度の主な施策・取り組み

2021～2023年度実績
うち 

2023年度 
（実績）

採用 4.7億円

累計 
110億円

育成 31億円
風土・ 

働きがい向上 1.7億円

健康経営 3.2億円
合計 40.6億円

2024～2026年度計画
うち 

2024年度
（実績）

うち 
2025年度
（実績）

4.8億円 5.6億円

累計 
140～150 

億円

31.3億円 42.6億円

4.7億円 0.5億円

3.9億円 3.8億円
44.7億円 52.4億円

● �会社・組織 Purpose について組織内で対話する 
「Purposeダイアローグ」のさらなる拡大
● 50代社員を対象としたセカンドキャリア研修開催

● �精密検査費用補助保険の導入、定期健康診断の充実 
および女性健康支援施策の推進

● リファラル採用・カムバック採用の導入
● 地方大学・高専との新規関係構築・強化

● 自律型スキルアップ研修（ジリケン）の導入
● �事業戦略をリードする4つの人財タイプ別研修コンテンツの 

拡充

採用

育成

風土・
働きがい向上

健康経営
※ 掲載しているROLES は例示であり、強化人財に紐づくすべてのROLES を記載しているものではありません。

人的資本計画のイメージ※

事業 強化人財 ROLES As-Is（現状） To-Be（計画）

コア 
事業

顧客ビジネス 
アーキテクト

セールス戦略立案 異動 定年

企画構想マネージャー 採用 退職

高度プロジェクト
マネージャー

実行プロジェクト 
マネージャー 採用

プロダクト・サービス 
プロジェクトマネージャー

採用

育成

成長 
事業

ビジネス 
プロデュース人財

事業創出ストラテジスト
採用

異動

事業創出プランナー
採用

育成

グローバル人財 海外事業創出 
エキスパート

採用

異動

現有人員

採用 育成 異動

減員
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価値創出を加速する４つの重点戦略

持続的成長の基盤となる人財づくり 重点戦略 1

　「Purpose」の実現と持続的成長に向け、「志追求型人財（コ
コツイ人財）」と「次世代経営人財」の育成を人財戦略の柱と
しています。社員の主体性と変革力を引き出し、組織の活力
を高めるための重要な人財タイプです。

志追求型人財（ココツイ人財）
　志追求型人財（ココツイ人財）とは、自身の志とグループの

「Purpose」の重なりを見出し、主体的に成長機会を捉えキャ
リアを切り拓く人財です。志の言語化や対話、志を軸とした中
長期キャリア目標の設定などを通じてその実現を支援してい
ます。2025年度に開催した志言語化ワークショップ「ココカ
フェ」には、グループで2,300人以上が参加し、満足度89％、
納得感のある志を言語化できた参加者の割合は79％となりま
した。これらの取り組みによりキャリア・ウェルビーイングを
高め、個人の成長を組織の活力へとつなげていきます。

次世代経営人財
　「Vision2030」の実現に向け、多様な経営チームと後継者
人財プールの形成を重要課題としています。サクセッション・
プランの強化に向け、最高経営責任者に求められる資質を基
盤に育成重点領域を設定するとともに、2024年度より2階層
での選抜型育成プログラムを開始しました。また、2025年度
より180度フィードバックや任意参加のマネジメントセミナー
などを通じて、マネジメント層全体の育成基盤強化にも取り
組んでいます。これらを通じて次世代経営人財の強化を図り、
企業の持続的な変革力を支える体制を構築していきます。

  P.65　サクセッション・プラン

事業戦略をリードする人財の強化 重点戦略 2

　事業戦略と人財戦略との連動性は下図のように整理してお
り、この枠組みを軸に人財施策を設計しています。コア事業
領域では「顧客ビジネスアーキテクト」と「高度プロジェクト
マネージャー」を、成長事業領域では「ビジネスプロデュース
人財」と「グローバル人財」を、強化する人財タイプとして設
定しました。ROLES を軸とする人的資本マネジメントのため
の基盤を最大限に活用して、各種施策を推進しています。

自身の志を追求するサイクル

志に沿って実際に
活動してみる

志が見つかったら
言葉で表してみる

活動結果を踏まえ
自身の志を振り返る

主体的なキャリアの構築

志の追求 志の探求

志の言語化社外での 
志の追求

2015年の入社以来、ネットワークやセキュリティ、仮想化基盤
など多様な技術領域で経験を積み、エンジニアとしての専門
性を磨いてきました。2017年には大手自動車メーカー向け約
1万人規模のシステム構築においてプロジェクトマネージャー
や進捗管理を担いながら実践を通じてマネジメント力を高めま
した。現在は、大手クルーズ会社の船舶向け基盤構築プロジェ
クトをリードし、通信制約の大きい海上環境で前例のない課題
に挑んでいます。技術知見と対応力で最適解を導き出し、権
限委譲と全体最適の視点を両立させたマネジメントを実践し
ています。技術力・コミュニケーション力・柔軟性を大事にし
ながら、事業戦略の実行を牽引するとともに、次世代人財の育
成にも取り組んでいます。

ユニアデックス（株）
中部アカウントサービス本部 課長
齋藤 啓介

多様な知と実行力で前例なき挑戦を切り拓く
高度プロジェクトマネージャー

BIPROGY Group People

4つの強化人財

事業戦略
コア事業

強みのある領域の確立と提供価値の向上

コア事業

成長事業
新たな収益基盤の確立

成長事業

➀ �開発プロセス
変革（開発DX）

顧客ビジネスアーキテクト ビジネスプロデュース人財高度プロジェクトマネージャー グローバル人財

➁ �マネージド 
サービスを支え
る技術強化

➂ �顧客DXパートナーに
資する利用技術・適用
技術の高度化

➃ �さまざまな分野に応用 
可能な、AIによる顧客・ 
社会課題解決手段の獲得

➄ �次世代デジタル社会
インフラ実装技術の 
発掘と獲得

➅ �量子コンピューティング 
等の先端技術の発掘と 
獲得

技術戦略
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DE&I 推進 重点戦略 3

　当社グループでは、一人ひとりが「個」の多様性を高め、互
いの個性を尊重し合い、自らの個性や能力を最大限発揮でき
る風土の醸成を目指しています。

意思決定層におけるジェンダーダイバーシティ
　持続的な成長の実現には、多様な価値観や視点を意思決
定に反映することが不可欠であるとの認識のもと、役員・マネ
ジメント層におけるダイバーシティの推進に取り組んでいます。
　マテリアリティに基づき、2026年4月1日時点で女性管理職
比率（当社グループ）18％以上をKPIとして設定するとともに、
当社単体では女性活躍推進法に基づき、2029年度までに女
性役員比率26％の達成を目標としています。目標達成に向け
て、女性管理職の計画的な育成と人財パイプライン形成を進
めるとともに、当社およびグループ各社の登用計画に基づき、
サステナビリティ委員会および取締役会において進捗を継続
的にモニタリングしています。あわせて、女性社員の主体的
なキャリア形成と管理職意識の醸成に向け、階層別の育成プ
ログラムを展開し、意識改革・能力開発の両面から支援して
います。
　これらの結果、2026年4月1日時点の女性管理職比率（当
社グループ）は12.6％、女性役員比率（当社単体）は18.4％と
なりました。女性管理職比率は、管理職候補のパイプライン
形成が十分ではなかったことが要因となり、KPI 未達となった
ものの、2021年度の目標設定以降、着実な改善が見られてい
ます。2026年度は、さらなるジェンダーダイバーシティの推進
に向け、女性管理職比率に関する数値目標の見直しおよび戦
略策定の期間と位置づけ、重点課題の再整理と必要な構造
改革を伴う取り組みの検討を進めます。また、2027年度以降
の数値目標を設けて、公表する予定です。

男性育児休業取得促進
　男性社員の育児休業取得において、育児への主体的な参画
を通じて働き方や価値観を見つめ直し、新たな視点や経験の
獲得につなげることを本質的な意義と捉えています。こうした
認識のもと、2024年度より2種類のマテリアリティKPIを設定し、
育児休業取得の質的向上に向けた取り組みを開始しました。
配偶者の妊娠届により、上司を含む関係者への情報提供を強
化するとともに、「育休ハンドブック」の配布や取得事例の紹介
などを通じて、制度の理解促進と取得を後押ししています。
　これらの取り組みの結果、2025年度における男性の育児休
業取得者の平均取得日数は109日（2024年度154日）となり
ました。取得期間が短い社員が増えたことなどにより平均取
得日数は2024年度を下回りましたが、育児休業の取得率向
上と取得期間の確保の双方が進み、男性社員の育児参画を
支える環境整備と風土醸成は着実に前進しています。

男女賃金差異
　男女間の賃金差異を解消するため、定期的な調査による是
正を図っています。同一職層の基本給に差異はないものの、
上位職層に男性が多いことに加え、女性の採用比率が近年増
加したことで、賃金の低い職層に女性が多くなり、結果として
差異が生じています。差異は年々減少しており、今後も女性
管理職比率の向上や人財パイプラインの強化により、職層構
成の偏りを是正し、男女賃金差異の中長期的な解消を図って
いきます。

障害者雇用の取り組み
　持続的な成長のためには多様な人財の活躍が必要不可欠
になるため、その一環として障害者雇用を推進しています（2025
年度障害者雇用率：3.09％）。障害のある社員が特性に応じ
て能力を発揮できる職場づくりに向け、全組織長向け研修等
を実施してきました。2030年に向けた法定雇用率の段階的
引き上げを見据え、採用強化と障害者が安定・安心し長く働
き続けていけるための定着支援や職場開拓を通じ、さらなる
活躍領域の拡大を図ります。

キャリア入社者の活躍
　多様な経験やスキルを持つ人財が当社グループに魅力を感
じて集い、組織の一員として早期に活躍し、組織の成長につ
ながる状態を目指しています。異業種からの採用も積極的に
行い、定着と活躍を支援するため、研修・サーベイ・上司向
け研修などのオンボーディング施策を充実させ、継続的なフォ
ローアップを実施しています。

入社後は丁寧な受け入れ体制に支えられ、SEとしての道を切
り拓き、思い描いていたモノづくりに携わっています。入社後に
参加したDE&Iプロジェクトをきっかけに「対話を大切にする文
化」を広めたいという想いが芽生え、社内での発信を数多く実
施し、社内プレゼンコンテストには4年連続で応募・入賞も経
験。挑戦する人を支えるフォロワーシップを意識しながら、技
術力と巻き込み力を活かして、活躍の基盤を築いています。

BIPROGY（株）
プロダクトサービス本部
天野 智弘

未経験からエンジニアに挑戦

BIPROGY Group People

2024年度 2025年度

BIPROGYグループ 78.2％ 79.5％
BIPROGY 単体 78.4％ 79.3％

労働者の男女の賃金の差異（全労働者）
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働きがい向上 重点戦略 4

　多様な人財が能力を最大限発揮できる働きがいのある組
織・職場づくりは、成長と競争力の源泉であると考え、働きが
いの向上に取り組んでいます。

理念・戦略の浸透
　 社 員 一 人 ひとりが 自 身 の 業 務 を通じて会 社・組 織 の

「Purpose」および経営戦略とのつながりを実感し、働きがい
を持って主体的に行動できる状態を目指し、理念・戦略の浸
透に取り組んでいます。
　2025年度は、会社・組織 Purpose をテーマに対話する施策

「Purposeダイアローグ」を継続して実施しました。「Purpose」
浸透度調査では、「理解」「自分ごと化」「実践」の割合が総計
で前年度比4ポイントの上昇となりました。今後も、対話を中
心とした浸透施策を継続するとともに、個人の志や業務との
重なりを感じられるようにすることで、社員が会社の理念・戦
略に共感し、誇りを持って自発的に業務へ取り組む組織風土
の醸成を図っていきます。

シニア人財の活躍
　少子高齢化による労働人口の減少や「人生100年時代」の
価値観の浸透などの社会環境の変化を踏まえ、豊富な経験を
持つシニア人財が能力やスキルを十分に発揮し、今後のキャリ
アや人生に向けて成長しながらいきいきと働く状態を目指し、
各種施策を推進しています。2025年度は、シニア層向けのセ
カンドキャリア構築研修およびキャリア面談や他業種とのコミュ
ニケーションを図る越境体験、マネジメント層向けにシニア人
財のキャリア理解や適切なマネジメントを促すセミナーを実施
しました。シニア層のさらなる成長につながる施策の拡充と人
事制度改革を進め、より活躍できる環境を整備していきます。

健康経営
　社員のウェルビーイング向上を通じて生み出される生産性
や創造力を企業価値向上の重要な基盤と捉え、健康経営を
推進しています。社員一人ひとりの心身の健康と自律的な健
康保持・増進を支援するとともに、安心して働ける環境づくり
を通じて、組織の活力向上と持続的な成長を目指しています。
　当社グループでは、マテリアリティの実現に向けて、社員の
心身の健康を維持・増進することを重点課題の一つと位置づ
けています。健康課題分析に基づき、「生活習慣病への対応」

「メンタルヘルスの支援」「がんの早期発見・予防」「女性特有
の健康課題への対応」「睡眠の質の向上」を重点テーマとし
て取り組みを推進しています。メンタルヘルスについては、相
談体制や対話の機会を通じた早期対応と職場環境の改善に
より、不調の未然防止に取り組んでいます。フィジカルヘルス
については、統合型健康診断や受診勧奨、精密検査費用補
助等を通じて、疾病の早期発見と重症化予防を推進していま
す。加えて、健康ポータルやコラボヘルスを通じてヘルスリテ
ラシー向上と自律的な健康管理を支援しています。これらの
取り組みは、グループ会社および健康保険組合と連携し、ソー
シャル委員会のもとで一体的に推進しています。また、プレ
ゼンティーイズム（健康問題に起因するパフォーマンス低下）
やアブセンティーイズム（欠勤・休職）の改善を重視しており、
健康行動の定着と行動変容を通じた生産性向上を目指して
います。
　2026年7月には健康経営宣言を改定し、健康経営の推進を
通じて組織活性化を図るとともに、「Purpose」「Vision2030」
の実現と企業価値向上につなげていく方針を明確化していま
す。本宣言のもと、今後も健康データを活用した多面的な支
援を推進し、社員の健康保持・増進とウェルビーイング向上
を目指します。

ファシリティ変革
　価値創造の実践に向けて、社員が集いたくなる魅力的なオ
フィスづくりのため、ファシリティ変革を進めています。ファシ
リティ変革では、「業務内容や目的に応じて時間や場所にとら
われず執務場所を選択できる」「オフィス全体で粗密のバラン
スを取り快適な環境を確保する」「新たな出会いを創出しコ
ミュニケーションを活性化する」ことを実現します。 2025年度
は、エリアネーミング募集や壁面アート制作など、社員参画型
施策を実施しました。さらに、社員同士に加えパートナー企
業との連携も促進し、「人財 Vision2030」で掲げる「多様な
個が Purpose を軸に共創するワイワイ組織」の実現に向け、
一人ひとりが自由に創造的に働ける場を整備していきます。

個人の自律性を促し、組織を越えたコミュニケーションの活性化、 
関係性強化を目指し、本社ビルの大規模なリニューアルを実施

自席 or 自組織エリアにて 
執務している

人口密度が高い場所と 
低い場所の差が激しい

関わる人・コミュニケーションの 
相手が限定的

業務の内容や目的に応じて 
場所に縛られず選択可能に

オフィス全体で 
粗密のバランスをとることが 

できるため快適な密度に

新たな出会いが生まれ
コミュニケーションが活性化

これまで これからBEFORE AFTER

豊洲本社の様子
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価値創造に向けた人的資本 KPI

　当社グループでは、人財戦略の進展を定量的に把握するため、KPI を設定し、継続的なモニタリングを行っています。これらのKPI は、経営方針に紐づく人財戦略の推進状況を測るKPIとサステ
ナビリティ実現につながるマテリアリティKPIの2層で構成されています。これら2つのKPI を連動させることで、KGIであるエンゲージメントを向上し、戦略実行力の強化につなげています。

人財戦略KPI

マテリアリティKPI（人的資本関連）
+

重点戦略 戦略のキードライバー KPI 2024年度実績 2025年度実績 2026年度目標

重点戦略 1

持続的成長の 
基盤となる人財づくり

志追求型人財

❶ �エンゲージメントサーベイ「キャリア上の目標達成」
における肯定的回答率

❷ �中長期キャリアを設定し、上司と合意した社員の 
割合 ■

❸ �キャリア・ウェルビーイングを推進する仕組みの 
整備と改善率（実施数／計画数） ■

❶  46％
❷100％
❸  83％

❶  55％
❷100％
❸100％

❶  55％
❷100％
❸100％

次世代経営人財 後継者候補準備率 100％ 100％ 100％

重点戦略 2

事業戦略をリードする 
人財の強化

顧客ビジネスアーキテクト ROLES をベースとした基準を満たす人財数 147人 198人 300人

高度プロジェクトマネージャー ROLES をベースとした基準を満たす人財数 239人 329人 300人

ビジネスプロデュース人財 新規事業開発を推進する人財数 ■ 48人 63人 100人

グローバル人財 ROLES をベースとした基準を満たす人財数 39人 46人 70人

重点戦略 3

DE&I 推進

意思決定層における 
ジェンダーダイバーシティ 女性管理職比率※1 ■ 12.3％ 12.6％ －※2

キャリア入社者の活躍 エンゲージメントサーベイ「業務における自己効力感」
の肯定的回答率（キャリア入社3年目以内の社員） 60％ 55％ 65％

重点戦略 4

働きがい向上

理念・戦略の浸透
エンゲージメントサーベイ「働きがい」と 

「働きやすさ」に関する7つの設問の肯定的回答率の 
平均値（2024年度比） ■

51％ 55％ 61％

シニア人財の活躍 エンゲージメントサーベイ「成長機会」に関する2つの
設問の肯定的回答率の平均値（50歳以上の社員） －※3 55％ 50％

� ■ は、マテリアリティKPIと共通

※1 �2024年度実績は2025年4月1日時点。2025年度実績は2026年
4月1日時点

※2 2027年度からの目標値を設定・公表予定
※3 2025年度よりKPI 設定

  P.15-16　マテリアリティのKPIと目標

エンゲージメント
向上

KGI

2024年度
52%

2025年度

56%

エンゲージメント
スコア

2026年度目標

61%
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マテリアリティ デジタルの力とビジネスエコシステムを活用した課題解決の仕組みづくり

BIPROGYグループでは、企業活動に関わる技術ライフサイクル全体を対象に、当社グループが取り組むべき技術分野を定めています。事業適用に向けた、対象技術の獲得 •
強化 • 活用のための技術戦略のもと、経営戦略および事業戦略の実現、持続的成長を目指します。

BIPROGY（株） 
業務執行役員 CTO

馬場 定行

　BIPROGYグループは、ミッションクリティカルなシステムの構
築・運用を通じて業務知見と技術力、幅広い業界のお客様と
の強固な顧客基盤を培ってきました。一方、AIをはじめとする
デジタル技術の急速な進展により、事業環境は大きな変革期
を迎えています。このような環境のもと、価値創造による事業
成長を実現するためには、当社グループの強みである業界知
見や顧客基盤を活かしながら、先端技術を迅速に取り込み、提
供価値へと結び付けていくことが重要です。その実現に向け
て、市場・技術動向を俯瞰した技術マネジメントと、事業戦略・
人財戦略と連動した技術戦略の推進が欠かせません。今後も
技術戦略の実効性を高め、社会やお客様の課題解決を通じた
持続的な企業価値向上を実現していきます。

強みを活かし、技術の力で
持続的な成長と価値創造を実現する

技術面における 
当社グループの 

強み

事業時間軸
対象領域 注力技術テーマ

ミッション
クリティカルな
システム開発

実績

プロジェクト
マネジメントの

ノウハウと
その言語化

徹底した
顧客・業界理解

先端 R&D 中長期成長のための
先端技術研究

事業開発 新たな事業領域に
必要な技術獲得

市場開発 成長市場に 
おける技術強化

コア事業 コア事業を 
支える技術

短期 長期

⑤ �次世代デジタル社会インフラ実装技術の発掘と獲得
次世代デジタル社会のインフラとなる新技術の早期獲得と事業可能性の
見極め

⑥ �量子コンピューティング等の先端技術の発掘と獲得　 ピックアップ P.40

量子アニーリング技術の獲得と事業化見極めおよび量子ゲート最新技術
の調査研究

生成 AI

セキュリティ

クラウド

データ分析
技術

画像・空間
解析

メタバース・
デジタルツイン 

① �開発プロセス変革（開発 DX）　 ピックアップ P.40

システム開発プロセスのさらなる標準化・生成 AIや自動化ツールによる
生産性向上・効率化

② �マネージドサービスを支える技術強化　 ピックアップ P.40

セキュリティ、クラウド領域における基盤・運用技術の刷新とAI・自動化
によるサービスの高度化

③ �顧客 DXパートナーに資する利用技術・適用技術の高度化
AI/データ分析技術とサービスデザインによる顧客体験の高度化

④ �さまざまな分野に応用可能な、 
AI による顧客・社会課題解決手段の獲得
業種・用途に特化した生成 AIの開発技術の獲得、頭脳としての生成 AIの
活用、生成 AI によるデータ分析の高度化

技術戦略の全体像と注力技術テーマ

etc.

BIPROGY グループの技術戦略

　当社グループは経営戦略、事業戦略の実現や持続的成長
を目的に、企業活動に関わる技術ライフサイクル全体を対象
として、技術戦略を進めています。「経営方針（2024-2026）」
では、現在の収益源であるコア事業と、新たな収益の柱であ

る成長事業に対し、6つの注力技術テーマを設定しています。
　当社グループの強みと事業時間軸を踏まえた技術ポートフォ
リオに基づき、コア事業の開発 DX を進めるとともに、成長事
業の市場開発領域の高付加価値化・高度化を加速する技術
強化に注力します。また、先端技術と次世代デジタル技術の
発掘・獲得・実装により、持続的な事業成長を目指します。
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要件定義 設計 開発 テスト 運用・保守

　当社グループは、生成 AIを技術戦略の中核に据え、開発プ
ロセスの変革を推進しています。あらゆる業務領域での活用
を視野に入れつつ、費用対効果の高い領域から優先的に取り
組み、独自のAIエージェントの開発や顧客との実装も進展し
ています。特に、長年利用され保守が困難となったレガシー
システムの分析・再生においてもAI の活用を拡大し、単なる
コード生成にとどまらない高度な用途への適用を進めていま
す。生成 AIをITインフラ構築や開発プロセスに組み込むこと
で、技術者が意識せずとも自然に活用される環境を実現して
いきます。これにより、技術者が活用方法を習得する負担を軽
減し、より安全に生産性、創造性を発揮することを目指します。
　当社グループは、生成 AIの活用を通じて社会課題解決を加
速し、持続的な価値創出に貢献していきます。

　当社グループでは、長期にわたり多くのお客様を支え続け
た ITインフラ運用の集合知によるベストプラクティスとして、
2025年6月よりマネージドサービス「GASSAI」を提供していま
す。ITインフラは、クラウド環境とオンプレミス環境の混在に
より運用が複雑化するとともに、巧妙化するセキュリティの脅
威・急速な技術革新に対応するためのセキュリティ要件も高
度化しています。
　技術戦略では、ITインフラ運用の統合・高度化・自動化の
ために必要となるデータ連携・統合基盤などの技術強化や、
お客様の業務支援につながる先端技術の調査や検証、適用
を推進しています。また、データ・AI 活用による新たな価値提
供を目指し、AI を活用した ITインフラの運用業務の自動化・
効率化（AIOps）にも取り組んでいます。

　量子コンピューティング技術を実ビジネスへ適用すること
を目指し、先進的な動向把握や技術獲得、事業領域の探索に
取り組んでいます。
　量子コンピューティング技術活用による業務課題の解決に
向けて、顧客とのPoC も推進しています。金融分野では、当
社グループの金融機関向けシステム開発のノウハウを活かし、
証券会社と共にリスク管理業務の高度化に向けた技術検証
に取り組んでいます。量子アニーリング技術を活用すること
で、膨大なシナリオ空間や複雑なリスク相関を高速かつ網羅
的に探索し、従来見落としていた潜在的リスクを発見できる
可能性が高まります。どのような条件が重なるとポートフォリ
オが破綻するかを逆算し、致命的なリスクシナリオを事前に
可視化することで、重大な損失を防ぐことが期待されます。
　当社グループは、先端技術の事業適用を通じた、顧客課題
と社会課題の解決に取り組んでいきます。

マネージドサービス「GASSAI」の進化

「生産性と品質を両立」する開発プロセス

金融ポートフォリオのリスク管理高度化のPoC 概要

サービスを利用すればするほど顧客体験が向上するループをAIと生み出す

AI 開発 
プラットフォーム

障害の未然防止／ 
早期復旧

管理プロセス（進捗管理 / 品質管理 / 障害管理　等）

コスト／ 
リソースの最適化

さらなるサービス 
体験の向上

リスク管理対象のポート
フォリオのリスクファク
ター、過去のマーケット
データを分析

探索結果を意思決定の
一つの材料として提供

NW

Cloud

Security

DWP

AI/Data 
Platform

上流～下流まで自動化されたシステム開発
管理・運用もAI 駆動により生産性と品質を両立

AIOps
VALUE

データ分析

実現するリスク管理基盤

シナリオ探索
（最適化）

可視化・リスク
是正

ピックアップ ピックアップ ピックアップ

① 開発プロセス変革（開発 DX） ② マネージドサービスを支える技術強化 ⑥ �量子コンピューティング等の先端技術の
発掘と獲得

注力技術
テーマ

注力技術
テーマ

注力技術
テーマ

  P.41　特集

致命的となるリスクシ
ナリオを逆算的に量子
アニーリングで探索

● �見逃されてきた極端
リスクの早期発見

● �リスク構造の理解 ● �定量根拠に基づくリ
スク是正材料の提供

現在
人が要件定義を行い、AI が設計～開発を担う

取り組み
管理プロセスを含めてAI が担当

要求 要件定義書 設計書 ソースコード 監視・ 
障害対応

AI を支援に使用 AI を中心で実現

目的・制約・
品質判断

テスト

設計・コード・テストの統合生成

運用データによる継続改善

実行・検証・ 
品質確認

要求・業務 
課題の理解
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AI を提供価値向上と持続的成長につなげる
　AI 技術の急速な進化は、企業活動やビジネスのあり方その
ものを変え、当社グループのビジネスモデルや提供価値にも構
造的な影響を及ぼしています。システム開発からソリューショ
ン・サービス、インフラ・運用に至るまで、あらゆる領域で提供
価値のさらなる向上が求められています。
　当社グループは、AI 技術の進化を単なる業務効率化の手段
にとどまらず、中長期的な価値創出の機会と位置づけています。
だからこそ、「安全性をどう確保するのか」「公平性をどう担保
するのか」「意思決定における人間の役割をどう定めるか」ーー
AI 活用における重要な問いに正面から向き合い、ガバナンスを
価値創造の土台と考えます。
　この信頼を土台に、AI CoEを中核として、全社的なAI 活用の
整合性・品質・実行スピードを確保しながら、AIを自社の業務
やサービスへ組み込み、新たな事業機会へと広げていきます。　
私たちは、お客様と共に新たな価値を創り出す「価値共創パー
トナー」への進化を目指します。

BIPROGYグループのAI 戦略

　当社グループは、AI 技術の進化を、単なる業務効率化の手
段にとどまらず、ビジネスモデルそのものに構造的な変化を
もたらし、社会やお客様への提供価値を大きく高める成長機
会と位置づけています。
　AI 活用を全社的に推進するため、2026年4月に全社横断組

織として「AI CoE（AI Center of Excellence）」を組成しまし
た。AI CoEを中核に、事業・開発・業務変革、3つの領域での
活動を横断的に統合し、当社グループの持続的な成長を支え
る基盤とすべく、AI を中長期の競争力の源泉として確立しま
す。AIを活用して社会的価値と経済的価値の創出を加速する
ことで、「Vision2030」の実現につなげていきます。

マネジメントメッセージ

～目的を起点に、提供価値・開発・業務の変革を成果へつなぐ～

　AIの活用は、もはや単なるツールの導入では
ありません。何を実現したいのかを起点に、人
とAIの共創を通じて、提供価値の拡張、開発の
高度化、業務の変革を確かな成果へ。当社グ
ループは、そこにAI 時代の企業のあるべき姿が
あると考えています。

AIと共創し、価値を生む企業へ特 集

BIPROGY（株）
代表取締役
専務執行役員 CSO

葛谷 幸司

BIPROGY（株）
業務執行役員 
AI CoE センター長

香林 愛子

A

B

C

AIソリューション／サービスの拡大

開発生産性の向上

業務プロセスの効率化・高度化

AI CoE
（領域横断組織）

各領域の連携を図りながら
全体の戦略を統括

注力領域を中心にソリューション／サービスにAIを組み込み、当
社グループ独自の提供価値を高めることで、競争力強化と差別
化を推進

システム開発・運用の大幅な自動化により、開発効率と品質の
向上を実現

定型業務のAI 活用により、社員がより付加価値の高い業務に集
中できる環境を整備し、組織全体の生産性向上と高度化を両立

2030年度目標

開発プロセス改革を
通じ、開発生産性を2
倍に向上

業務効率を30% 向上
させ、持続可能な働き
方を実現

既存ビジネスに加え
て、売上高1,000億円
以上の新たなビジネ
ス拡大
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AI 戦略の取り組み状況

　「無事故プログラムDR」は、車両の運行状況を「見える化」し、
安全管理と業務改善を支援する通信型ドライブレコーダーサービ
スです。車両の運行管理、動態管理に先進の画像解析 AIを活用
し、交通事故ゼロを目指し、人、企業、社会に貢献します。
　危険運転や違反運転をAI が自動検知し、映像・位置情報とと
もにリアルタイムで通知することで、事故の未然防止と継続的な
安全教育を実現します。クラウド基盤上で車両情報や運転データ
を一元管理できるため、運行管理業務の効率化にも貢献します。
また、レンタル型サービスのため導入ハードルが低く、企業規模
を問わず利用可能です。長年にわたり蓄積した70,000台超の運
用ノウハウを活かし、事故削減、保険・燃料コストの最適化、企
業価値向上を総合的に支援するソリューションです。

　「ニーズコネクト」は、実購買に基づき生活者の声を収集し、商
品開発や販促の高度化を実現する小売業向けプラットフォームで
す。店舗アプリ上で実際の購入者から収集したレビューや評価を
生成 AI が分析し、POSデータだけでは分からなかった「なぜ売れ
たのか」「なぜ選ばれなかったのか」を可視化します。
　生成 AI は購入理由や不満点、改善要望を自動で抽出・分類し、
商品ごとの強みや課題をレポート化します。これにより小売企業
は、生活者ニーズを起点とした商品改善やPB 商品の強化を迅速
に実施できます。さらに、レビュー情報を継続的に蓄積・分析す
ることで、市場変化を素早く把握し、勘や経験だけに頼らないデー
タドリブンな意思決定を支援します。生成 AI が膨大な顧客の声
を価値あるインサイトへ変換し、商品競争力の向上に貢献する
サービスです。

　当社グループのユニアデックスでは、AI 活用のインフラ整備か
ら運用までを一貫して支援する事業モデルを推進し、持続的な成
長が期待されるAI 市場における事業拡大を加速しています。GPU
サーバーおよびデータセンター設備事業を中核に、高性能かつ拡
張性の高いAIインフラを幅広いお客様へ提供し、日本企業の AI
実装とデジタル変革を支える社会インフラの構築に取り組んでい
ます。
　そのAIインフラ上でAIエージェント活用環境の整備に加え、セ
キュリティ対策やAI ガバナンスの強化、AIマネジメントシステムの
国際規格「ISO/IEC 42001」（AIMS）への対応支援などの高付加
価値なサービスを提供し、企画・導入から運用までを包括的に支
援します。継続的なサービス提供による中長期的な価値創出を
図りながら、安心・安全なAI 利用環境の提供を通じて、お客様の
競争力向上と日本社会のデジタル変革に貢献します。

法人向けドライブレコーダー
「無事故プログラムDR」

生活者の声収集サービス
「ニーズコネクト」

AIインフラ・運用サービス

A AIソリューション／サービスの拡大

生活者は自身の購買履歴に基づいて
気軽に商品の評価が可能

AIインフラの上にサービス群を構築し、 
安心・安全にAI を活用できる 

環境を提供

AIインフラの 
構築

GPUサーバー
高性能な計算基盤

を提供

データセンター 
設備

高信頼・高効率な 
環境を提供

事業者は、評価結果を
グラフやAIレポートに
よって参照可能

ドライブレコーダー

コメント要約や 
商品の強み・改善提案

自分や他者の 
レビューが参照できる。 

小売から返信も可能

小売アプリに 
レビュー依頼を配信

「よかった」 
「イマイチ」を評価 

※任意コメントあり

前方衝突危険検知 個人認証（顔認証）

違反運転検知 今後提供予定

歩行者・自転車・車両を 
検知し、相対距離や速度から 

衝突危険性を判断

運行開始時に顔画像を取得
し、サーバーに登録された 

ドライバーを自動認証

信号や標識を認識し、 
運転状況から違反運転や 

事故発生を検知

�ADAS（先進運転支援システム）
・車間距離警告／車線逸脱検知
�DMS 

（ドライバーモニタリングシステム）
・居眠り／わき見／スマホ／喫煙

画像解析 BOX
ドライブレコ ー ダー に
GPU／AIライブラリを搭
載した画像解析 BOX を
接続し、リアルタイムに
車外／車内カメラ映像
を解析

継続的な改善と安定運用で、
AI 活用の成果を最大化

最適化支援

AI 
エージェント

基盤

セキュリティ ガバナンス

ISO/IEC 
42001

（AIMS）

お客様・社会に 
もたらす価値

日本企業の 
AI 実装促進

DX 推進と競争力 
強化を支援

安全なAI 活用
安心・安全・信頼の

確保

AI 価値を最大化
AIの本番運用 
定着と継続的 

活用支援
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AI 戦略の取り組み状況

　当社グループは、AIをソフトウェア開発の中核技術と位置づけ、
要件定義・設計から実装、テスト、運用に至る開発全体を対象と
した AI 活用基盤を構築しました。AI 駆動開発環境と、コード生
成、テスト設計、品質分析などをAI が支援するツールを整備して
おり、対象工程を全工程へと広げています。
　要件を起点に、各工程を担うAIエージェントが連携して開発全
体を駆動するAI 開発への転換を進め、開発の高度化と生産性・
品質向上、開発期間短縮につなげています。これらを土台に、開
発プロセス全体をAI がオーケストレーションする、AI を前提とし
た次世代開発モデルを確立していきます。AI 駆動開発で培った技
術は、自社のソリューションやサービスへも展開しています。マル
チモーダルな大規模言語モデル（LLM）やAIエージェント技術を
活用し、最適なモデル選定とワークフロー設計を実現するととも
に、説明可能性・応答性能・運用コスト・セキュリティといった実
用化の要件にも応えています。

　当社グループは、AI 活用の全社的な定着と業務変革の実現を
目指し、自社を“Customer Zero”として位置づけ、生成 AIやAI
エージェントの活用を先行的に実践・検証しています。その取り
組みの一環として、AIエージェントの実行環境をグループ全体へ
開放し、IT 部門だけでなく業務部門も主体的にAI を活用できる
環境を整備しました。現場の社員が自ら業務課題やニーズに応
じた AI エージェントを迅速に作成・改善できるようになり、実務
に直結した多様なユースケースが継続的に創出されています。
　さらに、AIを「現場で育てるもの」と捉え、全社横断でのナレッ
ジの共有と整備やガバナンス強化を進めることで、自律的かつ持
続的な活用を支援しています。その結果、AI が日常業務の中に
自然に根づき、業務効率化や品質向上だけでなく、社員がより付
加価値の高い業務へ集中できる環境づくりにもつながっています。
現場主導でAI 活用が広がる好循環を生み出しながら、継続的な
業務改革を実現しています。
　この活動で得られた知見は、Microsoft 365 Copilot 向け支援
サービスとしてお客様へ展開しています。

AI ガバナンス
　当社グループは、先見性のあるAI 技術研究に努めるとと
もに、AIを活用したサービスの高度化を、独自の「BIPROGY
グループ　AI ポリシー」に準拠しながら推進しています。ま
た、「ChatGPT など生成 AIの業務利用についてのガイドライ
ン」「生成 AIと著作権に関するガイドライン」を策定し、全役
職員を対象にセキュリティやプライバシーなどデータ主体の
保護、人権の尊重と個人の自律、適切な範囲でのAI 利用な
どに関して周知・教育を実施しています。また、「BIPROGY
グループ人権方針」では、先端技術とデータをめぐるさまざ
まな人権課題を率先して考え、対応策を実践することを掲
げており、AI による人権課題への対応を当社グループ全体
で進めています。

AIマネジメントシステム国際規格 
「ISO/IEC 42001」を取得

　当社グループのユニアデックスでは、保守サービスを支援
する「サポートGAI（汎用型人工知能）チャット」の開発／提
供／運用において、AIマネジメントシステムに関する国際規
格「ISO/IEC 42001」の認証を2026年1月に取得しました。
本認証は、AIのリスク管理を徹底し、安全・安心なAIサービ
スの提供を実現するための国際的な基準です。認証取得を
契機に得られた知見を活かし、今後展開する多様な AI ソ
リューションにおいても、安全性と信頼性の高いサービスを
提供していきます。

CB 業務プロセスの効率化・高度化開発生産性の向上

BIPROGYグループ人権方針
https://biprogy.disclosure.site/ja/themes/106#269

BIPROGYグループ　AI ポリシー
https://www.biprogy.com/com/ai_ethics_policy_
BIPROGY_group.pdf

Microsoft 365 Copilotの基礎知識から導入、活用までBIPROGY 自身が
実践例となりサポートします。

AI 駆動開発の成熟度レベル

AI 支援型 
（人が主導）

工程 AI 駆動型
（AI が一部工程を 

主導）

全 AI 駆動型
（人は評価・確認）

自律進化型
（人は目的・評価 

基準を設定）

要件定義

AI 支援（人が主体）

AI 支援（人が主体）
AI 駆動向け設計

AI 駆動（AI が主体） AI 支援 
（人が主体）

AI 駆動／全工程をエージェントが実行、人が評価・確認

AI 駆動／エージェントが学習・評価・更新の自律ループ

設計 開発 テスト 運用・保守

情報提供ミーティングサービス

スタートアップ
サービス

ハンズオン 
サービス

展開支援 
サービス

エージェント 
共創サービス

活用アドバイザ
リーサービス

導入したい 実践したい 展開したい 活用したい

把握したい

ワークショップ
サービス

利活用アセス 
メントサービス

知りたい

Level
1

Level
4

Level
3

Level
2
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2025年度実績および「経営方針（2024-2026）」目標

（億円）
経営方針

（2024-2026）

2024年度 2025年度 2026年度 
目標

2026年度 
見通し※1

売上収益 4,040 4,337 4,400 4,700
調整後営業利
益率

（調整後営業利益※2）

9.5%
（384億円）

10.0%
（436億円）

11.0%
（484億円）

10.3%
（484億円）

ROE 16.1% 17.9% 17.0% 以上 同左

配当性向

40.3%
＋自己株式 
取得112億円

40.5%
＋自己株式 
取得100億円

40.0％以上
+ 株価水準を考慮
した機動的な自己
株式取得を実施

42.0％
同左

※1 2026年4月公表値
※2 調整後営業利益＝売上収益 – 売上原価 – 販売費及び一般管理費

成長投資を確かな
利益成長へつなげ、
持続的な企業価値向上を
実現する

執行役員 CFO

今井 泰広

将来の収益につながる基盤が着実に拡大

　2025年度は、売上収益、利益、受注のいずれも堅調に推移
しました。人財への投資や事業拡大に向けた取り組みを着実
に進めながら、増収効果と売上総利益率の改善により増益を
確保し、調整後営業利益率も向上しました。
　「経営方針（2024-2026）」では、コア事業の収益力強化と
成長事業の創出を両輪で進めています。CFOとして特に評価
しているのは、将来の収益につながる事業基盤が厚みを増し
ていることです。売上収益の拡大と利益率の改善が進み、コ
ア事業のキャッシュ創出力も高まっています。このキャッシュ
を、コア事業のさらなる強化や技術、人財、成長事業へ再投
資する循環が形成されつつあると評価しています。2026年度
は、事業成長に向けた先行投資を継続する中、今後は一段と
投資効果を精緻に捉え、成長への投資と足元の収益性をこれ
まで以上に高度に管理していきたいと考えています。
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「経営方針（2024-2026）」財務戦略（キャピタル・アロケーション）と進捗

● 研究開発
● �オープンイノベーション投資
● �M&A（アクハイアリング含む）など

投資内容

コア事業
注力領域を明確化し、その領域への 
積極的な開発投資・配分を実行する
● ファイナンシャル　● リテール　
● エネルギー　● モビリティ　● OTインフラ

成長事業
新たなサービス領域の獲得と成⻑市場へ
の深耕、社会課題を解決する社会 DX 事
業の開発による新たなシェアの獲得∕拡
⼤を図る
● �新規事業（市場開発、事業開発）　
● �グローバル

対象領域

バランスの取れた株主還元
● �配当性向は40% 以上とし総還元性向も意識

した自己株式取得を実施

積極的な成長投資キャッシュイン キャッシュアウト

※3 基礎営業 CF：WC（Working Capital：運転資本）の変動、研究開発費を除く営業キャッシュ・フロー
※4 カタリナマーケティングジャパン（株）の子会社化に伴う支出507億円を含む

経営方針
（2024-2026）

経営方針
（2024-2026）

2024-2026年度 
累計計画

2024-2026年度 
累計計画

2024-2025年度 
累計実績

2024-2025年度 
累計実績

700億円＋α

研究開発
200億円

出資 ･M&A
500億円 + α

WCの変動
有利子負債返済

360億円

320億円以上

1,570億円

947億円

手許現預金

188億円

300億円

183億円

124億円

304億円

433億円

70億円

有利子負債 
返済

設備投資

成長投資

株主還元

基礎営業
CF※3

手許現預金

WCの変動

有利子負債調達

株式売却他

コア事業が生み出すキャッシュを、次の成長へ

　企業価値を持続的に高めるためには、生み出したキャッシュ
をどこへ配分し、次の利益成長へどうつなげるかが重要です。
投資の中心となるのは、コア事業の競争力を一段と高める領
域と将来の収益の柱となる成長事業です。コア事業では、既
存事業の収益力向上に向け、強みの強化や、当社グループに
ないケイパビリティの獲得につながる投資機会を追求します。
成長事業では、ASEAN 主要国を中心としたグローバルビジネ
スの強化も目指す方向性の一つです。現地企業との連携や
M&Aを通じて、当社グループの顧客基盤や技術力とのシナジー
を生み出し、事業拡大につなげていきたいと考えています。
　ただし、成長投資であれば何でも許容するわけではありま
せん。投資案件では IRR 等を用いて評価していますが、環境
変化に合わせてハードルレートも見直していく必要がありま
す。短期的な採算性だけでなく、成長戦略との整合性や将来
の事業基盤拡大、企業価値向上への寄与を総合的に判断し
ていきます。
　成長機会を逃さない「攻め」と、資本効率を毀損しない「規
律」。その2つを両立することが、CFOの重要な役割だと考えて
います。

M&Aの成果を利益として着実に顕在化させる

　成長投資の中で重要な柱となるのが M&A です。2026年 
 1月にグループインしたカタリナマーケティングジャパン（株）
は、その象徴的な案件です。同社が有する知見と、当社グルー
プが持つリテール領域の顧客基盤・技術力を組み合わせ、新
たな価値提供を目指しています。PMI も着実に進展しており、

カタリナマーケティングジャパン自身の成長のみならず、中長
期ではリテール領域全体で事業を拡大していきます。
　当然ながらM&A は買収した時点で成功するわけではあり
ません。PPAによる無形資産の認識やその後の償却、のれん、
PMI、シナジー創出などを継続して管理し、最終的に投資し
た資本を上回る価値を生み出して初めて成果になります。CFO
として、 M&A の件数や投資額を追うのではなく、投資後の利
益成長とキャッシュ創出までを一貫して管理し、成長投資を
財務価値へ転換していくことにこだわっていきます。

財務規律をさらに高め、成長機会を逃さない

　積極的な成長投資を続けるからこそ、財務健全性とリスク
管理はこれまで以上に重要になります。現在、株式会社格付

投資情報センター（R&I）より取得している発行体格付け「A-」
を少なくとも維持することを財務運営上の一つの基準としな
がら、必要な成長投資を機動的に実行できる財務基盤を確保
していきます。加えて、成長戦略の実行力をさらに高めるた
め、事業規模の拡大や新たな投資機会に迅速かつ柔軟に対
応できるよう、財務健全性の維持に加え、十分な資金流動性
の確保にも注力していきます。政策保有株式についても、毎
期、保有意義を検証しながら縮減を進めており、今後も資本
効率の向上という観点からさらなる縮減を目指します。財務
規律は、必要な時に思い切った成長投資を行うための基盤で
す。投資余力を確保しながら、投資案件のリスク・リターンを
厳格に見極める。その両立を徹底していきます。

709億円

研究開発
111億円

出資 ･M&A
597億円※4
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■ BIPROGY　■ TOPIX　■ A 社　■ B 社　■ C 社

株主総利回り（TSR）

1年 3年 5年 10年
累積 年率 累積 年率 累積 年率

BIPROGY 3.6% 52.6% 15.1% 50.3% 8.5% 261.8% 13.7%
TOPIX 34.6% 87.4% 23.3% 102.2% 15.1% 228.2% 12.6%

※ TSR（Total Shareholders’ Return）：株主総利回り。キャピタルゲインと配当をあわせた総合投資収益率
※ TSRの計算は、BIPROGY は累積配当額と株価変動により、TOPIX は配当込の株価指数により算出（Bloombergデータ等により当社作成）
※グラフの値は、2016年3月末日の終値データを100としてTSR による時価を指数化したもの（保有期間は2026年3月末まで）

AI を「脅威」ではなく、 
収益構造を変える成長機会に

　今、資本市場との対話において、最も大きなテーマの一つ
が AIです。生成 AI の進化によってシステム開発が効率化し、
従来の人月型ビジネスの売上が縮小するのではないかという
懸念があります。当社グループでは、この構造変化を「守り」
の課題ではなく、収益構造を変革する成長機会と捉えていま
す。プログラム作成などの開発工程では AIによる効率化が進
む一方、お客様の業務理解を前提とする設計やコンサルティ
ングなどの上流工程は、AIでは代替しにくい領域です。AI に
よって一部の工程を効率化することで、エンジニアの数に依存
せずにより多くの案件に対応したり、より付加価値の高い領域
にエンジニアをシフトすることが可能になります。これは収益
性を高める大きな機会になり得ます。現在、AI 活用について
は、2030年に向けてAIを組み込んだサービスの売上1,000億
円、開発工程の生産性2倍、業務効率30％向上といった KPI 
を掲げています。重要なのは、サービスの高度化、生産性向
上を案件対応力の拡大や上流工程へのシフトにつなげ、新た
な売上の創出と収益性の向上を実現することです。「コストを
何 % 削減したか」ではなく、「AI によってどれだけ利益と成長
機会を拡大できたか」まで捉えていく必要があります。

EPSの持続的成長によって、 
市場の「成長期待」に応える

　「経営方針（2024-2026）」では、株主還元について、配当性
向40％以上を基本とし、機動的な自己株式取得を実施する方
針を掲げています。 2025年度は1株当たり年間配当130円、総

額100億円の自己株式取得を実施しました。しかし、TSR を
持続的に高めるためには、株主還元だけでは十分ではありま
せん。現在、資本市場では AIによるSIビジネスの構造変化へ
の懸念から業界の将来成長に対する期待が低下しています。
だからこそ、AI 時代においても成長を続けられる戦略を示し、
その成果を利益成長として実現することが重要です。その最
も分かりやすい指標の一つがEPSの持続的な成長だと考えて
います。
　2025年度のROE は17.9％となり、「経営方針（2024-2026）」
の最終年度目標の17.0％以上を上回りました。しかし、高い
資本効率を維持するだけでは企業価値向上が実現するわけ
ではありません。重要なのは、創出したキャッシュを成長投
資へ振り向け、その成果を利益として顕在化させ、EPS を持
続的に伸ばしていくことです。

成長戦略を財務価値へ転換することが、 
CFOとしての責務

　当社グループは「Vision2030」の実現に向けて企業価値 
1兆円という目標を掲げています。この目標は、成長投資を
確実に利益とキャッシュにつなげ、将来の成長に対する資本
市場の信頼を積み重ねた結果として実現されるものです。そ
のプロセスと将来性を投資家の皆様に丁寧にお伝えすること
もCFOの重要な責務です。足元のバリュエーションだけに左
右されることなく、着実にEPSを成長させるとともに、次期経
営方針では AIによる構造変化の中でも成長できる戦略を明確
に示し、当社グループへの成長期待が高まるよう努めていき
ます。“戦略を実行するだけでなく、その戦略を利益、キャッ
シュ、そして企業価値へ転換する。” CFO として、財務規律を
維持しながら必要な成長投資を果断に実行し、当社グループ
の持続的な企業価値向上につなげていきたいと考えています。
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「経営方針（2024-2026）」ロジックツリー

経営方針（2024-2026） 
業績目標

経営方針（2024-2026） 
重点戦略

2026年度

売上収益
4,400億円

調整後営業利益率
11.0％

調整後営業利益 
484億円

ROE
17.0％以上

配当性向
40.0% 以上

+株価水準を考慮した機動的
な自己株式取得を実施

見通し

（2026年4月公表値）

売上収益
4,700億円

調整後営業利益率
10.3%

調整後営業利益
484億円

ROE
17.0% 以上

配当性向
42.0％

＋株価水準を考慮した機動的
な自己株式取得を実施

収益性向上

売上収益拡大

生産性向上

資本効率向上／ 
株主還元拡充

コ
ア 注力領域／顧客への経営資本配分

コ
ア サービス型ビジネスの拡大

成
長 社会 DX 事業の共創と展開の加速

成
長 新たなサービス領域・シェアの獲得 / 拡大

成
長 グローバル展開

基
盤 積極的な成長投資

基
盤 バランスの取れた株主還元

基
盤 規律の取れた財務基盤の確保

基
盤 コア事業・成長事業の拡大を加速する技術強化

基
盤 人的資本の強化

グローバル売上　51億円（42億円）

成長投資（2024-2026年度累計）　700億円 + α 成長投資　629億円（80億円）

人的資本投資　52 億円（45億円）

システムサービス売上総利益率　 
36.3％（34.3％）

従業員1人当たり営業利益　 
484 万円（467万円）

フリー・キャッシュ・フロー　 
△164億円※（360億円）

ROE　17.9％（16.1％）

親会社の所有者に帰属する持分　 
1,790億円（1,691億円）

発行体格付　A－（A－）

配当性向　40.5%（40.3％）
＋自己株式取得100億円（112億円）

事業開発売上　41億円（42億円）

グローバル売上　150億円

市場開発売上　52億円（46億円）

事業開発売上　100億円

市場開発売上　100億円

注力領域売上　1,549億円（1,400億円）注力領域売上　1,725億円 
 （2025年4月時点 1,555億円 + α）

関連する財務指標と2025年度実績 
（（　）内は前年度実績）

2026年度 
目標・計画

コ
ア 開発生産性向上の促進

・�プロジェクトマネジメント・エンジニアリングの標準化
・�国内外パートナーとの連携強化
・�生成 AI 等の新技術活用による開発自動化

企
業
価
値
向
上

人的資本投資（2024-2026年度累計）　140-150億円

※ カタリナマーケティングジャパン（株）子会社化に伴う支出を含む
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価値創造を支える基盤 
BIPROGY グループは、社会的価値、経済的価値双方を創出することで、環
境・社会および当社グループ相互のサステナビリティを追求していきたいと考
えています。そのため事業活動とサステナビリティ経営を一体的に進めてい
ます。その基盤となる環境・社会・ガバナンスなどの取り組みについてご紹
介します。
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50	 環境

53	 サプライチェーン

54	 人権

55	 ガバナンス
55	 CEO・社外取締役対談
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68	 インテグリティの向上
70	 リスクマネジメント

73	 ステークホルダー・エンゲージメント
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「Vision2030」の実現に向けて

　BIPROGY グループは、「Purpose」のもと、長期ビジョン
「Vision2030」の実現に向けて取り組んでいます。2026年度

は「経営方針（2024-2026）」の最終年度として、これまでに
蓄積した経営資本を基盤に積極的な成長投資を進めるとと
もに、コア事業と成長事業を両輪とする「両利きの経営」を
推進します。
　2030年に向けては、事業環境の変化に伴うリスクを脅威と
機会の両面で統合的に捉え、非財務資本と財務資本の好循
環を通じて、持続的な企業価値向上を実現していくことが重
要です。その実現に向けては、当社グループが特定したマテ
リアリティを起点に、事業活動とサステナビリティ経営を一体
的に推進していくことが不可欠です。
　この考え方のもと、特にリスクマネジメントの高度化に注力
し、AIの急速な進展に加え、情報セキュリティ、人財、技術革
新など、不確実性が高く中長期的な視点での対応が求められ
るリスクを見据え、全社横断でのリスク把握・評価・対応力の
強化を進めています。また、こうした環境変化をリスクとして

捉えるのではなく、新たな成長機会として捉え、事業活動を通
じた価値創造と経営基盤の強化を一体的に進めることで、レ
ジリエンスの高い経営体制の構築を目指しています。
　2025年度は、サステナビリティ経営の高度化と情報開示の
充実に向けた取り組みを着実に進めました。TCFD/TNFD を
参照した気候変動、自然資本・生物多様性への対応、人権リ
スクへの対応強化、サプライヤーへのESGリスク調査などに
取り組みました。また、非財務情報開示の品質向上や第三者
保証の活用を進めるなど、ステークホルダーとの対話を支え
る開示基盤の強化にも取り組みました。加えて、SSBJ 基準へ
の対応については、単なる開示対応にとどまらずサステナビ
リティ経営そのものを高度化する機会と捉え、将来価値の向
上に向けて、経営と事業活動のさらなる統合を進めています。

AI 時代のサステナビリティ

　現在、社会や企業経営のあり方は AIによって姿を変えようと
しています。私たちは AIを単なる生産性向上の手段ではなく、

代表取締役専務執行役員 CSO　葛谷 幸司

グループ全体で
サステナビリティ経営を推進し、 
社会課題の解決に取り組みます

提供価値そのものを変革し、新たな社会的価値と経済的価値
を創出する機会と捉えています。一方で、AIの活用が広がるほ
ど、公平性、安全性、透明性、説明責任といった課題への対応
が重要になります。だからこそ、AIが社会インフラや企業活動
の中核となる時代において、「何ができるか」だけでなく、「どの
ような原則のもとで活用するか」が問われていると考えていま
す。こうした考えのもと、私たちは AIガバナンスを価値創造の
基盤と位置づけ、「AI 倫理指針」の制定・改訂を通じて、責任あ
るAIの実現に取り組んできました。AI 活用の拡大や社会的要
請の高まりを踏まえ、新たに「AIポリシー」を制定し、責任ある
AI活用を支えるガバナンス体制の整備と、社内ルールや運用の
継続的な見直し・高度化に取り組み、AIガバナンス強化を推進
しています。2026年4月には、AI ガバナンスと価値創造をより
推進するため、私自身も最高責任者として参画する全社横断
組織 AI CoEを設立し、AIに関わる機会とリスクの管理に着手
しました。AI CoEをはじめとする全社横断の取り組みを通じて、
ガバナンスとイノベーションの両立を図りながら、AIの活用拡
大とリスク管理を推進し、競争力強化につなげていきます。
　BIPROGYグループは、社名に「多様な光彩を掛け合わせて
社会に新たな道を照らし出し、変化に応じて新たな価値を創
造し続ける」という思いを込めています。この AI 時代におい
て、その理念のもと、テクノロジーの可能性を最大限に引き出
しながら、倫理と信頼を基盤とした価値創造を通じて、社会
的価値と経済的価値の好循環を創出してまいります。そして
複雑化・高度化する社会課題や事業環境を成長機会と捉え、
ステークホルダーとの対話を重ねながら、持続可能な社会の
発展と企業価値の向上を両立し、「Vision2030」に掲げる目
指す姿の実現を推進していきます。
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マテリアリティ

BIPROGYグループは、低炭素経済への移行やサーキュラー・エコノミーを促進するサービスの提供および当社グループが構築・参加するデジタルコモンズを通じて、さまざまな
環境課題解決のための連携・協働を推進しています。また、バリューチェーン上のGHG 排出量削減施策の強化に加え、生物多様性や水セキュリティリスクへの対応も進めてお
り、ゼロエミッション社会の早期実現に向けた取り組みを加速しています。

GHG 排出削減関連 KPI

KPI 目標 達成年度 2025年度実績

GHG 排出量（Scope1＋ Scope2）
削減率

2019年度比
50% 以上 2030年度 58.6%

Scope3カテゴリ1に該当する調達
金額の40%を占めるサプライヤー
によるSBT 相当の削減目標設定

40% 以上 2027年度 24.2%

Scope3カテゴリ11に該当する
GHG 排出量削減率

2021年度比
25％以上 2030年度 7.1%

再生可能エネルギー調達率 
（グループ内事業所） 50% 以上 2030年度 48.2%

BIPROGYグループの環境経営

「気候変動移行計画」の進捗
　BIPROGY グループは、「環境長期ビジョン2050」に掲げる
ゼロエミッション社会の実現を目指すにあたり、バリューチェー
ン全体での温室効果ガス排出量の削減が重要であると考えて
います。削減行動をさらに加速するため、これまでの取り組
みを発展させ、GHG 排出削減計画、主な行動計画、投資計画
からなる気候変動移行計画を策定しました。計画の進捗は
CSOを通じて取締役会に報告され、助言や指導を通じたモニ
タリングのもとで運用しています。
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気候変動移行計画

削減計画

投資計画

主な
行動計画

● �事業規模の段階的拡大に合わせた
戦略的投資

● �再生可能エネルギー設備への投資
● �ICPの導入

● �環境貢献型製品・サービス等への投資
● �再生可能エネルギー調達手段の多様化
● �CDPスコアをSPT（サステナビリティ目標）としたサステナブ

ルリンクローンの実施

Scope3
ゼロエミッション 
社会の実現

デジタルを活用した 
環境貢献、環境負荷
の軽減によるカーボ
ンニュートラルの達成

再生可能エネルギー
調達率100％

GHG 排出量 Scope1＋ Scope2 
削減率50% 以上（2025年度達成）

カーボン
ニュートラル

■ GHG 排出量（Scope1+2）　  再生可能エネルギー調達率

・ゼロエミッション社会の実現に向けた、デジタルを活用した環境貢献と事業活動にともなう環境負荷の低減
・バリューチェーン全体で取り組む、安心・安全な製品・サービスの持続可能な調達と提供

Scope1＋2
● �追加性のあるPPAや自家発電な

どによる再生可能エネルギー調
達率100％

● �環境関連製品・サービスの提供
● �ビジネスパートナーとの協働の強化
● �お客様への対話を通じた働きかけ

● �オフィスのエネルギー消費量最適化
● �自社施設へのオンサイト再生可能エネルギー導入
● �小売事業者、JEPX 直接購入等での再生可能エネルギー

調達率50％以上

● �環境配慮商品・サービスの提供
● �ビジネスポートフォリオの随時の見直し
● �販売製品使用段階での温室効果ガス排出量削減
● �サプライヤーへの働きかけ
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環境



環境価値管理サービス 
「Re:lvis（リルビス）」ライトプランの提供開始

「経営方針（2024-2026）」における環境貢献

　当社グループは、気候変動をはじめとする環境課題解決に
は、前例のないスケールでの社会システムの変革や、デジタ
ルによる技術革新が必要であり、その実現には、同じ志を持
つパートナーとのコミュニティである「デジタルコモンズ」が
重要であると考えています。自らの事業活動における環境負
荷低減だけでなく、お客様と社会に対し「事業を通じた価値
創造による幅広い環境貢献」を目指しています。「経営方針

（2024-2026）」では、ゼロエミッション社会の実現をはじめ、
地域経済の活性化やサプライチェーン改革など、環境および
社会の双方に資する価値創出を目指しています。
　コア事業では、当社の強みが活かせる領域を注力領域とし
て設定し、戦略的な資本配分による提供価値と収益性向上を

目指し、DXによる業務効率化等の直接的な機能提供に加え、
エネルギー効率化や資源の有効活用を通じた環境負荷低減
の効果も期待されています。成長事業では、市場開発や事業
開発を通じた新たな収益機会の創出と事業領域の拡大を目
指しており、パートナーとの共創やデジタル技術の活用による
社会システムの変革を通じて、環境課題の解決や持続可能な
社会の実現への貢献が期待されています。

生物多様性・自然資本への取り組み

　人々の暮らしや経済は、生物多様性を基盤とする生態系か
ら得られる恵みによって支えられています。過去100年間の人
間活動の影響により、森林、大気、水、土壌、生物多様性など

　「Re:lvis（リルビス）」は、非化石証書の調達から入札、割り当て
までの業務効率化を支援するSaaSサービスです。企業による再生
可能エネルギー利用の拡大やカーボンニュートラルへの対応が進
む中、環境価値の管理業務は複雑化しており、多くの企業で業務
負荷が課題となっています。「Re:lvis」は、これらの業務のデジタ
ル化を通じて、効率的かつ適切な運用を支援します。2026年度に
は、これまでの機能を絞り込み、既存のExcel 管理を維持しながら
JEPX システムへの入力業務を効率化できるライトプランの提供を
開始しました。同年度には大手電力会社への提供を開始し、採用
実績を拡大しています。非化石証書の活用促進を通じて、企業の
GX 推進と脱炭素社会の実現に貢献しています。

　XtoCar は、使用済みプラスチックを回収・再資源化し、自動車部
品として再利用するサーキュラーエコノミーの実現を目指すプロ
ジェクトです。当社は資源循環システムズ（株）、大栄環境（株）、

（株）ニフコ、（株）八木熊、（学）福岡大学及び自動車メーカーなど
と連携し、動脈産業と静脈産業をつなぐ再生プラスチック供給シス
テムの構築を推進しています。2025年にプロジェクトを始動し、
2026年には建築廃材や容器包装など多様な廃プラスチックを対象
としたトレーサビリティ、配合シミュレータのPoC を開始しました。
回収から再生材化、コンパウンド、部品製造までの情報を管理・可
視化および製造の支援をデジタル技術を用いて、再生材の品質や
由来を担保しながら安定供給を目指します。資源循環プラットフォー
ムの活用を通じて企業間の連携を促進し、自動車産業における資
源循環の高度化と環境負荷の低減に貢献する取り組みです。

コア事業 成長事業

の自然資本の毀損や損失が深刻な環境課題として懸念され
ています。企業においても、自然資本への依存や影響を踏ま
えた自然関連リスクおよび機会への対応が重要性を増してい
ます。当社グループは、生物多様性および自然資本を重要な
経営課題の一つと認識し、自然資本への依存・影響、リスク・
機会の把握を進めています。こうした取り組みは、事業活動
のレジリエンス向上やリスクの低減につながるだけでなく、新
たな価値創出や事業機会の拡大にも寄与するものと考えてい
ます。当社グループは、ネイチャーポジティブの実現にも貢献
しながら、生物多様性および自然資本に配慮した経営を推進
しています。

自然資本 / 生物多様性に関するリスク管理
　このような状況のもと、当社グループでは、事業活動がどの
ように生物多様性や自然資本に依存し、また影響を与えてい
るかを把握するため、2023年度よりTNFD（自然関連財務情
報開示タスクフォース）が提唱するLEAPアプローチに基づく
分析を進めてきました。2024年11月にTNFD 提言への賛同
を表明し、2025年2月には TNFD Adopterとして登録されまし
た。その後、バリューチェーンにおける自然関連の依存、影
響、リスク、機会を特定・評価しました。その上で、各リスク・
機会項目における発生時の影響度合いと発生可能性もしくは
実現可能性を判断軸とし、優先順位づけをしています。
　また、2025年度に、自然資本を保全する目標として「BIPROGY
グループ所有の拠点を対象に、生息域調査や森林保全への貢
献可能性を現状把握する（目標年度：2026年度）」を設定し、
自社所有拠点周辺の生物生息状況の調査に着手しました。評
価結果や検討状況については環境貢献委員会を中心に継続
的に議論を行うとともに、その取り組みや進捗を「TCFD・TNFD
レポート」において年次で開示しています。

廃プラスチックを自動車部品へ 
資源循環モデルの構築を推進
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TCFD TNFD
ガバナンス サステナビリティ委員会（委員長：CSO）および下部機関の環境貢献委員会が、気候変動や自然資本課題に関する対応方針を審議・決定し、ISO14001に基づく環境マネジメントを実施しています。重要事項は経営会議で報告・審議さ

れ、取締役会は CSOからの定期報告を通じて監督・指導を行います。また、TCFD/TNFD 賛同企業として、先住民・地域住民の権利・文化を尊重するための人権方針および体制の整備を進めています。
戦略 2021年より環境貢献委員会において全社横断型のプロジェクトを設置し、TCFD 提言が示す気候関連リスクと機会の全項目に

対してシナリオ分析を行い、抽出されたリスクと機会のインパクト評価を実施しています。評価結果は、レポーティング・ルート
を通じて経営に共有され、各種戦略、施策に反映しています。

事業活動における自然資本への依存および影響の内容とその重要性の把握を進めるとともに、自然関
連のリスクと機会の整理に取り組んでいます。これらの評価結果を踏まえ、今後の対応方針や施策の
検討を進めており、TNFDの枠組みに基づく情報開示の品質向上への取り組みを推進しています。

移行リスク ● �政策／規制：低炭素経済への移行に伴う規制強化による炭素
コストと操業費用の増加

● �技術：低炭素技術への対応遅れによる競争力低下と収益悪化
● �市場：低炭素型製品・サービスの市場変化への対応不足によ

る競争力・収益性の悪化
● �評判：低炭素経済への移行に伴う情報開示対応の遅れによる

企業評価の低下と資本コストの増加

リスク低減への対応
● �低炭素な事業活動
● �社会の低炭素化に資する技術開発
● �顧客ニーズの変化に対応したサービスの

提供
● �信頼される気候関連情報の開示

自然関連課題
の評価

直接操業およびサプライチェーンを対象に、自然資本への依存・影響、リスク・機会
の評価を目的として、アウトソーシング事業の分析を実施しました。分析を通じて、
オフィス業務やデータセンターを含む事業全体の依存・影響を把握し、特定・評価を
実施した結果、重要な依存は「気候調整・洪水緩和」「淡水供給（上流）」、影響は

「GHG 排出」「陸域・海洋の利用変化」「汚染」「水使用（上流）」と特定されました。

優先地域の 
特定

国内外の事業拠点および委託先データセンターを対象に優先地域を特定し、浸水リ
スクの高い拠点が比較的多いことを確認しました。分析結果は自然関連リスク管理
に反映し、環境負荷軽減や生態系保全の優先拠点選定に活用する予定です。

物理リスク ● �急性：激甚風水災によるサプライチェーン寸断等による生産能
力低下に起因する減収、対応費用の増加

● �慢性：気温上昇による従業員の疾病増加や空調冷却需要増加
に起因する減収、対応費用の増加

リスク低減への対応
● �事業レジリエンス向上に資する施策の 

推進
● �気候変動適応に資する施策の推進

リスク データセンターおよびオフィス関連事業において、風水災による物理的リスクやE-waste
などの法規制リスクに対する対応を進めています。

機会 製品・サービス
● �低炭素型製品およびサービスに対する需要の増加に伴う売上

増加および収益性の向上
● �エネルギーと環境価値の統合的な管理・活用を支えるデジタ

ルサービスの強化

機会拡大への対応
● �新たな低炭素型製品・サービスの開発
● �エネルギー資源の多様化と環境価値活用

の進展に伴う新たな事業機会の創出

機会 データセンター事業では、水使用量およびGHG 排出量の削減に向けた機会創出を
図るとともに、オフィス関連事業においても、GHG 排出量削減に向けた機会創出に
努めていきます。

リスク管理 シナリオ分析で特定した気候変動リスクは、グループリスクマネジメントシステムに統合・管理しており、同システムを統括するリスク管理委員会が整備する「リスク分類体系」にも組み入れています。さらに、自然関連リスクについて
も同様に、当該マネジメントシステムへの統合を進めています。 

指標と目標 環境課題への対応に向けて戦略的に取り組むべき重要項目をマテリアリティとして定め、KPIと目標を設定し、取り組みを推進
しています。
● �GHG 排出量（Scope1＋ Scope2）削減率（2019年度比）50% 以上（達成時期：2030年度、2025年度実績：58.6%）
● �GHG 排出量（Scope3カテゴリ1）調達金額の40% を占めるサプライヤーがSBT 相当の目標を設定する（達成時期：2027年度、

2025年度実績：24.2％）
● �GHG 排出量（Scope3カテゴリ11）削減率（2021年度比）25％以上（達成時期：2030年度、2025年度実績：7.1％）
● �グループの事業所における再生可能エネルギー調達率50% 以上（達成時期：2030年度、2025年度実績：48.2%）
● �ゼロエミッション達成率100% 以上（2030年度まで年次、2025年度実績：420.4％）
● �気候変動シナリオ分析によるビジネス機会とリスク抽出（インパクト評価）およびリスク対応率100%（2030年度まで年次、2025

年度実績：100％）

2025年度に新たに以下の自然関連の目標を設定し、取り組みを推進しています。
● �自然資本を保全する目標：当社グループ所有拠点での生息域調査と森林保全への貢献可能性の把握
（達成時期：2026年度、2025年度実績：所有拠点での生息域調査を実施中）

● �水資源に配慮した目標：売上高に対する取水量を、2024年度実績を基準に毎年度維持または削減
（2030年度まで年次で実施、2025年度実績：0.107m3/ 百万円（基準年実績：0.124m3/ 百万円））

TCFD/TNFDフレームに基づく環境関連情報開示の概要

環境情報開示の質と量の充実への取り組み

　 当社グループは、環境情報開示の質と量の向上を目指し、2020年4月に「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」の提言に賛同を表明し、2025年には、「自然関連財務情報開示タスク
フォース（TNFD）」提言にも賛同・登録しました。詳しい情報は、「BIPROGYグループ TCFD・TNFDレポート」にて年次で公開していきます。

52BIPROGYグループ
統合報告書 2026

イントロダクション � 価値創造ストーリー � 価値創造戦略 � 価値創造を支える基盤 � データセクション
CSOメッセージ ／ 環境 ／ サプライチェーン ／ 人権 ／ CEO・社外取締役対談 ／ コーポレート・ガバナンス ／ インテグリティの向上 ／ リスクマネジメント ／ ステークホルダー・エンゲージメント



サプライチェーンに関する考え方

　当社グループは、公正かつ透明性の高い調達活動と、人権・環
境等のESG課題に配慮したサプライチェーンの構築を重要な経
営課題と位置づけています。サプライチェーン上のリスクは、製
品・サービスの品質や供給の安定性のみならず、企業価値や社
会的信頼に影響を及ぼす重要なリスクであると認識しています。
　当社グループは「BIPROGYグループ購買取引行動指針」お
よび「BIPROGYグループサステナブル調達ガイドライン」を定
め、すべてのサプライヤーに対して方針の理解・遵守を求めて
います。また、Web ポータルや交流会等を通じて継続的な対
話を実施し、相互理解の促進に取り組んでいます。加えて、サ
プライヤー向けのホットラインを設置し、匿名での相談・通報
を受け付けています。

サプライチェーンのリスク調査

　当社グループは、サプライヤーのESGリスク（人権、労働、環
境、情報セキュリティ等）について、毎年調査を実施しています。

・ �対象範囲：BIPROGYグループの取引先のうち、取引額・事業
上の重要性等を踏まえて選定した主要サプライヤー

・ �2025年度実績：319社を調査対象として選定し、そのうち308
社にESGリスク調査を実施しました（調査実施率96.6%）。

　また、特にシステム開発やシステムエンジニアリングサービス
を担うサプライヤーに対しては、情報セキュリティに関する遵守事
項や対応を確認し、改善を進めるための調査を実施しています。
　これらの調査結果を踏まえ、人権・環境分野を中心に改善
余地が確認された項目を優先対応領域と位置づけ、対応を強
化しています。

サプライチェーンリスクの特定

　当社グループは、重要性に応じて、人権等のESGリスク項
目を定めています。それらの重要項目への対応をサプライヤー
に求めるとともに、調査結果をもとに、状況の確認や対応依
頼を行っています。
　調査結果を分析したところ、当社グループが定める重要 ESG
リスク項目すべてについて、対応済または改善着手が確認さ
れたサプライヤーは38.2%でした。未対応項目が確認された
サプライヤーについては、リスクの重要度に応じて追加確認・
改善要請を行い、対応状況の確認を進めています。

改善対応

　調査結果を踏まえ、追加確認や改善が必要と判断したサプ
ライヤーに対しては、以下のプロセスに基づき改善対応を実
施しています。

・ �個別確認・追加調査
・ �改善要請および方針の共有
・ �対話による改善状況の確認

　2025年度は、重要項目未対応の取引先のうち、特に優先
度が高いと判断した12社に状況の確認と改善依頼を実施し、
改善対応の着手を確認しました。

サステナブル調達のKPI
KPI 目標 達成年度 2025年度実績

サプライヤーに対する 
ESGリスク調査実施率 100% 2026年度 96.6%※1

重要 ESGリスク項目すべてに対応済 
または改善着手済のサプライヤーの割合 100% 2030年度 38.2%※2

※1 � 調査対象として選定した主要サプライヤー319社のうち、ESGリスク調査を実施した308
社の割合。

※2 �当社グループが定める重要 ESGリスク項目すべてに対応済または改善着手が確認され
たサプライヤーの割合。未対応項目については改善要請・対話を実施し、段階的な改
善を進めています。

サステナブル調達の今後の取り組み

　今後は、調査対象範囲の拡大に加え、リスクの高い領域や
サプライヤーへの対話・改善フォローを強化します。

BIPROGYグループ購買取引行動指針
https://www.biprogy.com/com/purchase.html

BIPROGYグループサステナブル調達ガイドライン
https://www.biprogy.com/com/about_purchase_and_
procurement.html

BIPROGYグループはサプライチェーン上の調達リスクを事前に把握・低減することに努め、サステナブルな調達を推進しています。サプライヤーの皆様との信頼関係を構築・維持
し、サプライチェーン全体で安心・安全な製品・サービスの提供に取り組んでいます。

バリューチェーン全体で取り組む、安心・安全な製品・サービスの持続可能な調達と提供マテリアリティ
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サプライチェーン

https://www.biprogy.com/com/purchase.html
https://www.biprogy.com/com/about_purchase_and_procurement.html
https://www.biprogy.com/com/about_purchase_and_procurement.html


人権方針・ガバナンス

　BIPROGYグループは、国連「ビジネスと人権に関する指導
原則」に基づき、「BIPROGYグループ人権方針」を策定し、全
役職員およびサプライヤーを含むビジネスパートナーに適用
しています。人権に関する取り組みは、サステナビリティ委員
会と下部組織のソーシャル委員会で審議し、経営会議を経て
取締役会へ報告する体制のもと、推進しています。

人権デューデリジェンス

　当社グループは、人権リスクの特定・評価、防止・軽減・是
正、モニタリング、情報開示・対話、救済・再発防止から成る
人権デューデリジェンスを推進しています。第三者機関の支
援を受け、事業特性およびバリューチェーンを踏まえて人権リ
スクを評価し、重要課題の優先順位付けを行っています。

人権リスクアセスメント
　負の影響を特定・評価するため、自社グループを対象とす
る人権リスクアセスメントと、サプライヤーを対象とするESG
リスク調査を定期的に実施しています。
・ �自社グループが事業拠点を置く国・地域を対象とした人権リスクア

セスメント実施率：100%
・ �サプライヤー ESGリスク調査実施率：96.6%※

 ※ 人権・労働・環境・情報セキュリティ等を含む調査

・ �リスク評価方法：
　-�国際的なリスク分析・リサーチ専門機関による国別リスク
　-��従業員数、属性、雇用形態等のデータによる事業特性分析
　-��国内外の参加者を集めた人権リスクワークショップ

優先度の高い人権リスク
　2025年度は、以下を重点リスクとして、対応を推進しました。

・ �自社グループ従業員の労働慣行（長時間労働、ハラスメント）
・ �サプライヤー・業務委託先における労働慣行（長時間労働、差別的

慣行等）
・ �AI 利用に伴うプライバシー侵害・差別等のリスク
 ※ AI ガバナンスに基づく対応については P.43「AI ガバナンス」参照

・ �サプライチェーン上の労働搾取（機器調達先における強制労働、児
童労働、差別的慣行等）

BIPROGYグループ人権方針
https://biprogy.disclosure.site/ja/themes/106#269

改善対応
　特定されたリスクに対し、当社グループは以下の対応を実
施しています。

・ �全社員向け人権教育の毎年実施（2025年度受講率99.5%）
・ �サプライヤーへのサステナブル調達ガイドラインの提示
・ �ESGリスク調査の結果に基づき、優先対応が必要と判断したサプラ

イヤー12社に対する個別確認・改善要請・対話

　また、重点リスクである「自社グループ従業員の労働慣行」
について、海外グループ会社2拠点で人権インパクトアセスメ
ントを実施しました。2024年度にUSOL ベトナム（有）、2025
年度にUEL (Thailand) Co., Ltd.で評価を行い、両拠点にお
いて重大な人権侵害は確認されませんでした。把握した改善
機会を踏まえ、継続して改善活動を進めています。

指標・KPI
人権尊重の取り組みのKPI

KPI 目標 達成年度 2025年度実績
人権方針の見直しおよび 
社員への理解浸透活動

毎年 
実施

2026年度まで
毎年度 実施済

全グループ会社への人権 
リスクアセスメント再実施 
および課題への対応着手率

100% 2026年度 対応着手率
100%

　これらの結果を踏まえ、重点リスクへの対応状況を継続的
に確認し、改善施策の実効性向上に取り組みます。

救済措置
　当社グループは、従業員・ビジネスパートナーを含む社内
外ステークホルダーが利用可能な相談窓口・通報制度を整備
しています。通報があった場合は、独立性・匿名性を確保し
た上で調査・是正措置を実施します。

人権尊重の取り組み全体スキーム

人権方針

救済

人権デュー 
デリジェンス

人権の尊重に対する 
BIPROGYグループのコミットメント

負の影響対応

負の影響の特定

負の影響の防止・軽減

実効性評価および救済を通じて特定された課題は、次回の人権リスク
の特定・対応に反映しています。

取り組みの実効性評価

説明・情報開示・エンゲージメント
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人権

https://biprogy.disclosure.site/ja/themes/106#269


変革を支えるガバナンス

「Vision2030」の実現には、経営と監督が同じ未来を 
見据え、率直な対話を重ねることが欠かせません。
CEOと社外取締役（指名・報酬委員会委員長）が、 
成長投資や人財育成、ガバナンスの在り方を語り合い、
挑戦を成功へ導く「問い」と対話の価値を掘り下げます。

代表取締役社長 CEO

齊藤 昇
社外取締役 独立役員（指名・報酬委員会委員長）

ナリン アドバニ

挑戦を成功へ導く「問い」が、経営判断を磨く

まず、「Vision2030」に向けた現在のBIPROGYをどのように
捉えていますか。

齊藤　社名をBIPROGY へ変更してから、私たちは社会課題を
起点に、お客様と共に価値を創る会社への変革を進めてきま
した。この2年間で、「Purpose」に込めた想いと経営方針が社
員一人ひとりへ浸透し、実行に移すフェーズに入っていることを
実感しています。一方で、お客様から求められる役割は大きく
変わっています。システムを提供するだけではなく、事業変革

を共に実現する存在へ進化することが必要だと考えています。
アドバニ　私が社外から見ていて最も変わったと感じるのは、

「IT 企業」という説明をしなくなったことです。以前は技術や
システムが会話の中心でしたが、現在はお客様の経営課題や
社会課題から議論が始まるようになりました。その変化は取
締役会での議論でも強く感じています。
　一方で、当社グループには長年積み重ねてきたお客様との
信頼関係という大きな強みがあります。しかし、その強みだけ
では持続的な成長を実現することはできません。
　AIの進化や産業構造の変化によって競争環境が急速に変わ
るなか、取締役会でも、「現状維持ではなく、どのように変革
を加速させるか」という視点で議論する機会が増えています。

取締役会の議論も変わってきたのでしょうか。

アドバニ　大きく変わりました。もちろん監督機能は重要で
すが、それだけでは企業価値は向上しません。現在の取締役
会では、「何をリスクとして避けるか」だけでなく、「どのよう
なリスクを取るべきか」という議論が増えています。時には前
提そのものを問い直し、時には「もっと踏み込むべきではな
いか」と背中を押すことも必要です。
　「Vision2030」の実現には、従来の延長線上の経営では十
分ではありません。そのため、経営陣から提案された戦略に
対しても、「その前提は本当に正しいのか」「その成長投資で十
分なのか」といった問いを投げ掛けています。
　カタリナマーケティングジャパン（株）のM&A 案件でも、「な
ぜ今なのか」「買収後にどのような価値を生み出すのか」「PMI
まで本当に描けているのか」を何度も議論しました。投資規
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模だけではなく、その投資が「Vision2030」の実現にどう結
びつくかを徹底的に確認したのです。挑戦を止めるためでは
なく、成功へ導くための議論です。その意味で、取締役会も以
前より戦略的な役割を担うようになったと感じています。
齊藤　あの議論は私も印象に残っています。社内だけで考え
ていると、どうしても事業シナジーへ目が向きます。しかし社
外取締役からは、「市場はどう評価するか」「社員へどう伝え
るか」といった異なる角度から問いをいただきました。その問
いによって、投資だけではなく、その後の実行計画までをより
踏み込んで整理することができました。
　社外取締役の皆さんからいただく意見は、単にチェックを
受けているという感覚ではありません。多様な観点からの問
いを受けることで、私たちは、自社だけでは見落としがちなス
テークホルダーの期待、社会から見た責任にも目を向けるこ
とができます。そうした対話を通じ、挑戦をより確かなものに
し、関係者が前に進める意思決定へ高めていくことが重要だ
と考えています。社外取締役の皆さんは資本市場や社会、あ
るいは他産業での経験も踏まえて議論されます。その視点が
加わることで、私たちはより広い視野で意思決定できるように
なります。その結果として、経営判断の精度が高まり、戦略そ
のものが磨かれていく。私は、それがガバナンスの本来の価
値だと思っています。だからこそ私は、取締役会や指名・報

酬委員会での建設的な対話を、経営を支える重要なプロセス
だと考えています。

挑戦を支えるガバナンスが、成長を加速する

2025年度はカタリナマーケティングジャパンのグループインと
いう大きな経営判断がありました。こうした成長投資を、どの
ような考えで進められたのでしょうか。

齊藤　カタリナマーケティングジャパンは、当社にとって設立
以来の大きな投資判断の一つでした。市場では投資規模に
注目が集まりましたが、私たちが議論していたのは金額だけ
ではなく、「この投資によって、お客様、さらには業界全体やサ
プライチェーン横断、そして社会に対してもどのような価値を
提供できるようになるのか」が議論の最大のテーマでした。
　当社グループはこれまでリテール業界のDX を支えてきまし
たが、カタリナマーケティングジャパンのデータやマーケティン
グの知見と、私たちが培ってきた業務理解や社会実装力を組
み合わせることで、提供価値は大きく広がります。私は、M&A
とは事業規模を拡大するためではなく、価値共創の領域を広
げるための経営判断だと考えています。
アドバニ　取締役会でも、議論の中心はまさにそこでした。

「大型案件だから慎重に」という姿勢ではありません。むしろ、
「この 投 資 が「Vision2030」の 実 現 に どう結 びつくの か」
「BIPROGY グループが将来どのような会社を目指すのか」と

いう視点で議論を重ねました。投資の是非ではなく、どのよ
うな価値を創出するのか。そのストーリーが描けているかを
重視したのです。もちろん、投資回収や資本効率、PMI の進
捗を継続的に検証することは、取締役会の重要な責務です。
そのうえで、財務的な成果だけでなく、この投資によって当社
グループが将来どのような価値を創出できる会社になるのか

まで見届ける必要があります。挑戦に伴うリスクを理解した
うえで、その挑戦を成功へ導く仕組みを整えることこそ、私た
ちの役割です。

AI についても、同様の考え方でしょうか。

齊藤　はい。AI についても考え方は同じです。重要なのは、
AIを導入することではなく、お客様と社会の変革をどう実現す
るかです。AI はあくまで手段であり、長年培ってきた業務理解
や社会実装力と組み合わせることで、初めて価値を生み出す
ことができます。AI 時代になればなるほど、この強みはより重
要になると考えています。
アドバニ　私は AI の可能性を非常に大きく見ていましたが、
同時に、早い段階から倫理や品質、セキュリティなどのリスク
にも目を向ける必要があると考えていました。AI は大きな成
長機会である一方、AI 倫理や個人情報保護、サイバーセキュ
リティなど、取締役会として目を向けるべき課題もあります。
しかし、リスクを理由に挑戦を止めることは適切ではありませ
ん。リスクを管理する目的は、挑戦を止めることではなく、適
切なガバナンスのもとで安心して、より大胆に挑戦できる環境
をつくることです。その意味で、AI ガバナンスやAI 倫理への取
り組みも、企業価値を支える重要な基盤だと考えています。
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齊藤　私もその点は非常に重要だと考えています。だからこ
そ、当社グループは2020年の段階からAI ポリシーを策定し、
AI ガバナンスを整備することで、お客様が安心してAI を活用
できる環境づくりにも取り組んでいます。AI の時代になるほ
ど、経営者に求められる役割も変わります。答えを示すこと
以上に、「何を問い、お客様と共にどのような未来を描くか」
が重要です。技術を活用するだけでなく、人とAI、人と組織、
企業と社会のより良い協力の在り方を設計していくことが、経
営に問われているのだと思います。
アドバニ　その点は、指名・報酬委員会でも繰り返し議論し
ています。AI が進化しても、企業価値を生み出すのは最終的
には人です。だからこそ、私たちは経営人財を現在の成果だ
けでは評価しません。「Vision2030」、そしてその先を見据え
れば、現在の事業を着実に運営する力に加え、既存事業を変
革できる人、新しい事業を創出できる人、テクノロジーと経営
の両方を理解できる人、多様な人財を率いることができる人
が必要です。どれだけ未来を描き、人を育て、組織を変革で
きるか。その視点こそが、これからの経営陣に求められる資
質だと考えています。

齊藤　私はまさにそこが重要だと思っています。AI が急速に
進化する中で、人に求められるのは、何を問い、お客様やパー
トナーと共にどのような未来を描くのかという力です。その力
を持つ人財が、これからの当社グループの競争力を支えてい
くと考えています。

企業価値を支えるのは、「挑戦」と「対話」

「Vision2030」の実現に向けて、今後、取締役会や指名・報
酬委員会でさらに議論を深めるべきテーマは何でしょうか。

アドバニ　指名・報酬委員会で私たちが最も重視しているの
は、「今の経営を評価すること」だけではなく、その先の経営
をどうつくるかです。CEOの選解任や役員報酬を決めるだけ
ではありません。そのためには「Vision2030」、そしてその先
を見据え、どのような経営チームが必要なのかを考え続ける
ことが重要です。本当に重要なのは、経営チーム全体が持続
的に企業価値を高められる状態にあるかを、中長期の視点で
見続けることです。サクセッションプランについても、候補者
を議論するだけではありません。どのような経験を積ませ、ど

のような責任を担わせることで次世代の経営人財を育ててい
くのか。そのプロセスを重視しています。経営人財は、一朝
一夕に育つものではありません。
齊藤　私も、経営は一人で行うものではないと思っています。

「Vision2030」の実現には、多様な専門性を持つ経営チーム
が率直に議論し、一つの方向へ力を合わせることが欠かせま
せん。私自身も、社外取締役や指名・報酬委員会からの問い
によって、戦略の解像度が高まったと感じています。経営者に
とって本当にありがたいのは、賛成してもらうことではなく、本
質的な問いを投げ掛けてもらえることです。その対話がある
からこそ、自信を持って挑戦できます。
アドバニ　ガバナンスは、ともすると「監督」や「牽制」とい
う言葉で語られがちです。しかし、規律だけでは企業は成長
できません。社会課題が複雑化し、技術革新のスピードが増
す時代には、新たな挑戦を後押しし、必要な場面では軌道修
正を促すことが重要です。私は、BIPROGYのガバナンスの特
徴は、「挑戦を止めないガバナンス」にあると思っています。リ
スクを見ることはもちろん重要ですが、それ以上に、挑戦を成
功へ導くための問いを投げ続けることが、取締役会、そして指
名・報酬委員会の役割です。
齊藤　私もそう感じています。経営者が安心して挑戦できる
のは、率直に議論できる取締役会があるからです。多様な立
場の人々が率直に対話を重ねながら、より良い意思決定を積
み重ねていく。その企業文化こそが、当社グループの競争力で
あり、「Vision2030」を実現する原動力になると信じています。
　こ れ から も 社 外 取 締 役 を含 め た 経 営 チ ーム として、

「Vision2030」とその先の未来を見据えた判断力と変化へ 
の耐性を高めながら、BIPROGY グループ全体で取り組んで 
いきます。
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2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

コーポレート・ガバナンス強化の取り組み

BIPROGYグループが持続的に成長し、中長期的な企業価値の向上を図るためには、適正かつ有効な監視・監督のもと、経営者による健全かつ迅速な経営判断を可能とする仕
組み（コーポレート・ガバナンス）が不可欠であり、当社はその構築および維持ならびに不断の改善を行います。
また、社会課題を解決する企業として社会に貢献していくために、すべてのステークホルダーとの信頼関係を構築することができるよう、「ステークホルダーの声に真摯に耳を傾
け、企業価値向上に努めます」を企業理念の一つとして定めるとともに、当社はこの理念に沿って事業活動を進めます。

ガ
バ
ナ
ン
ス
の
変
遷

役
員
構
成
の
変
遷

2015年
指名・報酬委員会の設置

「コ ー ポレート・ガバナンス 
および内部統制原則」の制定

「社外取締役の独
立性に関する判
断基準」の策定

2015年
女性社外取締役を1名増員（社外取締役3名→4名）

2016年
社外監査役も含む「社外役員の独立性に関する判断基準」に改定

※ 各年の定時株主総会後の取締役の構成を記載

2021年
社外取締役を増員し、スキル・マトリックスを開示

2024年
女性社内取締役
の就任

2025年
社外取締役が過半数に

2022年
社外取締役が半数に

2019年
指名・報酬委員
会の委員長に社
外取締役が就任

2020年
指名・報酬委員会委員のうち、 
独立社外取締役を2名に増員�  

（委員4名のうち社外2名）

2022年
指名・報酬委員会委員のうち、 
独立社外取締役が過半数に 

（委員3名のうち社外2名）

2024年
指名・報酬委員
会委員のうち、独
立社外取締役を
3名に増員（委員
4 名 のうち社 外 
3名）

2025年
指名・報酬委員
会委員のうち、独
立社外取締役を
4名に増員（委員
5 名 のうち社 外 
4名）

2016年
取締役会の実効性評価の開始 

（2017年度、2019年度、2023年度の評価は外部専門機関を起用）

業績連動型賞与の導入

「最高経営責任者等の
後継者計画」の策定

2021年
役員報酬体系を改定 

（譲渡制限付株式報酬制度の導入）
2018年
経営リーダープログラムを開始
最高経営責任者等の後継者計画の対象を経営陣幹部に拡大

2024年
サクセッション・プランを見直し、次世代経営人財を 
対象とした選抜型育成プログラムを開始

社外 4名社内 4名 社外 4名社内 5名 社外 3名社内 6名 社外 3名社内 5名 社外 4名社内 5名 社外 4名社内 4名 社外 5名社内 4名

8名
（うち 

女性1名）

9名
（うち 

女性1名）

9名
（うち 

女性2名）

8名
（うち 

女性2名）

9名
（うち 

女性2名）

8名
（うち 

女性2名）

9名
（うち 

女性3名）

マテリアリティ コーポレート・ガバナンスの強化とインテグリティの向上

取締役の構成※
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コーポレート・ガバナンス



コーポレート・ガバナンス体制

　当社は、社外取締役を含む取締役会による監督および社外
監査役を含めた監査体制が経営の監視に有効と判断し、監
査役会設置会社制度を採用しています。取締役会は、変化の
激しい業界特性を踏まえ、業界や社内事情に精通した社内取
締役を中心としつつ、豊富な経営経験や専門知識等を有する
社外取締役を選任することで、より広い視野と客観性を備え
た意思決定と実効性の高い監督機能の発揮を図っています。
また、経営の監督と執行を分離し、迅速な業務執行を実現す
るため、執行役員制度および業務執行役員制度を採用し、適
切な範囲で権限委譲を行っています。

コーポレート・ガバナンス体制図（2026年6月25日現在）

株主総会

監査役室

会計監査人

生命科学研究倫理 
審査委員会

代表取締役社長

経営会議

業務執行組織（事業部門ほか）

選任・解任 選任・解任

補佐

諮問

答申

代表取締役の
選定・監督

選任・解任

会計監査
諮問答申

監査

監査

報告監査役会4名 
（うち女性1名）

相互連携

指名・報酬委員会5 名

投資委員会 コンプライアンス委員会

ビジネス審査委員会 リスク管理委員会・事業継続プロジェクト

総合セキュリティ委員会情報システム戦略委員会

技術戦略委員会

サステナビリティ委員会

環境貢献委員会

ソーシャル委員会

社外3名
（独立社外3名）

社内1名

社外4名
（独立社外4名）

社内1名

委員長

議長

役員の構成

社外取締役比率

社外監査役比率

女性取締役比率

女性監査役比率

外国籍取締役比率

社外  
5名
56%

社外  
3名
75%

女性  
3名
33%

女性  
1名
25%

外国籍 
1名  
11%

社内  
4名
44%

社内  
1名
25%

男性  
6名
67%

男性  
3名
75%

日本国籍 
8名
89%

取締役 9名 取締役 9名 取締役 9名

監査役 4名 監査役 4名

グループ内部監査部

取締役会9名 
（うち女性3名）

社内4名 社外5名
（独立社外5名）

議長
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取締役会
2025年度実績   開催：12回

　原則として毎月開催。当社の経営の基本方針その他重要
事項等の審議、決定を行うとともに、取締役および執行役員
による職務執行を含め、経営全般に対する監督を行っている。
また、経営環境の変化に迅速に対応できる機動的な経営体制
の確立と取締役の経営責任を明確にするため、取締役の任期
を1年としている。

監査役会
2025年度実績   開催：16回

　各監査役は取締役会をはじめとする重要な会議への出席、
業務や財産の状況の調査、会計監査人の選解任や監査報酬
に係る権限の⾏使等を通じて、取締役の職務執⾏および内
部統制システムに関わる監査を⾏っている。なお、監査役の
監査の実効性を高め、かつ監査機能が円滑に遂⾏されるよ
う、監査役室員（専任者2名）が監査役の職務遂⾏を補佐し
ている。

指名・報酬委員会
2025年度実績   開催：14回

　当社役員および執⾏役員の人事、報酬に関する事項を審
議・答申するため、取締役会の諮問委員会として設置。決議
の成立には独立社外取締役の出席を必須とし、かつ独立社外
取締役を含む出席委員の全員一致が必要。

2025年 2026年

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

取締役会の開催 ● ● ●● ● ● ●� ● ● ●� ● ●

主
な
審
議
内
容

「経営方針（2024-2026）」の進捗状況

出資案件の検討 ● ● ●� ● ● ●

役員等の人事や評価、報酬に関する事項 ● ● ● ● ● ●

当社グループのリスク管理やコンプライアンスを含む 
内部統制システムの運用状況 ● ● ● � ● ● ●

政策保有株式や取締役会の実効性評価を含む 
コーポレートガバナンス・コードに関する取り組み状況 ● ● ● � ● ● ● ● ●

サステナビリティに関する取り組み状況 ● ● ● ●

投資家との対話状況 ● ●

組織風土改革等の取り組み状況 ● ●

2025年度の重点監査項目

● �経営方針、経営計画の遂行状況
● �内部統制システムの強化に向けた取り組み状況
● �リスク管理の高度化に向けた取り組み状況
● �コンプライアンス態勢強化への取り組み状況
● �組織風土の改善への取り組み状況

2025年度の指名・報酬委員会における主な審議内容

● �取締役会・監査役会の構成や取締役・監査役に求められる 
専門性と経験（スキル・マトリックス）に関する事項

● �取締役および執行役員候補者の人事案（代表取締役、職務代行順位、 
実績評価および再任妥当性、後継者育成計画等を含む）

● �賞与支給額
● 譲渡制限付株式の発行・割り当て

※ 指名・報酬委員会の審議結果は、取締役会に報告・答申を行っています。

2025年度の取締役会における主な審議内容

グループ内部監査部
　当社グループ全体の内部統制の有効性と効率性を監査す
るために、独立した当社社内組織として設置。社内組織およ
びグループ子会社の活動状況を確認し、監査を実施している。
また、取締役会において監査結果を報告している。

経営会議
　業務執⾏の重要事項を決定するための意思決定機関とし
て、取締役を兼務する執⾏役員および社長が任命する者を構
成員とする経営会議を設置し、効率的な意思決定を⾏ってい
る。なお、経営会議には監査役が出席できることとしており、
通常、常勤監査役が出席する。

60BIPROGYグループ
統合報告書 2026

イントロダクション � 価値創造ストーリー � 価値創造戦略 � 価値創造を支える基盤 � データセクション
CSOメッセージ ／ 環境 ／ サプライチェーン ／ 人権 ／ CEO・社外取締役対談 ／ コーポレート・ガバナンス ／ インテグリティの向上 ／ リスクマネジメント ／ ステークホルダー・エンゲージメント



取締役会の実効性評価

　当社は、持続的な企業価値向上のために、取締役会がその
機能を十分に発揮し、ガバナンスの強化を図ることが重要で
あると考えています。そのため、2015年度より毎年、取締役
会の実効性評価を実施しています。2025年度は、取締役・監
査役全員を対象に記名式アンケートを実施し、その結果につ
いて外部コンサルタントによる分析を行いました。分析結果
を踏まえ、取締役会の現状や課題、改善に向けた取り組みに
ついて審議・評価しました。

評価方法

（1）議題の工夫、事前説明の充
実、現場視察の実施などの対応
を踏まえ、ポジティブな評価が
なされたが、引き続き、海外戦
略等の事業戦略・技術戦略・人
財戦略や国内外の社会情勢を
踏まえた具体的リスクなどのさ
らなる議論の深化およびそのた
めの事前の情報提供や議題設
定等の工夫が必要である。

（2）定期的な報告、事前説明の
実施などの対応がなされ、一定
の進捗はあったものの、引き続
き、組織風土の改革、現場への
コンプライアンス意識・リスク管
理意識の浸透に向けた取り組
みに関する情報提供の工夫によ
り、モニタリングの実効性を高
めることが必要である。

2025年度の全取締役（9名）および全監査役（5名）への 
記名式アンケート調査

Step 1

�取締役会による現状把握・評価・審議Step 2

�取り組みStep 4

�評価結果に基づく対応方針策定Step 3

評価項目（全38問）

① �経営上の課題と取締役会の 
役割・機能

② �2025年度の対応方針の進展 
状況

③ 取締役会の規模・構成
④ 取締役会の運営状況
⑤ 指名・報酬委員会の構成と役割
⑥ 指名・報酬委員会の運営状況
⑦ 役員研修

⑧ 社外取締役に対する支援体制
⑨ �取締役からみた監査役の役割・ 

監査役に対する期待
⑩ 監査役の役割
⑪ 投資家・株主との関係
⑫ �当社のガバナンス体制・ 

取締役会の実効性全般
⑬ 自己評価

（1）「Vision2030」を見据え、以下の主な経営の重要課題およびリスクについ
て優先順位を定め、取締役会内外での議論の深化を図るとともに、情報共有
の充実、年間を通した議題の設定や資料の工夫に引き続き努める。

・中長期的な競争状況・市場の動向をふまえた当社の得意領域
・事業戦略の着実な実行に対する評価・検証
・投資戦略、海外戦略を進める上でのリスク許容度・リスク抑制策
・�グローバル戦略 
・�人財育成・人財確保（中長期的なマネジメント層の多様性の促進、 

CEOおよびCEO 以外の経営陣幹部のサクセッション・プラン等を含む）
・外部環境の変化をふまえた中長期的な技術・イノベーションの動向
・海外を含むM&Aや子会社設立におけるグループ経営の強化　等

［評価結果］
年間議題の設定や適切な情報共有により、重要な課題に関する議論の機会が
拡充されたと評価。引き続き、グローバル戦略、投資戦略、人財戦略、リスク
マネジメントなどについて、優先順位をつけた効果的な議論を継続する。

（2）組織風土の改革、現場へのコンプライアンス意識・リスク管理意識の浸透
に向けた取り組みに関する情報提供の充実化によりモニタリングの実効性を高
める。

［評価結果］
組織風土改革、コンプライアンス意識・リスク管理意識の浸透に関する情報提
供の拡充により、モニタリングの機会も増え、実効性の向上が図られていると
評価。引き続き、モニタリングの深化に努める。

（1）従前からの取締役会での取
り組みに加え、以下の経営の重
要な課題およびリスクのモニタ
リングに優先的に取り組み、取
締役会内外での議論の深化を
図る。
�・AI 時代の経営戦略

・�コア事業の強化および成長事業
における新たな収益基盤の確立

・�投資案件のフォローアップを含む
グループ経営の強化

・�上記を推進するための人財育成・
人財確保

（2）当社グループにとって望まし
いコーポレート・ガバナンス（機
関設計やサクセッション・プラン
等）の在り方を改めて議論する。

2025年度の評価結果と2026年度の対応方針
　質問票の結果をもとに、取締役会にて審議した結果、評価
項目に関しては、総じて高い評価となり、下図の「2025年度
の対応方針」に関する取り組みも高い評価がなされました。
他方、「経営上の課題と取締役会の役割・機能」を中心に、取
締役会の実効性のさらなる向上に向けた取り組みが必要な
事項として次の項目が挙げられました。

2024年度の評価結果 2025年度の対応方針および評価結果 2026年度の対応方針

■ 取り組みが必要な事項
1.�重要な経営課題として、グローバル展開に伴う人財確保を含む人財

戦略、AI 技術の発展への対応、大型投資のPMIを含む経営管理の
高度化やグループ経営におけるガバナンス強化、経営方針の達成に
向けたリスクマネジメント等が挙げられており、優先度も踏まえながら、
これらのモニタリング・議論をさらに充実させる必要がある。

2.�取締役会の役割・機能としては、特に、経営戦略、リスク管理、資本配
分、人財戦略などに対する監督機能の発揮が重要。また、経営のス
ピードや柔軟性、取締役会の実効性と監督機能のさらなる高度化な
どの観点から、執行側へのさらなる権限移譲の可能性も含め、当社グ
ループにとって、より望ましいコーポレート・ガバナンスの在り方の議論を
深化させていくべきである。

2025年度の評価結果と2026年度の対応方針
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取締役・監査役の構成、スキル・マトリックス

スキル・マトリックスの項目選定理由

他社での経営経験
事業環境が急速に変化する中、経営者が「経営方針（2024-2026）」のもと、的確かつ迅速
な経営判断を行い、会社を社会的価値創出企業へ変革させていくためには、他社の企業経
営経験や実績を持つ社外取締役による的確な助言・監督が有用である。

業界知識
会社が「経営方針（2024-2026）」のもと、お客様やパートナーとともにビジネスエコシステ
ムを拡大していくためには、ICT、DX をはじめとする情報サービス業界の豊富な知識が必須
である。

技術・研究開発
テクノロジーが急速に進化する中、会社が「経営方針（2024-2026）」のもと、お客様やパー
トナーとともにビジネスエコシステムを拡大していくためには、先端テクノロジーを含む技術
や研究に関する豊富な知見が必須である。

財務・会計
会社が透明・正確な財務報告、強固な財務基盤、持続的な企業価値向上に向けた戦略投
資、適正な株主還元を配慮した資本政策を実現するにあたっては、財務・会計に関する豊富
な知見が必要である。

法務／ 
リスクマネジメント

中長期的な企業価値向上を図るためには、コーポレート・ガバナンスの強化に加え、多様
化・複雑化するリスクに的確かつ迅速に対応するためのリスクマネジメントが不可欠である
ことから、これらに関する豊富な知見が必要である。

ESG ／ 
サステナビリティ

「経営方針（2024-2026）」のもと、当社が目指す持続可能な社会の実現のためには、気候変
動への対応、人財戦略、ダイバーシティ＆インクルージョンを含むESG ／サステナビリティ推
進に関する豊富な経験や知見が求められる。

グローバルビジネス お客様やパートナーとともにビジネスエコシステムを拡大していくにあたっては、ボーダレス
な視点が不可欠であることから、グローバルビジネスに関する豊富な知見が求められる。

独立社外役員

※1 ESG（環境・社会・ガバナンス）のS には人財戦略、ダイバーシティ& インクルージョン等も含めています。
※2 片山 雄一氏は、2025年6月25日に指名・報酬委員会委員に選定され、同日以降に開催した指名・報酬委員会の回数は11回です。
※3 寺浦 康子氏は、2025年6月25日に取締役に就任し、同日以降に開催した取締役会の回数は、10回です。

※4 �松永 諭氏、淵﨑 正弘氏および井上 雅子氏は、2025年6月25日に監査役に就任し、同日以降に開催した取締役会の回数は10回、監査役会
の回数は11回です。

在任年数
2025年度の出席状況（出席回数／開催回数） スキル・マトリックス

取締役会 監査役会 指名・報酬委員会 他社での 
経営経験 業界知識 技術・研究開発 財務・会計 法務／ 

リスクマネジメント
ESG ／ 

サステナビリティ※1
グローバル 

ビジネス

取
締
役

代表取締役社長 CEO
（取締役会議長） 齊藤　昇 10年 12/12回 ー ー ● ● ● ● ●

代表取締役専務執行役員 CSO 葛谷　幸司 10年 12/12回 ー ー ● ● ● ●

取締役執行役員 CHRO
（指名・報酬委員会委員） 澤上　多恵子 2年 12/12回 ー 14/14回 ● ● ● ●

取締役 金沢　貴人 5年 12/12回 ー ー ● ● ● ●

取締役（社外取締役）
（指名・報酬委員会委員長） ナリン　アドバニ 5年 12/12回 ー 14/14回 ● ● ● ● ●

取締役（社外取締役）
（指名・報酬委員会委員） 池田　義典 4年 12/12回 ー 14/14回 ● ● ● ●

取締役（社外取締役）
（指名・報酬委員会委員） 大崎　麻子 3年 12/12回 ー 14/14回 ● ● ●

取締役（社外取締役）
（指名・報酬委員会委員） 片山　雄一※2 2年 12/12回 ー 11/11回 ● ● ● ●

取締役（社外取締役） 寺浦　康子※3 1年 10/10回 ー ー ● ● ●

監
査
役

監査役
（監査役会議長） 古林　幹教 2年 12/12回 16/16回 ー ● ● ●

監査役（社外監査役） 松永　諭※4 1年 10/10回 11/11回 ー ● ● ●

監査役（社外監査役） 淵﨑　正弘※4 1年 10/10回 11/11回 ー ● ● ● ● ●

監査役（社外監査役） 井上　雅子※4 1年 10/10回 11/11回 ー ● ● ●

取締役の選任理由は、第82回定時株主総会招集通知（P.12-16）をご覧ください。
https://www.biprogy.com/invest-j/uploads/2026gm.pdf
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役員一覧（2026年6月25日現在）

取締役

取締役執行役員  
CHRO
澤上 多恵子
当社株式所有数 
7,500株

1986年	 4月	�当社入社
2004年	 4月	�当社産業流通第二事業部長
2009年	 4月	�当社流通事業部長
2010年	 4月	�当社流通第二事業部長
2012年	 4月	�当社ビジネスサービス事業部長
2013年	 4月	�当社執行役員
2016年	 4月	�当社常務執行役員
2016年	 6月	�当社取締役常務執行役員
2020年	 4月	�当社代表取締役専務執行役員
2022年	 6月	�セイコーグループ（株）  

社外取締役（現）
2024年	 4月	�当社代表取締役社長（現）

1986年	 4月	�当社入社
2011年	 7月	�流通第二事業部ビジネスサービス 

営業五部 部長
2014年	 4月	�ビジネスサービス事業部営業一部  

部長
2016年	 4月	�総合マーケティング部 部長
2018年	 4月	�グループマーケティング部 部長
2020年	 6月	�グループマーケティング部 部長 兼 

Emellience Partners（株） 取締役
2020年	11月	�グループマーケティング部 部長 兼 

Emellience Partners（株） 取締役 
（2021年6月退任） 兼  

テック・ビューイング（株）  
代表取締役（2021年3月退任）

2021年	 6月	�ユニアデックス（株）監査役
2024年	 6月	�当社監査役（現）

1985年	 4月	�国税庁入庁
1992年	 7月	�広島国税局瀬戸税務署長
1995年	 7月	�ハーバード大学ロースクール 

（Master of Laws 1996年6月取得）
2004年	 7月	�ジョージタウン大学ローセンター 

客員研究員（2005年6月退任）
2008年	 7月	�国税庁長官官房相互協議室長、 

名古屋国税局総務部長、 
国税庁長官官房国際業務課長、 
同調査査察部調査課長、 
沖縄国税事務所長等を歴任

2020年	10月	�辻󠄀・本郷税理士法人 法人・国際税務
担当統括部長

2020年	11月	税理士登録
2021年	 4月	�明治大学専門職大学院グローバル・ 

ビジネス研究科兼任講師（2022年 
4月より特任教授、2026年4月より 
教授（現））

2022年	 4月	�辻󠄀・本郷税理士法人 特別顧問（現）
2022年	 6月	�当社社外取締役（現）

1985年	 1月	�当社入社
2007年	 7月	�当社 SW＆サービス本部 S-BITS 

適用統括 PM
2011年	 4月	�当社金融第三事業部長
2012年	 4月	�当社金融事業部門副部門長
2014年	 4月	�当社執行役員 兼 経営企画部長
2016年	 4月	�当社常務執行役員
2016年	 6月	�当社取締役常務執行役員
2021年	 4月	�当社取締役専務執行役員
2024年	 4月	�当社代表取締役専務執行役員（現）

1989年	 4月	�農林中央金庫入庫
2009年	 8月	�同金庫審査部部長代理 兼 審査役
2010年	 7月	�同金庫審査部副部長 兼 審査役
2012年	 7月	�同金庫総務部副部長
2014年	 6月	�同金庫審査部長
2017年	 7月	�同金庫大阪支店長
2019年	 4月	�同金庫常務執行役員 

（2021年3月退任）
2021年	 4月	�同金庫常任参与（2021年6月退任）
2021年	 6月	�宝ホールディングス（株）社外監査役 

（2025年6月退任）
2025年	 6月	�当社監査役（現）

1997年	 5月	�米国コロンビア大学国際公共政策 
大学院修了（国際関係修士、国際 
人権・人道問題専攻）

1997年	 6月	�国際連合開発計画（UNDP） 
ニューヨーク本部（資金渉外局、 
開発政策局）入局

2005年	 1月	�国際協力・ジェンダー・ 
スペシャリストとして独立（現）

2011年	 6月	�特定非営利活動法人 Gender Action 
Platform 理事（現）

2016年	 4月	�外務省「女性・平和・安全保障（WPS）
行動計画」評価委員（現）

2021年	 4月	�内閣府男女共同参画会議専門委員（現）
2022年	 1月	�ISO/PC337「ジェンダー平等の推進

及び実施のガイドライン」国内 
委員会委員・日本代表エキスパート

2023年	 6月	�当社社外取締役（現）
2024年	 1月	�外務省 国連女性の地位委員会

（CSW）日本代表（現）
2024年	 4月	早稲田大学教育学部非常勤講師（現）
2024年	 9月	一般社団法人チェンジングメン理事（現）
2025年	 5月	�株式会社フジテレビジョン  

サステナビリティ経営委員会外部 
アドバイザリーボードメンバー（現）

2026年	 3月	�株式会社テノ．ホールディングス  
社外取締役（監査等委員）（現）

1993年	 4月	�当社入社
2016年	10月	�当社広報部長
2020年	 4月	�当社経営企画部長
2021年	 4月	�当社業務執行役員 CRMO
2024年	 4月	�当社執行役員
2024年	 6月	�当社取締役執行役員（現）

1979年	 4月	�（株）日本興業銀行（現・（株）みずほ
銀行）入行

2008年	 4月	�（株）みずほコーポレート銀行 
（現・（株）みずほ銀行）執行役員

2009年	 7月	�同行常務執行役員営業担当役員
2012年	 4月	�（株）みずほ銀行常務執行役員 

営業店副担当役員
2013年	 4月	�（株）オリエンタルランド 

常務執行役員
2013年	 6月	�同社取締役常務執行役員
2015年	 4月	�同社取締役専務執行役員
2019年	 4月	�同社取締役副社長執行役員
2022年	 4月	�同社取締役副社長執行役員  

CVC 事業・経理部・スポンサー 
マーケティングアライアンス部管掌、
事業開発部担当

2024年	 4月	�同社取締役副社長執行役員 
スポンサーマーケティング 
アライアンス部・特命事項担当

2024年	 6月	�当社社外取締役（現）
2025年	 4月	�（株）オリエンタルランド取締役
2025年	 6月	�（株）オリエンタルランド顧問 

（2026年6月退任）

1998年	12月	�大日本印刷（株）ビジネスフォーム 
事業部東京営業企画本部デジタル・
ネットワーク化推進部長

2017年	 4月	�（株）DNPデータテクノ 代表取締役
社長

2018年	 4月	�大日本印刷（株）情報システム本部長
2018年	 7月	�同社 ABセンターICT 事業開発本部長
2019年	 6月	�同社執行役員 AB センター ICT 事業

開発本部長
2021年	 6月	�当社取締役（現）
2021年	10月	�大日本印刷（株）執行役員 AB 

センター長、情報システム本部担当
2022年	 6月	�同社常務執行役員 AB センター長、

情報システム本部担当
2024年	 6月	�同社常務取締役 AB センター長、 

情報システム本部担当、教育 
ビジネス本部担当、技術・研究開発
本部 ICT 統括室担当、コンテンツ・
XRコミュニケーション本部担当

2026年	 4月	�同社常務取締役 AB センター長、 
情報システム本部担当、教育 
ビジネス本部担当、技術・研究開発
本部 ICT 統括室担当、同本部 AX 
共創推進室担当、コンテンツ・XR 
コミュニケーション本部担当（現）

1979年	 4月	�（株）住友銀行（現（株）三井住友 
銀行）入行

2007年	 4月	�同行執行役員事務統括部長
2009年	 5月	�（株）JSOL 顧問（2009年6月より 

取締役専務執行役員）
2010年	 4月	�（株）三井住友銀行常務執行役員 

（2011年4月よりCIO）
2011年	 4月	�（株）三井住友フィナンシャル 

グループ常務執行役員 
（株）日本総合研究所取締役

2011年	 6月	�（株）三井住友フィナンシャル 
グループ取締役

2012年	 4月	�（株）三井住友銀行取締役 兼  
専務執行役員

2015年	 5月	�（株）日本総合研究所代表取締役 
社長 兼 最高執行役員

2019年	 6月	�同社取締役会長
2020年	 6月	�同社特別顧問（2026年5月より顧問

（現））
2021年	 6月	�丸大食品（株）社外取締役（現）
2025年	 6月	�当社監査役（現）

2000年	 4月	�弁護士登録
2006年	10月	�ニューヨーク州弁護士資格取得
2010年	 3月	�エンデバー法律事務所設立（現）
2019年	 6月	�セイコーホールディングス（株） 

（現セイコーグループ（株）） 
社外取締役

2022年	 6月	�（株）リョーサン社外取締役 
（監査等委員）

2024年	 5月	�（株）セレコーポレーション 
社外監査役（現）

2025年	 6月	�センコーグループホールディングス
（株）社外取締役（現） 

当社社外取締役（現）

1984年	 4月	�ベンチャー投資家、投資・経営戦略 
アドバイザー（現）

1998年	 9月	�eSOL（株）取締役、 
Chief Marketing Officer

2007年	 1月	�バルコ（株）代表取締役社長 
（2011年7月退任）

2009年	 8月	�Barco Electronic Systems Pvt Ltd.  
代表取締役社長（2011年8月退任）

2010年	 1月	�UCLAアンダーソン/ シンガポール 
国立大学ビジネススクール修了

2011年	 9月	�Barco Pte Ltd. アジア太平洋担当 
副社長（2015年12月退任）

2013年	 8月	�シンガポール国立大学経営学部 
客員講師（2023年8月より特任教授、
2025年4月よりプログラムディレクター

（現））
2015年	11月	�KPISOFT Inc（現 entomo pte ltd） 

Co-Founder（現）
2016年	 2月	�Grey Orange Pte. Ltd. アジア太平洋

CEO（2019年3月退任）
2021年	 6月	�当社社外取締役（現）
2023年	 2月	�大学院大学至善館特任教授（現）
2023年	 3月	�一般社団法人横浜インドセンター 

代表理事（会長）（現）

1996年	10月	�青山監査法人（現 PwC Japan 有限
責任監査法人）入所

2019年	 4月	�企業会計基準委員会（ASBJ）実務 
対応専門委員会専門委員（2025年 
6月退任）、日本公認会計士協会 
会計制度委員会 ASBJ 実務対応 
専門委員会専門委員（2022年8月 
より専門委員長、2025年6月退任）

2022年	 7月	�PwCあらた有限責任監査法人 
（現 PwC Japan 有限責任監査法人）

パートナー（2025年6月退任）
2023年	 4月	�日本公認会計士協会修了考査運営 

委員会出題委員（現）
2025年	 6月	�当社監査役（現）

代表取締役社長  
CEO
齊藤 昇
当社株式所有数 
37,000株

代表取締役 
専務執行役員 
CSO
葛谷 幸司
当社株式所有数 
21,900株

取締役
金沢 貴人
当社株式所有数 
なし

取締役 
（社外取締役  

独立役員）
ナリン  アドバニ
当社株式所有数 
なし

執行役員、業務執行役員、理事

取締役 
（社外取締役  

独立役員）
池田 義典
当社株式所有数 
なし

取締役  
（社外取締役  

独立役員）
片山 雄一
当社株式所有数 
なし

取締役 
（社外取締役  

独立役員）
寺浦 康子
当社株式所有数 
なし

取締役 
（社外取締役  

独立役員）
大崎 麻子
当社株式所有数 
なし

監査役

監査役 
（社外監査役 

独立役員）
淵﨑 正弘
当社株式所有数 
なし

常勤監査役 
（社外監査役 

独立役員）
松永 諭
当社株式所有数 
100株

監査役 
（社外監査役 

独立役員）
井上 雅子
当社株式所有数 
なし

常勤監査役
古林 幹教
当社株式所有数 
378株

CMO
永島 直史

常務執行役員

宮田 勲

理事業務執行役員
CTO
馬場 定行 千葉 真介

CIO
中津川 信昭 渡邊 弘巳 金井 智 松本 裕志

CRMO
高成田 彰 中村 修二

村上 明伸 松尾 由香里 安嶋 健太郎 岩本 一士 藤元 達也 松本 茂樹 宮地 寿昌 香林 愛子

執行役員

山田 健嗣
CISO
宮下 尚 奥山 直哉 佐藤 秀彰

井上 慎一
CFO
今井 泰広

CCO
山内 宜子
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 a  固定報酬（月額報酬）　40%

取締役の月額報酬は月額35百万円、監査役の月額報酬は月額8百万円を
上限としています。

 b  賞与（短期業績連動）　40%

業務執⾏取締役の賞与の支給総額は、年400百万円を上限としており、親
会社の所有者に帰属する当期利益に応じて指名・報酬委員会にて定める基
準係数（当面の間は最大0.5%）および役職別基準額に従い、取締役会で具
体的な支給総額を決定する旨の決議をしています。

 c  譲渡制限付株式報酬  20％
業務執⾏取締役に対し譲渡制限付株式報酬を採用し、（i）在籍条件、（ii）中
長期の業績指標（当社株式に係る株主総利回り（TSR）の対 TOPIX 成長率）、

（iii）ESG 指標（   P.15-16参照 ）の3つの条件・指標を取り入れており、それ
ぞれに対し、3：1：2の割合で割り当てられます。

（i）の在籍条件は、株式保有を通じて株主と意識・価値共有を図ることを目
的としています。（ii）の業績指標については、中長期の業績と連動させると
ともに、TOPIX との比較により、市場全体の影響とは別に当社単独での企業
価値向上の実現の度合いを測るための指標として、（iii）ESG 指標について
は、当社が取り組む重要課題の実現のための指標として設定しています。

なお、譲渡制限付株式報酬としての金銭債権の総額は年200百万円（これ
を対価として発⾏または処分される普通株式総数は年66,000株以内）を上
限としています。

業務執行取締役の報酬イメージ

（ii）�KPI 条件業績指標（中長期業績連動）  3％ （iii）�KPI 条件 ESG 指標等（長期業績連動）  7％

報酬構成 
比率

支給形式

月額報酬  40％ 賞与  40％

（i）�在籍条件  10％

金銭 株式

固定報酬  40% 業績等に連動 60%
役員報酬制度

　業務執⾏取締役の報酬として、業績目標を100% 達成した
場合には固定報酬、業績連動賞与（親会社の所有者に帰属す
る当期利益に連動）、株式報酬の割合が4：4：2となるように
設計しています。
　社外取締役などの非業務執⾏取締役については、実効性
ある経営の助言・監督機能を担うため、業績と連動しない固
定的な月額報酬のみを支給することとしています。なお、取
締役の個人別の報酬の内容の決定については、社外の客観
的かつ公正な意見を反映させるため、指名・報酬委員会に委
任しています。

中長期 • 長期業績に連動した譲渡制限付株式報酬
　当社は2021年度に、中長期業績と連動する業績指標に加
え、気候変動等のサステナビリティ課題への対応実績を含む
長期業績条件を盛り込んだ役員報酬制度を導入しました。中
長期的に企業価値を向上させ、報酬の中長期・長期業績との
連動性を高めることを目的としています。

短期 長期中長期

2025年度の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数

区分 報酬等の総額 
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる 
役員の員数（名） a  固定報酬  b  賞与  c  株式報酬

取締役 
（社外取締役を除く。） 348 138 155 54 4

監査役 
（社外監査役を除く。） 37 37 ー ー 2

社外役員 96 96 ー ー 11

（注）1.�記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
2.�非業務執⾏取締役1名は、賞与および株式報酬の支給対象ではありません。
3.�社外取締役および監査役は、賞与および株式報酬の支給対象ではありま

せん。
4.�左記のうち株式報酬は、業務執⾏取締役3名に付与した譲渡制限付株式報

酬に係る費用のうち、2025年度に費用計上した額を記載しています。
5.�役員退職慰労金制度は、2006年4月28日開催の取締役会において決議の

うえ、2006年6月30日付で廃止しています。
6.�左記には、2025年6月25日開催の第81回定時株主総会終結の時をもって

退任した社外監査役3名の在任中の報酬等の額が含まれています。

2025年度に係る役員の報酬額等の決定過程における 
取締役会および指名・報酬委員会の活動内容

�a. 取締役会
2026年3月期の役員報酬等については、2025年6月度の取締役会におい
て、譲渡制限付株式報酬の発行・割り当て等の決議、および2026年5月度
の取締役会において、業績連動型賞与の支給の決議を行いました。また、
固定報酬の支給については、2021年5月度の取締役会において決議したと
ころに従い支給しています。

b. 指名・報酬委員会
2026年3月期の役員報酬等に関する指名・報酬委員会を4回開催し、2026
年3月期の業績連動型賞与の支給、譲渡制限付株式の発行・割り当て等に
ついて検討を行いました。

譲渡制限付株式報酬 20％
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次世代経営人財

サクセッション・プラン

　当社では、最高経営責任者を含む経営陣幹部の選定プロ
セスの透明性を確保するため、独立社外取締役が委員長を務
める指名・報酬委員会において後継者に関する計画（サクセッ
ション・プラン）を審議し、その内容を取締役会へ報告してい
ます。
　サクセッション・プランでは、最高経営責任者に求められる
重要な資質として、「真摯さ（Integrity）」を基盤に、「新しい
ものを生み出す力」「よりよくする力」「保つ力」の3つのカテゴ
リーで「先見性・ビジョン構築力」「改革力」など7つのコンピ
テンシーを定めています。これらのコンピテンシーの発揮度
は、転換・変革期か継続・拡大期かといった事業環境によって
変化すると考えています。
　また、経営陣幹部の後継者候補となる人財パイプラインの
強化に向け、人財戦略の重点施策として「次世代経営人財」
の育成を進めています。

階層①

階層②

最高経営責任者

経営陣幹部

マネジメント層

最高経営責任者に求められる資質

真摯さ
（Integrity） +

7つのコンピテンシー

❶ 先見性・ビジョン構築力
新しいものを
生み出す力❷ 洞察力・本質を見抜く力

❸ 決断力

❹ 改革力
よりよくする力

❺ 情熱・発信力

❻ 実行・完遂力
保つ力

❼ 多様性の受容・適応力

■ 新しいものを生み出す力

先見性・ビジョン 
構築力

当社グループの将来を見通し、高い志を持ってビジョンを
掲げ、未来への約束（コミットメント）をする力

洞察力・本質を 
見抜く力

グローバルな視点で世界の潮流や変化を読み解き、日本
経済、つまり世の中の動きを洞察し、あらゆるものの価値
の本質を見抜く力

決断力 予測不可能な状態の中でも、リスクを認識したうえで、揺
らぐことなく信念を持って方向性を決める力

■ よりよくする力

改革力 前例や慣習にとらわれず、意欲的な姿勢で道なき道を切
り拓き、困難に遭遇してもあきらめず、やり抜く力

情熱・発信力
何事にも情熱を持って取り組み、広くコミュニケーション
をとりながら、周囲の協力や信頼・応援を得て進む力。ま
た、高い情報感度と受信能力を持ち、夢の実現や達成す
べき目標、課題解決の方向性に向けた発信ができる力

■ 保つ力

実行・完遂力 企業が目指すべき高い目標とゴールを設定し、リーダー
シップを発揮し、必ず実行し、やり遂げ、結果を残す力

多様性の受容・ 
適応力

企業の内外を問わず、さまざまな立場の人の価値観を認
め、既成概念や既存の枠組みにとらわれず、広く交流す
る力。また、バックグラウンドが異なるさまざまな企業の
立場やものの考え方、異文化を理解し、積極的に関係を
構築する力

「次世代経営人財」の育成
　当社では、経営陣幹部の後継者を継続的に輩出するため、
サクセッション・プランに基づく人財パイプラインの強化を進
めています。「経営方針（2024-2026）」では、人財戦略の重
点施策として「次世代経営人財」の育成に取り組んでいます。

「次世代経営人財」とは、グループの価値向上に高い志を持
ち、前例にとらわれない発想と行動力、周囲を巻き込むビジョ
ンによって変革を牽引する人財です。
　2018年度より、公募制の「経営リーダープログラム」を通じ
て変革を担う人財の育成に取り組んできました。一方で、人
財パイプラインの強化や登用との連動が十分ではないという
課題があったため、サクセッション・プランを見直し、2024年
度から2階層の選抜型育成プログラムを開始しています。多
面的なアセスメントに加え、現経営陣幹部によるコーチングや
アサインメントを組み合わせ、体系的な育成を進めています。
さらに、2025年度より180度フィードバックや任意参加のマネ
ジメントセミナーなどを通じ、マネジメント層全体の育成基盤
強化を図っています。
　選抜型育成では、重点育成領域として、「ビジョン構築力」

「改革力・変革力」「決断力」「経営マインド」の4項目を設定し
ています。これらは、最高経営責任者に求められる資質を基
盤に、環境変化や経営課題の複雑化が進む中で、特に重要と
なる能力として定めたものです。
　また、「次世代経営人財」を可視化するとともに、後継者候
補準備率をモニタリングすることで、経営陣幹部の後継者を
計画的かつ継続的に輩出していきます。

サクセッション・プラン
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サステナビリティ推進体制図（2026年6月25日現在） サステナビリティ関連委員会の概要と主な活動実績（2025年度）

取締役会

指名・報酬委員会

生命科学研究倫理 
審査委員会

グループ内部監査部

代表取締役社長

経営会議

サステナビリティ委員会
リスク管理委員会・ 

事業継続プロジェクト

コンプライアンス委員会

総合セキュリティ委員会

監督

指示

諮問 答申

監査

監査

報告

報告

連携

マテリアリティ 
進捗評価報告

諮問

答申

業務執行組織（事業部門ほか・グループ会社）

環境貢献 
委員会

ソーシャル 
委員会

サステナビリティに関するガバナンス

　当社グループでは、サステナビリティ課題への対応におい
て、経営の監督と執行の両輪による適切なガバナンスが重要
であるとの認識のもと、推進体制を整備しています。業務執
行取締役の中からCSO を任命し、サステナビリティ委員会お

よびその下部機関として環境貢献委員会、ソーシャル委員会
を設置しています。
　各委員会では、マテリアリティを中心としたサステナビリティ
に関する取り組みについて審議や意思決定を行っています。 
さらに、重要事項については経営会議で審議に付議、意思決
定しており、「Vision2030」の実現に向けて各マテリアリティ

に関するKPIと目標を設定し、進捗をモニタリングしています。
　取締役会は、サステナビリティに関する重要事項について
CSOから定期的に報告を受け、取り組み状況について議論し、
助言や指導を通じて監督しています。また、役員報酬制度で
は ESG 指標を含む長期業績条件を設定しており、報酬は、指
名・報酬委員会の答申をもとに決定されます。

サステナビリティ委員会 環境貢献委員会 ソーシャル委員会

設置目的・役割

当社グループのサステナビリティ課題に対
する取り組み方針の策定を行うとともに、
その実現に必要なマテリアリティを特定し、
進捗状況を管理、監督する。また、ESG 観
点での事業活動全体の適正性判断と活動
の推進・評価を総合的に判断し、必要に応
じて見直しを要請する役割・機能を持つ。

サステナビリティ委員会の下部機関として、
環境貢献（気候変動、水、生物多様性、森
林、土地利用等の自然資本等）に関する対
応方針の検討、環境貢献を推進するための
仕組みの設計と実行状況を管理、監督する
役割・機能を持つ。

サステナビリティ委員会の下部機関として、
社会分野（人権、ダイバーシティ、働き方改
革、健康経営、地域発展・社会貢献等）に
関する対応方針の検討、社会分野への対
応を推進するための仕組みの設計と実行
状況の管理・監督および懸案事項に関する
是正指示等を行う役割・機能を持つ。

開催回数（2025年度） 8回 7回 7回

構成員 
（2026年6月25日現在）

委員長：CSO（代表取締役専務執行役員）
委　員：�CFO、CHRO、環境貢献委員会委

員長、ソーシャル委員会委員長、コ
ンプライアンス委員会委員長、ユ
ニアデックス社長、その他委員長
が任命する者

委員長：�サステナビリティ委員会委員長が
任命（業務執行役員）

委　員：�環境貢献委員会委員長がグループ
内の関連執行組織の責任者から
任命

委員長：�サステナビリティ委員会委員長が
任命（取締役執行役員）

委　員：�ソーシャル委員会委員長がグルー
プ内の関連執行組織の責任者から
任命

主な議題（2025年度）

● �マテリアリティKPI と目標の達成度評価 
および見直し方針

● �サステナビリティ関連方針の改定、新規策
定および開示

● �サステナビリティ情報開示基準（SSBJ 基
準）適用義務化に向けた対応

● �各種開示資料におけるサステナビリティ
関連情報の品質向上

● �マテリアリティ実行状況の管理
● �気候変動移行計画の策定
● �インターナルカーボンプライシングの導入
● �環境分野に関する情報開示

● �マテリアリティ実行状況の管理
● �労働安全衛生方針の策定
● �当社グループにおけるビジネスと人権 

対応
● �社会分野に関する情報開示

取締役会への 
主な報告事項 ❶

● マテリアリティKPI、目標の進捗と課題　● 環境方針の改定および労働安全衛生方針と腐敗防止方針の策定　
● 気候変動移行計画の策定　● 主要 ESG 評価結果と評価向上に向けた課題

サステナビリティ関連の 
主な監査事項 ❷

BIPROGYグループ環境マネジメントシステムの整備・運用状況の有効性確認として内部監査を実施するとともに、人権・人財・労働等
の社会分野についても組織監査等を通じて確認を実施

❷

❶
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政策保有株式について

　当社は ､ 取引先との関係維持 ･ 強化により収益基盤の拡大
につながるなど､ 当社の企業価値向上に資すると認められる
場合には ､ 当該取引先の株式を政策的に保有することがあり
ます｡ 株式取得に際しては ､ 社内規程に則り取得の是非を判
断し､ 保有後においては ､ 毎年取締役会で保有の適否の検証
を行い､ 縮減を進めています｡
　2025年度末の上場株式の保有銘柄数は、従来より保有し
ていた非上場株式（パートナー）の上場に伴い､ 前年度末比 
1銘柄増加しました｡また､ 当社の注力領域における事業拡大
を目的とした非上場株式の取得もあり､ 政策保有株式の貸借
対照表上の合計額は ､ 資本合計の8.5％となりました（前年度
末 :6.8％）｡2025年度末において上場株式の保有銘柄数が
増加していますが、政策保有株式の縮減方針に変更はなく、
今後も保有意義が薄れた銘柄については売却を進めていき
ます。
　保有する上場株式全銘柄について､ 個別銘柄ごとに保有目
的の持続性および事業戦略との整合性 ､ ならびに関連取引利
益等の状況を踏まえ､ 保有の適否を取締役会にて検証してい
ます｡
　当社の株式を保有する政策保有株主から売却の意向が示
された場合 ､ 売却を妨げることは一切行っておらず､ 適切に売
却等に対応しています｡

純投資目的以外で当社が保有する株式の銘柄数および 
貸借対照表上の合計額（上場銘柄）
（銘柄数） （億円）
��

��

��

��
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���

���

���
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（年度） ���� ����������������
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��
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              銘柄数（左軸）
■ 貸借対照表計上額（顧客）（右軸）　■ 貸借対照表計上額（パートナー）（右軸）

株主・投資家との建設的な対話

　当社グループでは、国内外の株主・投資家の皆様へ適時適
切に情報を開示するとともに、双方向のコミュニケーションを
積み重ねることが公正な価値評価につながると考えており、
CEO、CFO およびコーポレート・ガバナンス推進担当役員が
中⼼となって積極的なIR 活動およびSR 活動を⾏っています。
国内外の多様な投資スタイル※1の機関投資家の担当者※2との
対話内容やいただいた意見・提言は、経営陣幹部および取締
役会に対して適宜報告されており、経営の改善に役立ててい

ます。2026年3月期の対話状況に関する取締役会へのフィー
ドバックは、2回実施しました。
※1 アクティブ／パッシブ、グロース／ バリュー／ 配当重視等
※2 ファンドマネージャー、アナリスト、ESG 担当、議決権⾏使担当等

2026年6月開催の取締役会における2026年3月末の 
保有銘柄に関する検証結果

● �保有目的の持続性、および中長期的視点での事業戦略との整合性を
検証

● �上記に加え、関連取引利益等について資本コストも踏まえ検証した
結果、保有に係る経済合理性があることを確認

対話の主なテーマ、関心事項

● �業績全般に関する内容  
● �事業環境の変化  
● �経営方針における重点戦略および進捗状況  
● �キャピタル・アロケーションに関する考え方  
● �DX、AI 等の市場テーマに関する当社グループの対応状況   

対話やその後のフィードバックを踏まえて、 
取り入れた事項

● �投資家の関心が高いリテール領域の事業説明会の開催
● �AI への取り組みに関する情報開示の拡充

対話の実効性向上と情報開示強化への主な取り組み

● ��証券会社主催カンファレンスへの参加、海外ロードショーを通じ
た海外投資家との対話の促進

  P.44-47、P.75、P.77-78

  P.19

  P.18-27

  P.44-47

  P.21-43

対話の実施状況（2025年度）

対話の形態 対話の回数／社数（延べ数）
決算説明会 4回
経営方針説明会 1回
スモールミーティング 4回

個別面談 330回
機関投資家・アナリスト　691社
うち、機関投資家議決権行使担当者との
個別面談　11社

海外ロードショー 4回
証券会社主催カンファレンス 2回

政策保有株式の貸借対照表上の合計額　資本合計の8.5％（2026年3月末）

コーポレートガバナンス•コードの対応状況

　コーポレートガバナンス・コードの対応状況ならびにコーポ
レート・ガバナンスおよび内部統制に関する詳細は、下記の
Webサイトをご覧ください。

コーポレート・ガバナンスおよび内部統制原則 
コーポレート・ガバナンス報告書 
業務の適正を確保するための体制（内部統制システム） 
株主との対話の実施状況等
https://www.biprogy.com/invest-j/com/governance.html
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コンプライアンス

企業倫理とコンプライアンス
　コンプライアンスを業務執行の最重要課題と位置づけ、「企
業行動憲章」「グループコンプライアンス基本方針」「グループ
役職員行動規範」に基づき、法令・社会規範・社内規則の遵
守と倫理的な行動を徹底しています。チーフ・コンプライアン
ス・オフィサー（CCO）を委員長とするコンプライアンス委員会
のもと、グループ横断で教育・啓発を推進し、役職員の意識向
上を図っています。2025年8月には「BIPROGYグループ腐敗
防止方針」を策定し、禁止事項および留意事項、適切な報告・
相談の仕組みを定めるなど、取り組みの強化を進めています。

コンプライアンス・プログラム
　コンプライアンスの徹底に向け、方針・規程の整備・周知、
推進体制の構築、内部通報制度の運用、教育研修、意識調査
などを柱とするコンプライアンス・プログラムを体系的に推進
しています。全役職員に対し、「グループ役職員行動規範」の
周知や各種研修を通じて継続的に啓発し、現場への浸透を
図っています。あわせて、コンプライアンス週間における専門

家講演の実施や、グループ各社のCCO が参加する「グループ
会社 CCO 会議」による課題認識・事例共有を通じ、実効性の
向上に取り組んでいます。

インテグリティ意識の浸透に向けて
　コンプライアンスの実効性を継続的に高めるため、全役職
員を対象に「コンプライアンス意識調査」を年2回実施してい
ます。調査結果から現場の実態や潜在的課題を把握し、重点
施策の見直しや改善につなげることで、PDCAサイクルを回し
ています。なお、率直な回答を得るため匿名で実施していま
す。今後も、意識向上に向けた施策の高度化を図り、グルー
プ全体でインテグリティの定着を推進していきます。

内部通報制度
　全役職員向けの通報窓口として、コンプライアンス委員会
事務局および監査役と直接連絡を取ることができる内部窓口
と、外部機関を通して連絡を取ることができる外部窓口を設
置しています。通報や違反行為発覚時には迅速・適切に対応
し、違反者への厳正な処分とともに真因分析を行い、再発防
止策を講じています。通報者の保護については、改正公益通

2025年度に実施した主な施策

● �コンプライアンス意識調査
回答率は、回答率は98.5％（2025年7月）、97.1％（同年12月）。結果は各組
織の責任者と共有し、改善施策に反映。

● �コンプライアンス車座会議
各職場でコンプライアンスリスクについて対話を実施し、自律的な実践を促進。

● �内部通報制度（ホットライン）の改善
CCOメッセージや研修を通じ、制度の重要性と安心・安全な利用環境を周知。

● �コンプライアンス教育・啓発
実践ポイントを示したeラーニングを実施（受講率100％）。

● �コンプライアンス週間の設定、実施
CCO 等によるメッセージ発信に加え、外部有識者による講演を実施し、実践
ポイントを共有。

報者保護法に基づき不利益取扱いの禁止を徹底し、違反した
場合には懲戒処分を行います。これらの運用状況は経営会
議および取締役会に報告しています。2025年度は56件の相
談を受け、内容に応じて適切に対応しました。今後も安心し
て利用できる環境整備を進めます。

グループコンプライアンス基本方針、グループ役職員行動規範
https://biprogy.disclosure.site/ja/themes/115

BIPROGYグループ腐敗防止方針
https://biprogy.disclosure.site/ja/themes/116

BIPROGYグループは、信頼性・持続性のある社会インフラとしてのICTサービス、社会的価値を提供できる企業として、国内外の法令遵守に努めています。また、高い倫理観の
もと、社会規範に則り行動し、もって健全かつ透明なビジネス活動を行うことは、リスク管理の側面だけでなく、多様なステークホルダーと信頼関係を構築し、社会課題の解決
を図る上で極めて重要であると認識しています。こうした認識のもと、当社グループはコンプライアンスおよび情報セキュリティを重視し、その徹底を通じてステークホルダーか
らの信頼の維持・向上を図るとともに、持続的な企業価値向上に取り組んでいます。

マテリアリティ コーポレート・ガバナンスの強化とインテグリティの向上
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情報セキュリティ

情報セキュリティ推進
　情報セキュリティ推進体制は、CISO が委員長を務める総合
セキュリティ委員会とその下部組織、および当社グループ各組
織の情報セキュリティ対策責任者／担当者で構成されていま
す。同委員会は、当社グループのサイバーセキュリティ戦略策
定と個人情報保護を統括し、それに対する諸施策を検討・推
進します。また、CRMOが委員長を務めるリスク管理委員会と
連携し、重大事故発生時には原因究明と再発防止策のグルー
プ全体への徹底を図ります。総合セキュリティ委員会の各活
動は、CRMOから経営会議および取締役会へ報告しています。
　総合セキュリティ委員会の傘下にはサイバーセキュリティ戦
略推進プロジェクトを設置し、組織横断的な体制でグループ全
体のサイバーセキュリティリスクへの対応を推進しています。ま
た、CSIRT※1ならびにSOC※2を設置・運用しています。各組織
の情報セキュリティ対策責任者および個人情報管理者は、自組
織の情報セキュリティに関する一義的な管理責任を負い、ルー
ルの周知徹底、施策の導入、実施状況の点検・改善などを継
続的に行い、情報セキュリティの維持・向上を図っています。

サイバーセキュリティへの取り組み
　当社グループは、サイバーセキュリティを最重要課題と位置
づけ、経営戦略に基づく「サイバーセキュリティ戦略」のもと、
体系的に取り組みを推進しています。2025年度は、NIST 
CSF2.0※3に基づく第三者アセスメント結果を踏まえ、リスク
ベースで優先順位を設定し、サイバーセキュリティ推進プログ
ラム（2024～2027年）のもと施策を推進しています。具体的
には、脅威インテリジェンスの構築やサイバーBCPの確立、情
報セキュリティガバナンスの強化などの施策を追加し、継続的
な高度化に取り組んでいます。2025年度は、可搬メディア管
理の徹底による内部不正リスクの抑止、資産可視化と脆弱性
対策の推進、人を狙った攻撃に対する意識向上施策を実施し
ました。これらを通じて、システム、組織・プロセス、人財の
各側面から対応力を強化しています。今後は、資産の全体可
視化と構成情報連携を基盤に、脆弱性対応の即応性とデータ
保護の実効性を高めるとともに、外部評価制度の活用を通じ
てサプライチェーンリスクへの対応を推進していきます。
※1 �CSIRT（Computer Security Incident Response Team）：サイバー攻撃の未然防止と事

故対応を専門とする技術支援チーム。
※2 �SOC（Security Operation Center）：グループ内のネットワーク、サーバーなどに対する

脅威の監視・分析を行う。
※3 �米国 National Institute of Standards and Technology が策定したサイバーセキュリティ

フレームワーク。 

サイバーセキュリティ戦略の概要

ミッション

目的

施策

常に世界最高水準の情報セキュリティレベルを目指し、顧客・パートナーと共に社会を豊かにする価値を提供し、社会課題を解決する企業にふさわしいサイバーセキュリティ
経営・マネジメントを実現する

経団連　サイバーセキュリティ経営宣言2.0 経済産業省　サイバーセキュリティ経営ガイドライン 日本政府　サイバーセキュリティ戦略

Cyber Security Foresight
「デジタルコモンズ」を社会実装し、多様な企業をつなぐビジネスエコシステム創出企業としてふさわしいセキュアな環境を提供する

1. �ビジネスエコシステムの基盤として、顧客・パートナー
に対してセキュアなプラットフォームを提供

2. �顧客・パートナーから安心して選ばれるための
BIPROGYグループの経営品質の維持・向上

3. �社員一人ひとりが情報資産を守り、さまざまな人と
場で協働できるセキュアな環境の整備

システム施策 情報開示・コミュニケーション施策 組織・プロセス施策 人財関連施策
顧客システム・サービス
安全性の高いサービスとプラットフォームを提供

社内システム
安全な環境を継続的に提供

社内外との連携強化に向けた情報
開示・共有の推進

サイバー攻撃に負けない
体制を構築

グループ役職員のスキル・ 
能力・意識を向上

ビジョン

セキュリティインシデント防止に向けて
　当社グループでは、「重大なセキュリティインシデント発生
数」をKPIとして未然防止に取り組んでいます。2022年のUSB
メモリー紛失事案を踏まえ、安全管理措置の定着に加え、意
識の風化や形骸化を防ぐ取り組みを強化しています。具体的
には、「情報セキュリティ週間」を発展させ、「リスク＆セキュ
リティ週間」として再構築し、CRMOメッセージやCISO 特別
セッションを通じて、社員一人ひとりが自業務に引き寄せてリ
スクを捉え直す機会としています。「慣れ」や「風化」を断ち、
過去の教訓を組織の仕組みと文化として定着させることで、
実効性のある再発防止策を推進しています。

情報セキュリティに関するKPI

KPI 目標 達成年度 2025年度実績
重大なセキュリティ 
インシデント発生数 0件 年次 0件

ハイブリッドワークに 
おけるデータ保護 
セキュリティの仕組みの 
強化／拡大－ 仕組みの 
グループ適用

100% 2027年 
3月末時点

可搬メディアへのデータ移
送の制御を目的に、許可さ
れたPCかつ許可された可搬
メディアのみ利用可能とする
仕組み・制度を導入完了

特例運用管理の 
網羅率※4 100% 2027年 

3月末時点

BIPROGYにおいて特例運用
管理の網羅性向上に資する
各種施策を段階的に推進

（網羅率100％）
※4 �特例運用管理の適用対象となる運用において適用漏れがない状態（特例運用管理とは

機密性が高い顧客情報資産へアクセスするプロジェクトの安全管理措置の妥当性をセ
キュリティ専門組織が客観的に審査・承認し網羅的に管理・モニタリングする仕組み・体
制のこと）。

USBメモリー紛失事案について
https://www.biprogy.com/com/info_security/info202206.html

BIPROGYグループ情報セキュリティ基本方針／情報セキュリティに 
関する取り組み
https://biprogy.disclosure.site/ja/themes/114
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リスクマネジメント体制

　当社グループは、リスクマネジメントに関する国際標準規格
ISO31000を参照し、リスク管理を統括する責任者その他必要
な機関を設置し、以下の取り組みを行っています。

● リスク管理に関する規程の策定
● リスクの発生を未然に防止するために必要な仕組みの構築・運営
● 有事における対応
● 重大リスクのモニタリング、リスク管理項目・体制の見直し
● 取締役会への活動状況の報告

　中長期的なリスクマネジメント戦略として、「グループ全体
のリスクマネジメントの機能強化」「グループ役職員のリスク
管理能力向上」を重点施策とし、外部・内部環境変化への対
応とリスクマネジメントシステム自体のアップデートに取り組
んでいます。年間を通じたモニタリング、新たに顕在化したリ
スクへの対応策の立案、全役職員へのリスク意識・知識の啓
発など、PDCAサイクルを実践しています。経営に重大な影響
を及ぼすリスクに対して、適切な対応策を講じるための体制
として、CRMOを委員長とする「リスク管理委員会」を設置し、
グループ全体のリスクマネジメント体制を確立しています。

リスクマネジメントプロセス

　リスク管理委員会では、グループ全体で共通のリスク分類体
系を整備し、個人情報、システム開発、災害・事故など約130項
目のリスクを一元管理しています。各リスクについては、年度ごと
に棚卸を実施し、既存項目の見直しに加え、環境変化に伴う新
たなリスクの把握を行っています。リスクは影響度と発生頻度に
基づくリスクマップにより評価し、重点的に管理すべきリスクを特
定しています。特定したリスクは経営会議および取締役会に定
期的に報告され、経営レベルでの評価・管理に反映しています。
　また、モニタリングを通じて方針や管理項目を継続的に見直
し、環境変化に応じた柔軟かつ迅速な対応を実現しています。

重要なリスク

　「経営方針」および「Vision2030」の達成や経営に重大な
影響を及ぼす可能性のある戦略リスクや、気候変動など中長
期的な視点で捉えるリスクを「重要なリスク」として選定して
います。2025年度は、リスクマネジメントプロセスの見直しを
踏まえ、重要なリスクに人権および地政学リスクを新たに追
加し、これらを含めた中長期リスクを重点管理対象として位
置づけました。

当社の重要なリスクの詳細は「事業等のリスク」をご覧ください。
https://biprogy.disclosure.site/ja/themes/113

BIPROGYグループは、企業活動を取り巻く不確実性を適切に把握し、脅威への対応と事業機会の創出につなげることが、持続的な成長と価値創造の実現に不可欠であると考
えています。近年、自然災害や情報セキュリティ上の脅威、地政学リスク、生成 AIをはじめとする技術革新などにより、事業環境の不確実性は高まっています。当社グループは、
中長期的な視点で脅威の最小化と機会の最大化を図るリスクマネジメントを推進しています。

マテリアリティ ・コーポレート・ガバナンスの強化とインテグリティの向上
・バリューチェーン全体で取り組む、安心・安全な製品・サービスの持続可能な調達と提供

リスク統制部署に
よる点検

● 毎年度テーマを設定し実施
● �発生頻度、影響度、予防策、発生時対応策、監査の有無、発

生頻度／影響度を下げる施策、昨年度発生状況等を記入

リスクマップ

●リスクA

●リスクB

●リスクC
影
響
度

発生頻度

リスク管理項目
点検精度向上

リスクマネジメント力の強化 
（予防、事故対応、再発防止）

活動方針
策定

リスク
棚卸

優先対応 
リスク整理

リスク
対応

事故
対応

モニタ
リング

リスクマネジメントプロセス
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リスクマネジメントの機能強化

　2026年度より脅威と機会の両面から「重要なリスク」の中
でも経営戦略の実現に特に重大な影響を及ぼすリスクを「重
大リスク」として特定し、モニタリングを実施する運用を導入
しました。外部環境の変化や重大リスクへの対応状況を把握
することで、リスク顕在化の兆候を早期に察知し、迅速かつ適
切な対応につなげています。

重大リスクの特定
　外部調査等により社会・経済・テクノロジーなどのトレンド

（外部環境の変化）を網羅的に把握したうえで、事業に対して
中長期的な影響を及ぼすと考えられる重要トレンドを抽出し、
今後3～5年で当社グループに対して与える影響を脅威と機会
の両面から評価し、重大リスクを特定しました。重要なリスク
のうち「情報セキュリティ」「人財」「技術革新」に関連するリ
スクを、重大リスクとして管理しています。

重大リスクのモニタリング
　外部環境の変化に対して、当社グループが適切に対応でき
ているかを継続的に把握するため、外部環境の変化と対応状
況を対比して評価します。リスクが顕在化する兆候を早期に
捉え、リスク管理委員会、経営会議および取締役会で影響や
対応策を議論し、経営判断、意思決定に活用していきます。

リスク文化の醸成

　リスクマネジメントの実効性を高めるためには、仕組みに
加え、現場に根付いたリスク文化の醸成が不可欠であると認
識しています。不確実性が常態化する中、各組織が自律的に
リスクを捉え、社員一人ひとりが自らの業務に引き寄せて認
識するとともに、重要な情報ほど迅速に共有・エスカレーショ
ンする風土の定着を図っています。この実現に向け、役員・組
織長向け研修や災害・インシデントを想定した訓練を継続的
に実施するとともに、把握したリスク情報を全社で共有・活用
し、初動対応の高度化と再発防止につなげています。さらに、
リスクへの気づきと対応を組織の学習機会と位置づけ、環境
変化への対応力強化を図っています。また、2025年度は従来
の「情報セキュリティ週間」を発展させ、「リスク＆セキュリティ
週間」として再構築しました。CRMO・CISOによるメッセージ
や各種セッションを通じ、リスク環境の変化や事業継続、サイ
バーリスクなどをテーマに、社員一人ひとりが自業務に即して
リスクを捉え直す機会を創出しています。これにより、日常業
務における「慣れ」や「風化」を防ぎ、リスク対応を組織の力
へと転換するとともに、変化への対応力そのものを競争力と
して高めていきます。

状態の把握

分析

評価

意思決定

外部環境の変化
（外部指標）

当社グループの
対応状況 ･ 成果
（内部指標）

● 状態の差分／乖離を確認
● KPI 進捗を確認

兆候の把握・評価

経営判断
（対応・投資）

● �当社グループで認識されているリスクをグルー
ピングし、トレンドとして整理。さらに外部調査
により不足するトレンドを追加し網羅的に整理

● �市場・競合・自社の観点から、今後機会または
脅威となり得るトレンドを絞り込み、重要トレン
ドとして抽出

● �重要トレンドごとに、今後3～5年の時間軸で当
社グループ事業に影響を与えるリスクを評価し
重大リスクとして特定

トレンドの網羅的な 
整理

Step 1

重要トレンドの抽出

Step 2

重大リスクの特定

Step 3
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マテリアリティ策定にあたり抽出した重要項目（赤枠内をマテリアリティとして抽出）との関連

項目 脅威 機会 対応
経
営
環
境

経済動向および 
市場環境による 
影響

● �中東情勢や金融資本市場の変動、海外景気の下振れ、米国通商政策等による経済環境の悪化
● 情報システム投資の抑制・戦略変更や異業種参入による競争激化等による事業環境の悪化
● 気候変動対策などの環境意識の高まりや社会意識の急速な変化、それに伴う各種規制の強化 1
● 災害対策等に関する政府施策の変更

● 社会課題解決に資するビジネス機会の創出と市場での収益獲得 2
● �多様なステークホルダーとの信頼関係構築によるビジネスエコシステム創出

とビジネス機会の拡大 2
外部環境の動向や変化を逐次見極めながら、迅速に対応

事
業
活
動

調達

● �取引先の事業戦略・経営状況の変化に伴う製品仕様・価格・提供条件の変更や、製品・サービス供給
の遅延・停止、地政学リスク等による製品調達への影響 3

● �調達サービスの不具合やセキュリティインシデントによる重大障害の発生 3
● �経済安全保障・輸出管理規制の強化による特定地域からの製品・サービス供給への影響 3
● �社会的信用やブランドイメージの低下

● �取引先との信頼関係強化や優良パートナー獲得による関係資本強化、収益
機会の拡大 3  4

● �バリューチェーン全体の人権・環境負荷等に関する事業リスクの低減 3  4

調達・購買指針等に則り、取引先定期審査や商品品質を適切に管理するとともに、
地政学リスクに関する情報収集や調達リスクの評価・対策選定を継続的に実施

知的財産権

● 第三者による知的財産権侵害 1
● �知的財産権に関する係争費用の発生 1
● �必要なライセンス等を取得できず、特定の製品・サービスを提供できなくなる可能性 1
● �提携先が想定する知的財産権を活用できない事象の発生 1

● �優良パートナー獲得による収益機会拡大
● �社会的信用向上
● �イノベーション創出によるビジネス拡大 2

知的財産権の取得、提携先企業の知的財産権調査、提携契約における必要権利の
確保

プロジェクト管理
● �お客様要求の高度化や案件の複雑化による納期遅延・コストオーバーの発生
● �製品・サービスの多様化によるセーフティ・セキュリティリスクの増大 3

● �生産性の向上、コストオーバー、セキュリティインシデントの減少に伴う安定
的な収益基盤の確保

● �お客様・取引先との信頼関係強化による収益機会の拡大 4
● �お客様にセキュアなサービスとプラットフォームを提供  3

多角的アセスメントによりシステム開発・アウトソーシングビジネスの実行可否を「ビ
ジネス審査委員会」で評価。予実管理の徹底に加え、プロジェクト課題早期発見制
度（プロジェクト検診）の継続実施を推進

システム障害
● �システム不具合やサイバー攻撃による重大障害の発生 3
● �社会的信用やブランドイメージの低下
● �損害賠償金の発生

システム障害による計画外サービス停止時間の品質目標を設定。システム開発時
の品質保証レビュー等による品質特性（機密性・障害許容性・回復性・安定性等）
の向上

情報セキュリティ

● �お客様の秘密情報、個人情報の紛失・漏洩 3
● �サイバー攻撃とその手法の高度化・巧妙化
● �社会的信用やブランドイメージの低下
● �対応費用の発生

総合セキュリティ委員会のもとで戦略的対応体制を構築し、個人情報を含む情報管
理体制の維持・見直しや役職員・委託先への教育を実施。ゼロトラストの考え方に
基づくセキュリティ対策基盤の強化など、多様な施策を実施するとともに、情報流
出に備えた保険を付保

人財
● �IT 人財の獲得競争の激化 1
● �技術力に加え、持続的なイノベーション創発や多様化する社会課題・顧客ニーズに対応する人財の 

不足 1  2

● イノベーション創出によるビジネス拡大 2
● �多様な人財の雇用機会創出への貢献 1  2
● �心身ともに健康で、多様性が活かされる働きがいのある社会の実現への 

貢献 1  2  6
● �高度なスキルによる高付加価値サービスの提供
● �競争優位性の確保

積極的な採用（新卒・第二新卒・キャリア採用）や研修・制度の充実、多様な人財
活躍支援や柔軟な働き方に向けた職場環境整備、ROLES 活用による人財流動性促
進、人的資本の可視化、生成 AI 活用による生産性向上と人財リソース最適化、エン
ゲージメント調査を通じたサステナビリティ経営の推進

投資
● 投資に対する不十分なリターン
● �パートナーとの経営戦略不一致
● �当初の想定を下回る事業の成長

● �イノベーションの創出によるビジネスの拡大 2
● �投資判断力を持つ高付加価値人財の育成
● �投資リターンの最大化
● �競争優位性の確保

投資判断リスクの最小化に向け、投資案件ごとに投資委員会または上位機関の経
営会議で事業計画の妥当性等を慎重に検討

コンプライアンス
● �人事・労務問題の発生 5  6  1  4
● �データ取り扱い不備等による重大なコンプライアンス違反 1  3
● �社会的信用の低下や損害賠償、重要取引先による取引見直し

● �社会的信用の向上
● �透明・公正なプロセスを通じた社会課題解決と経済成長への貢献

当社グループの企業行動憲章、グループコンプライアンス基本方針、グループ役職
員行動規範を策定し、コンプライアンス推進体制を構築するとともに、全役職員に
よる法令・社会規範・社内規則の遵守と倫理的事業活動を実践

技術革新
● �生成 AI 等の先端技術の急速な進展に伴う業務プロセス、システム開発・運用および価値創出構造の 

変化 2
● �新規技術・知財の獲得や事業モデル転換の遅れ 2
● �社内アセット・ノウハウの陳腐化 2

● �コア事業および市場開発領域の双方におけるAI 前提のソリューション・サー
ビスの高度化・高付加価値化 2

● �顧客の業務変革・内製化支援に向けた提供価値の高度化 2
● �AI 活用や開発 DX 推進による開発生産性・品質・保守性向上を通じた事業成

長機会の獲得 2

技術ポートフォリオを再構築し、AI 前提のソリューション・サービス高度化や開発 DX
を推進するとともに、AI CoEを中心にAI 活用方針策定、AI ガバナンス強化、AI 関連
施策・プロジェクトの推進支援を実施

気候変動
● �異常気象の激化や渇水・洪水等の災害発生 1
● �環境規制や投資家・社会からの情報開示要請強化等に対応できないことによる、サービス開発力、市

場競争力および評判の低下 1  2  3  
● 低炭素型製品・サービスの開発や拡張による収益増加 1  2  3

「BIPROGYグループ環境方針」を制定し、「環境長期ビジョン2050」に掲げるゼロエ
ミッション社会の実現に向け、シナリオ分析等による環境経営強化や気候変動動向・
事業環境の変化を見極めた迅速な対応を推進

人権

● �事業活動およびサプライチェーンにおける人権への負の影響 3  5  6
● �AI 等の先端技術の利活用に伴う人権・倫理的課題への対応 5
● �不適切な対応による訴訟等の法的リスク、レピュテーションリスクおよび社会的信用の低下 1  5  1
● �社会的な信用の損失

● �サプライチェーンの安定化 3
● �人権に配慮した経営による社会関係資本の強化 5  1  3

当社グループの人権方針、AI ポリシー、サステナブル調達ガイドラインを制定し、事
業・サプライチェーンでの人権デューデリジェンス実施に加え、先端技術の利活用
に伴う人権および倫理的課題への対応、サプライチェーン全体での人権に配慮した
責任ある調達を推進

そ
の
他
外
因

災害・感染症等
● �地震等の自然災害やテロによる壊滅的損害
● �感染症の発生等による事業活動の制限
● �社員の健康・安全への脅威

● �社会課題解決型ビジネスを通じた社会のサステナビリティへの貢献 1  2  3
● �事業レジリエンス向上による競争力強化

「事業継続プロジェクト」にて、安全確保、社内業務復旧、顧客対応の観点から事
業継続計画（BCP）を策定し、継続的な見直し・改善を実施。将来的な新型感染症
等の発生に備えた「新型感染症対策行動計画」に基づき事業継続を図る

事業等のリスク
環境   1  気候変動　 2  水資源　 3  生物多様性
社会  � 1  多様な人財の獲得と活躍推進　 2  人財育成  

3  サプライチェーン・マネジメント　 4  顧客対応　 5  人権　 6  労働

ガバナンス  � 1  コーポレートガバナンス、リスクマネジメント、コンプライアンス、知的財産保護  
2  イノベーションマネジメント　 3  情報セキュリティ・個人情報保護　 
4  腐敗防止・贈収賄防止

  P.14　�マテリアリティ策定と 
見直しのプロセス
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マテリアリティ

�デジタルの力とビジネスエコ 
システムを活用した課題解決の 
仕組みづくり

ゼロエミッション社会の実現に 
向けた、デジタルを活用した 
環境貢献と事業活動にともなう 
環境負荷の低減

バリューチェーン全体で取り組む、
安心・安全な製品・サービスの 
持続可能な調達と提供

新たな未来を創る人財の創出・ 
強化とダイバーシティ＆ 
インクルージョンの進化

コーポレート・ガバナンスの 
強化とインテグリティの向上

� ※ 四角数字の大きさはマテリアリティとの関連性の高さを表します。

当社グループが社会課題解決においてなくてはならない企業として選ばれ続けるためには、ステークホルダーの皆様との対話が重要であると考えています。多様なコミュニケー
ション活動を通じて当社グループへいただいた要望や期待、関心、評価などを事業活動に反映し、皆様との信頼関係を構築することで、持続的な価値創造につなげていきます。

ステークホルダー 対話の方針 主な対話の手段 参照 マテリアリティ 
との関連性

お客様

経営課題の「分析」から「解決」に至るまでの一
貫したサービスを提供しています。お客様とのコ
ミュニケーションを通して、お客様の立場に立った
システムやサービスを提供し、お客様の満足と信
頼の向上に努めています。

● 営業活動、問い合わせ対応
● お客様向けフォーラム、セミナー
● お客様満足度調査
● �ユーザー会「BIPROGY 研究会」活動

コーポレート情報
https://www.biprogy.com/

デジタルメディア　「BIPROGY TERASU」
https://terasu.biprogy.com/

社員・家族

社員の多様な価値観や働き方を尊重し、一人ひと
りが能力を発揮できる環境づくりを推進していま
す。さまざまな対話の機会を通じて意見や想いを
共有し、働きがいのある会社を目指します。また
社員を支える家族の理解と支援が得られるよう、
社員の家族とのコミュニケーションの充実に努め
ています。

● エンゲージメントサーベイ
● 社内ポータル、社内 SNS
● 労使協議、各種社内制度
● 1on1、座談会、情報交換会
● 社会貢献プログラム

組織開発（組織力強化と働き方改革）
https://biprogy.disclosure.site/ja/themes/107#277

株主・投資家

株主・投資家の皆様に対し、経営方針や事業戦
略、財務・非財務情報を適時・適切に開示してい
ます。建設的な対話を通じていただいたご意見を
経営に活かし、企業価値の向上を目指します。

● 株主総会・決算説明会
● IR 面談・IRイベント
● �情報開示（Webサイト、各種 IR 資料）

株主・投資家向け情報
https://www.biprogy.com/invest-j/

ビジネス 
パートナー

ビジネスパートナーとの相互理解と信頼関係を基
盤に、持続可能な事業活動の推進に取り組んでい
ます。対話を通じて社会課題や市場ニーズを共有
し、新たな価値の共創を目指します。

● 協力会社向けWeb ポータル
● 調達・協力会社向け各種説明会
● サステナビリティ調査

品質マネジメント
https://biprogy.disclosure.site/ja/themes/109

地域社会

地域社会との対話を通じて、社会課題や地域ニー
ズの把握に努めています。事業活動や社会貢献
活動を通じて地域との共生を図り、持続可能な社
会の実現に貢献します。

● 地域貢献活動
● 社会貢献クラブ「ユニハート」

社会貢献活動
https://biprogy.disclosure.site/ja/themes/111
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ステークホルダー・エンゲージメント

https://www.biprogy.com/
https://terasu.biprogy.com/
https://biprogy.disclosure.site/ja/themes/107#277
https://www.biprogy.com/invest-j/
https://biprogy.disclosure.site/ja/themes/109
https://biprogy.disclosure.site/ja/themes/111


データセクション 
BIPROGY グループの財務・非財務に関する主要データと会社情報などを 
掲載しています。

75	 財務ハイライト

76	 非財務ハイライト

77	 業績概況

79	 11年間の財務サマリー

81	 ESGデータ

84	 外部からの評価／責任表明

85	 会社情報
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営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前利益の増加
等により、前年度比126億円増加の576億円となりました。
一方、投資活動によるキャッシュ・フローは、カタリナマー
ケティングジャパンの子会社化に伴う支出や、アウトソーシ
ング用ソフトウェアを中心とした無形資産の取得等により、
740億円の支出となりました。

「経営方針（2024-2026）」に基づき、強みのある領域への注力と収益性向上に取り組んでおり、売上収益、営業利益、営業利益率
はいずれも上昇基調で推移しています。2025年度は、お客様のIT 投資需要が継続する中、システムサービスやハードウェア販売
が好調に推移し、売上収益は前年度比7.3% 増の4,337億円となりました。利益面では、人財への投資や事業拡大に向けた取り
組みを着実に進めながら、増収効果と売上総利益率の改善により増益を確保しました。その結果、営業利益は前年度比9.1% 増
の426億円、営業利益率は9.8%となりました。

2025年度は、営業利益の増加に伴い、1株当たり当期利益は前年度比47.99円増の320.64円となりました。株主還元については、
業績連動による配分を基本方針とし、「経営方針（2024-2026）」に基づき、配当性向40% 以上を目安に安定的な還元を継続して
います。年間配当金は前年度から20円増配の1株当たり130円（中間60円、期末70円）とし、連結配当性向は40.5%となりました。
※ 社名変更に伴う記念配当10円が含まれています。

「経営方針（2024-2026）」では、企業価値向上に向けて、
研究開発、オープンイノベーション投資、M&A を含む成長
投資を積極的に進めています。2025年度は、カタリナマー
ケティングジャパンの子会社化をはじめ、注力領域である
リテール領域の事業拡大に向けた投資を実行したことによ
り、戦略投資額は570億円となりました。

2025年度の親会社の所有者に帰属する当期利益は、営業
利益の増加に伴い、前年度比42億円増の312億円となりま
した。ROE は、当期利益の増加により前年度比1.8ポイン
ト上昇し、17.9%となりました。

2025年度の株主総利回り（TSR）は、業績の伸長や増配を
背景に前年度から上昇し、150.3%となりました。一方、同
期間の配当込みTOPIX は202.2%となり、相対的には下回
る結果となりました。引き続き、持続的な利益成長と株主
還元の充実により、企業価値の向上を目指します。
※ �2021年3月末日の終値データを100としてTSRによる 時価を指数化

売上収益（売上高）／営業利益／営業利益率

営業キャッシュ・フロー／投資キャッシュ・フロー
／フリー・キャッシュ・フロー

研究開発費／戦略投資額／設備投資額

1株当たり当期利益（純利益）／1株当たり配当金／配当性向

株主総利回り（TSR）親会社の所有者に帰属する当期利益／ ROE

■■ 研究開発費
■■ 戦略投資額（出資・M&A）　
        設備投資額（有形・無形固定資産）

■■ 営業キャッシュ・フロー　
■■ 投資キャッシュ・フロー　
        フリー・キャッシュ・フロー

■■ 売上収益（売上高）（左軸）　■■ 営業利益（右軸）　        営業利益率（右軸） ■■ 1株当たり当期利益（純利益）（左軸）　■■ 1株当たり配当金（左軸）　        配当性向（右軸）

■■ �親会社の所有者に帰属する当期利益（左軸）
        ROE（右軸）

        BIPROGY
        配当込みTOPIX
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省エネルギー施策の推進と再生可能エネルギーの活用拡
大により、2025年度はKPIである2019年度（14,358t-CO2e）
比50％以上のGHG 排出量削減を達成し、削減率は58.6％
となりました。脱炭素社会の実現に向けた取り組みを継
続しています。

（年度）

（%） （t-CO�e）
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再生可能エネルギーの調達量を順次拡大し、2025年度の
調達率は48.2％となりました。今後も事業活動における
環境負荷低減に向け、再生可能エネルギー調達を推進し
ていきます。
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女性活躍推進の取り組みを継続した結果、2025年度の女
性管理職比率は12.3％となりました。多様な人財が能力
を発揮できる組織づくりに向け、育成・登用施策を着実に
進めています。
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2022年度から2023年度にかけて上昇したものの、働きや
すい環境づくりやキャリア支援の取り組みを進めた結果、
直近2年間は低水準（2％台後半）で推移しています。今後
も従業員エンゲージメントの向上を通じて、定着率のさら
なる向上を目指します。
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働きがいと働きやすさの向上に向けた施策を継続的に推
進した結果、2025年度のスコアは55％となりました。2026
年度目標の達成に向け、従業員エンゲージメントのさらな
る向上を目指します。

61%以上
（2026年度目標）
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情報セキュリティ管理の徹底と従業員教育の継続により、
2025年度も重大なセキュリティインシデントの発生はあり
ませんでした。今後も予防・検知・対応力の強化に取り組
みます。
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GHG 排出量削減率／ Scope1＋ Scope2 
（マーケットベース）GHG 排出量合計※1

グループ事業所における再生可能エネルギー 
調達率※1

女性管理職比率※2 離職率※3 エンゲージメントサーベイにおける働きがいと 
働きやすさに関連する要素の平均スコア※4

重大なセキュリティインシデント発生数

        GHG 排出量削減率（2019年度比）（左軸）
■■ �Scope1＋Scope2（マーケットベース）GHG 排出量合計

（右軸）

※1 �2021年度：BIPROGY（株）およびその国内外連結対象子会社25社（投資事業有限責任組合を除く。BIPROGYグループ総人員数の100％を対象） 
2022年度：BIPROGY（株）およびその国内外連結対象子会社26社（投資事業有限責任組合を除く。BIPROGYグループ総人員数の100％を対象） 
2023年度：BIPROGY（株）およびその国内外連結対象子会社29社（BIPROGYグループ総人員数の100％を対象） 
2024年度：BIPROGY（株）およびその国内外連結対象子会社32社（BIPROGYグループ総人員数の100％を対象） 
2025年度：BIPROGY（株）およびその国内外連結対象子会社34社（BIPROGYグループ総人員数の100％を対象）

※2 BIPROGY（株）、ほか6社
※3 BIPROGY（株）、ユニアデックス（株）
※4 BIPROGY（株）、ほか17社

  P.69　情報セキュリティ

（人） （万円）

（年度）
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従業員数（男女別）／従業員1人当たり営業利益

当社グループは、従前より人財を企業における重要なアセット（資産）と捉え、「新たな未来を創る人財の創出・強化とダイバーシ
ティ＆インクルージョンの進化」をマテリアリティに掲げ、競争優位の源泉である人的資本の強化に取り組んでいます。これらの取
り組みの成果として、従業員1人当たり営業利益も着実に向上しています。

（注） �2020年度までは日本基準に準拠し、2021年度からは国際財務報告基準（IFRS）を適用しています。

■■ 男性従業員数（左軸）　■■ 女性従業員数（左軸）　       �従業員1人当たり営業利益（右軸）
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2025年度 
業績サマリー

　売上収益は、お客様からの IT 投資に対する需要継続を背
景に、サービス、製品販売を中心に伸長したことから、前年度
比297億円増収の4,337億円（前年度比7.3％増）となりまし
た。特に、「経営方針（2024-2026）」でコア事業の注力領域
と位置づけるファイナンシャル、リテール、エネルギー、モビリ
ティ、OTインフラにおける取り組みが着実に進展しました。
　利益面では、人件費の上昇や将来のビジネス拡大に向けた
投資強化、M&A 関連費用の計上等により販売費及び一般管

理費が増加したものの、増収による売上総利益の増益分でカ
バーし、営業利益は前年度比35億円増加の426億円（同9.1％
増）となりました。親会社の所有者に帰属する当期利益は、
前年度比42億円増加の312億円（同15.7％増）となりました。
　なお、当社グループが業績管理指標として採用している調
整後営業利益は、前年度比51億円増加の436億円（同13.4％
増）となりました。

営業利益の増減分析（億円）

（年度） ���� ����

サービス

製品
販売

人件費

+6

+3 +5 △1 △20

△27

△19

△7
△1 +1

+95

営業利益
391 

営業利益
426 一般経費

研究開発費 事業所経費 営業支援費 社内 
システム費

その他の
収益

その他の
費用

持分法 
投資損益

販売費及び一般管理費
△50

売上総利益
+102

連結損益計算書 � （億円）

2024年度
（2024年4月1日～

2025年3月31日）

2025年度
（2025年4月1日～

2026年3月31日）

前年度比 
（増減率）

売上収益 4,040 4,337 +297 （+7.3%）

売上原価 2,982 3,177 +195 （+6.5%）

売上総利益 1,058 1,160 +102 （+9.6%）

販売費及び 
一般管理費 674 724 +50 （+7.5%）

持分法投資損益 8 13 +5 （+56.8%）

その他の収益 3 3 △1（△26.8%）

その他の費用 5 25 +20（+375.5%）

営業利益 391 426 +35 （+9.1%）

金融収益 5 18 +13（+270.2%）

金融費用 8 6 △2（△22.3%）

税引前当期利益 388 438 +51 （+13.0%）

法人税等 115 124 +８ （+7.2%）

当期利益 273 315 +42 （+15.5%）

親会社の所有者に 
帰属する当期利益 270 312 +42 （+15.7%）

当期包括利益 251 323 +73 （+28.9%）

調整後営業利益 384 436 +51 （+13.4%）

売上収益

前年度比

+297億円　（+7.3%）

4,337億円

営業利益

前年度比

+35億円　（+9.1%）

426億円

親会社の所有者に 
帰属する当期利益

前年度比

+42億円　（+15.7%）

312億円

売上収益営業利益率

前年度比

+0.2ポイント

9.8%

ROE

前年度比

＋1.8ポイント

17.9%
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セグメント別状況 

（億円） 2024年度 2025年度 前年度比 2025年度実績 今後の方向性

サ
ー
ビ
ス

システムサービス
ソフトウェアの請負開発業務、
SE サービス、コンサルティン
グ等

売上収益 1,304 1,408 +8.0%

金融機関や小売業、電力事業者
向けを中心とした開発案件が順調
に拡大したことにより増収増益

顧客企業の IT 投資需要が引き続
き堅調に推移すると見込まれる中、
AI 活用による生産性向上などに取
り組むことにより、さらなる売上収
益の拡大と収益性の向上を図る

総利益 447 511 +14.3%

総利益率 34.3% 36.3% +2.0pt

サポートサービス
ソフトウェア・ハードウェアの
保守サービス、導入支援等

売上収益 584 599 +2.7%
製品販売の増加に伴い、付随サー
ビスであるサポートサービスも増
収。一方、リベート収入の減少等
の影響により減益

売上収益の拡大等により、収益性
の向上に取り組む総利益 194 190 △2.3%

総利益率 33.3% 31.6% △1.6pt

アウトソーシング　
情報システムの運用受託や、
サービス型ビジネス等

売上収益 906 972 +7.4% カタリナマーケティングジャパンの
連結取り込みや「BankVision」の
新規採用・稼働金融機関の増加、
運用サービスの拡大等により増収
増益

コア事業の注力領域や成長事業
をはじめとしたサービス型ビジネ
スの拡大や、運用効率のさらなる
改善を通じて、売上収益の拡大と
収益性の向上を図る

総利益 182 214 +17.1%

総利益率 20.1% 22.0% +1.8pt

その他
通信回線サービスおよび電気
設備工事、教育サービス等

売上収益 121 129 +6.5%

—— ——総利益 29 34 +16.8%

総利益率 23.9% 26.2% +2.3pt

製
品
販
売

ソフトウェア
ソフトウェアの使用許諾契約
によるソフトウェアの提供等

売上収益 451 474 +5.2%
官公庁やサービス業、製造業向け
大型案件の計上により増収となっ
たものの、前年度第4四半期にお
ける高収益案件の反動により減益

お客様のDX に寄与する製品販売
を推進し、ソフトウェアのサービス
化に取り組む

総利益 92 75 △17.7%

総利益率 20.3% 15.9% △4.4pt

ハードウェア
機器の売買契約、賃貸借契約
によるハードウェアの提供等

売上収益 674 753 +11.7%
官公庁や研究機関向けの大型案
件の計上により増収増益。AI 関連
やネットワーク関連のインフラ増強
需要が継続

活況な IT 投資需要の継続を背景
に、DXやAI 関連のインフラ需要を
取り込み、製品販売の拡大を図る

総利益 114 136 +19.9%

総利益率 16.9% 18.1% +1.2pt

合
計

売上収益 4,040 4,337 +7.3%

総利益 1,058 1,160 +9.6%

総利益率 26.2% 26.7% +0.6pt

連結財政状態計算書 � （億円）

2024年度
（2025年3月31日）

2025年度
（2026年3月31日） 前年度末比

資産の部
 流動資産 1,968 1,781 △187

 非流動資産 1,341 2,026 +685

資産合計 3,309 3,807 +498

負債の部
  流動負債 1,226 1,611 +384

  非流動負債 369 385 +16

 負債合計 1,596 1,996 +400

資本の部
  �親会社の所有者に 

帰属する持分合計 1,691 1,790 +99

  非支配持分 22 21 △2

資本合計 1,713 1,811 +98

負債及び資本合計 3,309 3,807 +498

連結キャッシュ・フロー � （億円）

2024年度
（2024年4月1日～

2025年3月31日）

2025年度
（2025年4月1日～

2026年3月31日）
前年度比

営業活動による 
キャッシュ・フロー 449 576 +126

投資活動による 
キャッシュ・フロー △89 △740 △651

フリー・キャッシュ・フロー 360 △164 △524

財務活動による 
キャッシュ・フロー △306 △15 +291

現金同等物の為替変動に 
よる影響 2 2 +0

現金同等物の増減額 
（△は減少） 55 △178 △233

現金及び現金同等物の 
期末残高 648 470 △178
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（2021年度〜2023年度） （2024年度〜2026年度）

中期経営計画 経営方針
（2015年度〜2017年度） （2018年度〜2020年度）

（百万円）

日本基準 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度
会計年度
売上高 278,039 282,249 286,977 299,029 311,554 309,685
売上原価 213,428 215,521 218,174 225,859 231,754 228,605
売上総利益 64,610 66,727 68,803 73,169 79,799 81,079
販売費及び一般管理費 52,085 52,413 52,470 52,547 53,659 54,354
営業利益 12,525 14,314 16,332 20,622 26,139 26,724
親会社株主に帰属する当期純利益 8,920 10,261 11,949 14,238 18,182 17,076
設備投資額 11,631 14,781 11,473 8,183 10,336 12,038
減価償却費 9,488 9,315 10,363 11,653 11,161 10,999
研究開発費 4,036 3,454 2,998 3,958 4,512 4,952
営業活動によるキャッシュ・フロー 10,989 29,922 26,956 27,438 27,539 31,933
投資活動によるキャッシュ・フロー -10,565 -15,906 -13,227 -10,586 -13,259 -11,206
フリー・キャッシュ・フロー 424 14,015 13,728 16,852 14,280 20,726
財務活動によるキャッシュ・フロー -8,186 -11,756 -12,977 -8,226 -8,202 -8,177
受注高 279,415 281,394 296,956 304,874 315,626 322,268

システムサービス 売上高 89,829 89,607 90,509 95,972 102,919 93,572 システムサービス 売上収益 94,147 103,101 115,726 127,039 130,433 140,845 
売上総利益 23,834 23,490 23,960 27,356 31,722 29,130 売上総利益 28,886 32,629 39,603 44,137 44,746 51,127 
売上総利益率 26.5% 26.2% 26.5% 28.5% 30.8% 31.1% 売上総利益率 30.7% 31.6% 34.2% 34.7% 34.3% 36.3%

サポートサービス 売上高 55,362 54,074 52,821 53,578 55,022 53,037 サポートサービス 売上収益 53,264 51,537 52,401 54,881 58,355 59,942 
売上総利益 14,848 15,015 15,122 15,289 16,186 16,337 売上総利益 16,583 16,218 16,079 16,743 19,405 18,953 
売上総利益率 26.8% 27.8% 28.6% 28.5% 29.4% 30.8% 売上総利益率 31.1% 31.5% 30.7% 30.5% 33.3% 31.6%

アウトソーシング 売上高 40,496 45,926 48,017 51,148 55,183 60,595 アウトソーシング 売上収益 59,547 63,437 66,730 76,582 90,583 97,245 
売上総利益 8,797 10,633 10,765 11,993 13,966 17,390 売上総利益 16,271 17,298 17,039 16,908 18,230 21,353 
売上総利益率 21.7% 23.2% 22.4% 23.4% 25.3% 28.7% 売上総利益率 27.3% 27.3% 25.5% 22.1% 20.1% 22.0%

その他サービス 売上高 8,474 8,807 8,428 9,776 9,387 11,546 その他サービス 売上収益 11,635 10,275 10,963 12,836 12,149 12,944 
売上総利益 2,389 2,116 2,038 2,157 2,139 2,456 売上総利益 2,461 2,258 2,485 2,986 2,904 3,393 
売上総利益率 28.2% 24.0% 24.2% 22.1% 22.8% 21.3% 売上総利益率 21.2% 22.0% 22.7% 23.3% 23.9% 26.2%

ソフトウェア 売上高 30,003 29,733 33,103 33,877 33,943 33,287 ソフトウェア 売上収益 32,341 34,089 37,410 38,330 45,087 47,444 
売上総利益 7,358 7,024 8,965 7,239 6,774 7,030 売上総利益 6,366 5,255 5,097 5,853 9,166 7,542 
売上総利益率 24.5% 23.6% 27.1% 21.4% 20.0% 21.1% 売上総利益率 19.7% 15.4% 13.6% 15.3% 20.3% 15.9%

ハードウェア 売上高 53,873 54,099 54,097 54,677 55,098 57,647 ハードウェア 売上収益 57,490 55,158 56,665 60,471 67,401 75,264 
売上総利益 7,381 8,447 7,950 9,133 9,011 8,733 売上総利益 8,647 9,476 9,043 10,544 11,377 13,638 
売上総利益率 13.7% 15.6% 14.7% 16.7% 16.4% 15.2％ 売上総利益率 15.0% 17.2% 16.0% 17.4% 16.9% 18.1%

合計 売上高 278,039 282,249 286,977 299,029 311,554 309,685 合計 売上収益 308,426 317,600 339,898 370,142 404,010 433,686 
売上総利益 64,610 66,727 68,803 73,169 79,799 81,079 売上総利益 79,217 83,138 89,350 97,173 105,831 116,009 
売上総利益率 23.2% 23.6% 24.0% 24.5% 25.6% 26.2% 売上総利益率 25.7% 26.2% 26.3% 26.3% 26.2% 26.7%

（百万円）

IFRS 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
会計年度
売上収益 308,426 317,600 339,898 370,142 404,010 433,686 
売上原価 229,209 234,462 250,547 272,968 298,179 317,677 
売上総利益 79,217 83,138 89,350 97,173 105,831 116,009 
販売費及び一般管理費 54,023 56,466 59,955 63,360 67,410 72,441 
営業利益 24,624 27,425 29,673 33,287 39,066 42,604 
親会社の所有者に帰属する当期利益 16,639 20,490 20,203 25,246 26,965 31,209 
設備投資額（有形・無形固定資産） 11,694 9,091 14,720 12,770 12,996 17,398 
減価償却費（有形・無形固定資産） 10,196 9,394 9,101 10,411 10,516 10,688 
研究開発費 4,952 4,121 3,953 4,534 5,226 5,887 
営業活動によるキャッシュ・フロー 40,567 29,435 28,419 41,693 44,916 57,566 
投資活動によるキャッシュ・フロー -11,583 -10,957 -15,537 -8,550 -8,926 -73,978
フリー・キャッシュ・フロー 28,983 18,477 12,882 33,142 35,989 -16,412
財務活動によるキャッシュ・フロー -16,301 -16,118 -18,043 -17,621 -30,613 -1,512
受注高 324,285 326,961 362,094 386,104 404,004 445,762 

セグメント別
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11年間の財務サマリー（BIPROGYおよび連結子会社）



（百万円）

日本基準 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度
会計年度末
総資産 193,094 192,694 197,278 211,421 214,975 231,980
純資産 91,213 90,772 104,674 116,615 122,598 136,887
純有利子負債 22,020 21,003 10,529 -3,375 -11,020 -22,815
自己資本 90,374 89,918 103,001 114,638 120,473 134,632
受注残高 211,594 210,739 220,719 226,564 230,636 243,219

1株当たり情報
1株当たり当期純利益（円） 93.71 96.49 119.12 141.90 181.19 170.13
潜在株式調整後1株当たり当期純利益（円） 82.33 96.05 118.69 141.40 180.53 169.52
1株当たり純資産（円） 847.51 896.39 1,026.72 1,142.41 1,200.32 1,341.04
1株当たり配当金（円） 30.00 35.00 40.00 55.00 70.00 70.00

株式情報
PER（倍） 15.9 15.8 19.3 20.7 16.0 20.0
PBR（倍） 1.76 1.70 2.23 2.57 2.41 2.54
株価（年度末）（円） 1,491 1,520 2,294 2,932 2,893 3,410

その他の指標
配当性向（%） 32.0 36.3 33.6 38.8 38.6 41.1
売上高営業利益率（%） 4.5 5.1 5.7 6.9 8.4 8.6
総資産経常利益率（ROA）（％） 6.2 7.2 8.3 10.0 12.5 11.9
自己資本当期純利益率（ROE）（%） 10.5 11.4 12.4 13.1 15.5 13.4

自己資本比率（%） 46.8 46.7 52.2 54.2 56.0 58.0
ネットD/Eレシオ（倍） 0.24 0.23 0.10 -0.03 -0.09 -0.17
従業員1人当たり営業利益（万円） 154 179 208 266 333 337

（百万円）

IFRS 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
会計年度末
資産合計 254,035 268,647 280,396 314,219 330,876 380,669 
資本合計 113,986 130,674 141,597 168,314 171,297 181,059 
純有利子負債 1,150 -6,862 -5,640 -23,718 -22,200 28,605 
親会社の所有者に帰属する持分 112,271 128,917 139,887 166,423 169,050 178,988 
受注残高 242,429 251,684 273,880 289,842 289,836 301,912 

1株当たり情報
基本的1株当たり当期利益（円） 165.78 204.04 201.06 251.15 272.65 320.64 
希薄化後1株当たり当期利益（円） 165.18 203.38 200.48 250.47 272.03 320.03 
1株当たり親会社所有者帰属持分（円） 1,118.31 1,283.45 1,391.89 1,654.93 1,721.81 1,853.33 
1株当たり配当金（円） 70.00 85.00 80.00 100.00 110.00 130.00 

株式情報
PER（倍） 20.6 15.3 16.2 18.0 16.8 14.4 
PBR（倍） 3.05 2.43 2.33 2.74 2.66 2.49 
株価（年度末）（円） 3,410 3,115 3,250 4,531 4,583 4,620 

その他の情報
配当性向（%） 42.2 41.7 39.8 39.8 40.3 40.5 
売上収益営業利益率（%） 8.0 8.6 8.7 9.0 9.7 9.8 
資産合計税引前利益率（ROA）（％） 9.9 11.3 10.9 11.5 12.0 12.3 
親会社所有者帰属持分 
当期利益率（ROE）（%）

15.5 17.0 15.0 16.5 16.1 17.9 

親会社所有者帰属持分比率（%） 44.2 48.0 49.9 53.0 51.1 47.0 
ネットD/Eレシオ（倍） 0.01 -0.05 -0.04 -0.14 -0.13 0.16 
従業員1人当たり営業利益（万円） 308 339 365 405 467 484 

【参考】「全国企業短期経済観測調査」 ソフトウェア投資額
（前年度比・％）

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
製造業 3.9 -5.1 6.3 6.1 14.7 -5.9 9.7 16.2 11.3 7.2 5.1
非製造業 0.0 5.6 7.5 3.6 8.4 -6.4 6.4 9.1 9.3 2.7 8.8
全産業 1.2 2.1 7.1 4.3 10.3 -6.2 7.6 11.5 10.0 4.2 7.5
金融機関 32.4 8.8 11.2 -9.8 10.0 -10.2 1.0 21.0 17.8 2.7 12.3
全産業（含む金融機関） 7.8 3.9 8.5 -0.4 10.2 -7.4 5.4 14.5 12.2 3.7 8.9
持株会社等 - - - - -4.9 -5.5 8.8 11.9 0.0 -4.3 16.5
全産業（含む金融機関、持株会社等） - - - - 9.7 -7.3 5.6 14.3 11.5 3.4 9.2
出典：日本銀行

（2021年度〜2023年度） （2024年度〜2026年度）

中期経営計画 経営方針
（2015年度〜2017年度） （2018年度〜2020年度）
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（年度） 2021 2022 2023 2024 2025

エネルギー使用量（kl）※1 7,836 7,608 7,189 6,553 5,089
購入電力（kWh） 27,229,042 25,835,293 24,502,085 22,233,799 19,430,976
購入電力のうち、再生可能エネルギー由来の電力（kWh） 2,025,840 6,041,212 6,656,421 7,361,146 9,366,595

購入電力のうち、再生可能エネルギー由来の電力の割合（%） 7.4 23.4 27.2 33.1 48.2
GHG 排出量※1、2

直接的 GHG 排出量 Scope1（t-CO2e） 1,470 1,406 1,257 1,326 1,089
間接的 GHG 排出量 Scope2（t-CO2e）（ロケーションべース） 13,442 12,370 11,571 9,793 8,587
間接的 GHG 排出量 Scope2（t-CO2e）（マーケットべース） 11,593 9,347 7,723 6,988 4,852
Scope1＋ Scope2（マーケットべース）GHG 排出量合計（t-CO2e）※1 13,064 10,753 8,980 8,313 5,941
間接的 GHG 排出量 Scope3（t-CO2e）※1、3 632,737 615,597 522,816 653,390 730,928

カテゴリ1	 購入した製品・サービス 251,490 229,242 287,512 320,442 351,538
カテゴリ2	 資本財 20,684 33,493 29,056 29,570 39,589
カテゴリ3	� Scope1, 2に含まれない燃料及びエネルギー関連活動 2,276 2,330 2,252 2,082 1,822
カテゴリ4	 輸送、配送（上流） 1,785 3,141 5,868 3,096 2,891
カテゴリ5	 事業から出る廃棄物 31 31 44 96 89
カテゴリ6	 出張 2,570 4,367 4,770 5,190 5,453
カテゴリ7	 雇用者の通勤 1,028 1,211 1,450 1,545 1,597
カテゴリ8	 リース資産（上流） 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし
カテゴリ9	 輸送、物流（下流） 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし
カテゴリ10	 販売した製品の加工 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし
カテゴリ11	 販売した製品の使用 352,767 341,618 191,766 291,214 327,850
カテゴリ12	 販売した製品の廃棄 105 165 97 156 99
カテゴリ13	 リース資産（下流） 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし
カテゴリ14	 フランチャイズ 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし
カテゴリ15	 投資 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

紙使用量（kg）※1 25,696 23,698 23,650 20,338 10,422

廃棄物排出量（t）※4 649 339 386 435 466

取水量（m3）※1、5 — — — 50,093 46,255

排水量（m3）※1、5 — — — 48,847 46,255

水使用量（m3）※1、5 49,477 53,007 51,342 — —

水消費量（m3）※1、5 — — — 1,247 0

集計範囲ほか
数値は小数点第1位を四捨五入して表記しています。
※1 �集計範囲：2021年度は BIPROGY（株）およびその国内外連結対象子会社25社（投資事業有限責

任組合を除く。BIPROGYグループ総人員数の100％を対象）　2022年度は BIPROGY（株）およ
びその国内外連結対象子会社26社（投資事業有限責任組合を除く。BIPROGYグループ総人員
数の100％を対象）　2023年度はBIPROGY（株）およびその国内外連結対象子会社29社（BIPROGY
グループ総人員数の100％を対象）　2024年度は BIPROGY（株）およびその国内外連結対象子
会社32社（BIPROGYグループ総人員数の100％を対象）　2025年度は BIPROGY（株）およびそ
の国内外連結対象子会社34社（BIPROGYグループ総人員数の100％を対象）

※2 2021年度からGHGプロトコルに準拠して算定しています。Scope2のロケーションベースとマー
ケットベースは、GHGプロトコルScope2ガイダンス2015年版の定義によります。
※3 �2021年度からScope3排出量を算定しています。Scope3の15のカテゴリのうち、カテゴリ8は

Scope1と2に、カテゴリ9はカテゴリ4に含め、カテゴリ13および15は全体に対する割合が微少の
ため算定対象外とします。なお、カテゴリ10、14は対象となる事業活動がありません。

※4 �集計範囲：2021年度は BIPROGY（株）およびその国内外連結対象子会社25社（投資事業有限責
任組合を除く）　2022年度は BIPROGY（株）およびその国内外連結対象子会社26社（投資事業
有限責任組合を除く）　2023年度は BIPROGY（株）およびその国内連結対象子会社21社　2024
年度：BIPROGY（株）およびその国内連結対象子会社19社　2025年度は BIPROGY（株）および
その国内連結対象子会社20社

※5 �2023年度までは、取水量を水使用量として開示。2024年度からは、取水量から排水量を差し引
いた値として水消費量を開示しています。　

Environment  環境

太字はマテリアリティに関連したKPI

・�ゼロエミッション社会の実現に向けた、デジタルを活用した 
環境貢献と事業活動にともなう環境負荷の低減

・�バリューチェーン全体で取り組む、安心・安全な製品・サービ
スの持続可能な調達と提供

マテリアリティ
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ESGデータ



集計範囲ほか
※7 �BIPROGY（株）単体
※8 �BIPROGY（株）、ユニアデックス（株）
※9 �2023年度以前は、BIPROGY（株）、ほか6社、2024年度以降は BIPROGY（株）、ほか7社
※10 �BIPROGY（株）、ほか6社
※11 �BIPROGY（株）、ほか8社
※12 �BIPROGY（株）、ほか6社
※13 �BIPROGY（株）、ほか17社
※14 �2021年度以前は、BIPROGY（株）、ユニアデックス（株）。2022年度以降は、BIPROGY（株）、ほ

か5社
※15 �「経営方針（2024-2026）」の人財戦略に伴い、従来の育成関連費用に加え、採用や健康経営関

連の費用を追加し再集計しています。 
※16 BIPROGY（株）、ユニアデックス（株）、UEL（株）

Social  社会 （年度） 2021 2022 2023 2024 2025
雇用・ダイバーシティ・労働時間
連結従業員数（人） 8,068 8,124 8,218 8,362 8,801

日本 7,720 7,759 7,781 7,864 8,308
アジア 336 353 423 483 485
米州 12 12 14 15 8
欧州 0 0 0 0 0

平均勤続年数（年）※7 21.0 20.9 21.0 20.8 20.4
男性 21.8 22.0 22.2 22.2 22.0
女性 17.8 17.1 17.0 16.4 15.6

平均年齢（歳）※7 46.1 46.3 46.4 46.4 46.3
有給休暇取得率（%）※8 82.54 85.15 85.81 85.67 85.93
障害者雇用率（%）※9 2.62 2.84 2.89 2.98 3.09
女性管理職比率（%）※10 8.1 9.3 10.1 11.2 12.3
女性従業員比率（%） 20.6 21.5 22.6 23.7 25.3
採用人数（新卒）（人）※11 248 205 223 256 266

男性 127 105 117 139 153
女性 121 100 106 117 113

採用人数（キャリア）（人） 105 208 220 200 226
男性 89 150 154 154 152
女性 16 58 66 46 74

平均年間給与（円）※7 8,100,039 8,163,349 8,502,857 8,462,098 8,846,208
男女賃金の差異（%）※12 — 76.3 76.6 78.2 79.5
離職率（%）※8 2.25 3.06 3.51 2.80 2.70
従業員1人当たりの平均月間残業時間（時間／月）※8 16.3 17.3 17.5 16.6 16.9
エンゲージメントサーベイにおける働きがいと働きやすさに関連する 
要素の平均スコア（％）※13 — — — 51 55

欠勤率（％）※8 0.21 0.23 0.21 0.22 0.27
ワークライフバランス
育児休業復職率（%）※8 98 99 100 100 100
男性労働者の育児休業取得率（%）※14 30.1 48.7 49.5 62.7 66.0
介護休暇取得者数（人）※8 501 515 464 353 316
人財育成
人的資本投資額（億円）※15 — — 41 45 52
その他
オンライン稼働率（%）※8 99.999 99.998 99.999 99.999 99.998
労働災害発生件数※16 12 6 12 20 22

太字はマテリアリティに関連したKPI

・�新たな未来を創る人財の創出・強化とダイバーシティ&インク
ルージョンの進化

・�バリューチェーン全体で取り組む、安心・安全な製品・サービ
スの持続可能な調達と提供

マテリアリティ
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主なイニシアチブへの参画／賛同、第三者認証の取得

• 国連グローバル・コンパクト

• �気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）

• �自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）

• RE100

• Science Based Targets initiative

• 女性のエンパワーメント原則（WEPs）

• ISO14001

• �JIS Q 27001:2025／ ISO/IEC 27001:2022+Amd 1:2024

• ISO9001

• プライバシーマーク認証

• DX 認定

集計範囲ほか
※17 �BIPROGY（株）および連結子会社

（年度） 2021 2022 2023 2024 2025

取締役会独立社外役員比率（%） 50.0 50.0 50.0 55.6 55.6

取締役女性比率（%） 22.2 25.0 25.0 25.0 33.3

監査役会独立社外役員比率（%） 60.0 60.0 60.0 60.0 75.0

配当性向（%） 41.7 39.8 39.8 40.3 40.5

ROE（%） 17.0 15.0 16.5 16.1 17.9

重大なセキュリティインシデント発生数※17 0 1 1 0 0

Governance  ガバナンス

第三者保証
以下のデータにつきまして、報告データの信頼性を高めることを目的に第三者保証機関による保証を受けています。

環境データ（2025年度）
● 温室効果ガス排出量スコープ1（t-CO2e）
● �温室効果ガス排出量スコープ2（t-CO2e）  

ロケーションベースおよびマーケットベースによる
● 温室効果ガス排出量スコープ3（t-CO2e） カテゴリ1-15 
● エネルギー使用量（GJ、MWh、kL）
● 購入電力のうち、再生可能エネルギー由来の電力の割合（%）
● �都市ガス（m3）、A 重油（kL）、ガソリン（kL）、LPG（m3）、温水（GJ）、 

冷水（GJ）、蒸気（GJ）使用量
● 取水量（m3）
● 排水量（m3）
● 廃棄物排出量（リサイクル、埋立、焼却、その他）（t）
● 紙使用量（kg）

社会データ（2025年度）
● 障害者雇用率（％）
● 離職率（％）
● 女性管理職比率（管理職に占める女性労働者の割合）（％）
● 従業員数（人）
● 平均年齢（歳）
● 平均勤続年数（年）
● 平均年間給与（円）
● 平均年間給与の対前年同期増減率（％）
● 男性育児休業取得率（男性労働者の育児休業取得率）（％）
● 男女賃金差異（労働者の男女の賃金の差異）（％）
● 欠勤率（%）

太字はマテリアリティに関連したKPI

サステナビリティに関する取り組み
https://www.biprogy.com/sustainability/

LRQA 独立保証声明書
https://sustainability-cms-biprogy-s3.s3-ap-northeast-1.
amazonaws.com/pdf/IAS_2026_Environment_ja.pdf

環境
LRQA 独立保証声明書

https://sustainability-cms-biprogy-s3.s3-ap-northeast-1.
amazonaws.com/pdf/IAS_2026_Social_ja.pdf

社会

・�コーポレート・ガバナンスの強化とインテグリティの向上

マテリアリティ
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https://sustainability-cms-biprogy-s3.s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/pdf/IAS_2026_Environment_ja.pdf
https://sustainability-cms-biprogy-s3.s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/pdf/IAS_2026_Environment_ja.pdf
https://sustainability-cms-biprogy-s3.s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/pdf/IAS_2026_Social_ja.pdf
https://sustainability-cms-biprogy-s3.s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/pdf/IAS_2026_Social_ja.pdf


外部からの評価
当社グループは、持続的な成長の基盤である、環境・社会・ガバナンスの視点を考慮した企業活動を基本に、さまざまな社会課題解決に真摯に
取り組み、持続可能な社会の発展への貢献を通じた価値創造により、企業価値の向上を目指しています。
当社グループのさまざまな取り組みに対し、外部から以下の評価を受けています。

健康経営優良法人2026認定 プラチナくるみん認定

えるぼし認定

The Sustainability  
Yearbook Member 2025

MSCI ESG 
Ratings: AAA

CDP2025

D&I Award 2025
〈ベストワークプレイス〉

なでしこ銘柄

PRIDE 指標2025

THE USE BY BIPROGY Inc. OF ANY MSCI ESG RESEARCH LLC OR ITS AFFILIATES ( “MSCI” ) DATA, 
AND THE USE OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR INDEX NAMES HEREIN, DO 
NOT CONSTITUTE A SPONSORSHIP, ENDORSEMENT, RECOMMENDATION, OR PROMOTION OF 
BIPROGY Inc. BY MSCI.  MSCI SERVICES AND DATA ARE THE PROPERTY OF MSCI OR ITS 
INFORMATION PROVIDERS, AND ARE PROVIDED ‘AS-IS’ AND WITHOUT WARRANTY.  MSCI NAMES 
AND LOGOS ARE TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI. 

　BIPROGYグループは、中長期的な企業価値向上に向
けた当社グループの取り組みについて、ステークホルダー
の皆様にご理解を深めていただくため、統合報告書を発
行しています。制作にあたっては、株主・投資家をはじめ
とする読者の皆様からいただいたご意見を踏まえ、当社
グループの価値創造プロセスや成長戦略をより分かりや
すくお伝えできるよう、開示内容の充実に努めました。
　本報告書では、「Purpose」を起点とした価値創造の
考え方や、「経営方針（2024-2026）」に基づく成長戦略、
財務・非財務の取り組みや進捗について整理しています。
社内の関連部署と連携しながら情報を集約し、サステナ
ビリティ委員会および経営会議における議論を踏まえ、
内容の充実と信頼性の確保に努めています。また、重要
な非財務情報については、第三者保証機関による保証を
受け、報告内容の透明性向上を図っています。私は統合
報告書の作成責任者として、本報告書の編集方針ならび
に作成プロセスが適正であることを表明します。
　本報告書が、当社グループへの理解を深めていただく
一助となり、皆様との建設的な対話につながることを期
待しています。

執行役員 CFO

今井 泰広

責任表明

FTSE Russell (the trading name of FTSE International Limited and Frank Russell Company) 
confirms that BIPROGY Inc. has been independently assessed according to the criteria of the 
FTSE4Good Index Series, the FTSE JPX Blossom Japan Index, and the FTSE JPX Blossom Japan 
Sector Relative Index, and has satisfied the requirements to become a constituent of those index 
series. Created by the global index provider FTSE Russell, the FTSE4Good Index Series, the FTSE 
JPX Blossom Japan Index, and the FTSE JPX Blossom Japan Sector Relative Index are designed 
to measure the performance of companies demonstrating strong Environmental, Social and 
Governance (ESG) practices and used by a wide variety of market participants to create and 
assess responsible investment funds and other products.
THE INCLUSION OF BIPROGY Inc. IN ANY MSCI INDEX, AND THE USE OF MSCI LOGOS, 
TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR INDEX NAMES HEREIN, DO NOT CONSTITUTE A SPONSORSHIP, 
ENDORSEMENT OR PROMOTION OF BIPROGY Inc. BY MSCI OR ANY OF ITS AFFILIATES. THE MSCI 
INDEXES ARE THE EXCLUSIVE PROPERTY OF MSCI. MSCI AND THE MSCI INDEX NAMES AND LOGOS 
ARE TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES.

ESG 指数への採用

S&P/JPXカーボン・ 
エフィシェント指数

Morningstar Japan 
ex-REIT Gender Diversity 

Tilt Index

FTSE4Good  
Index Series

FTSE JPX Blossom 
Japan Index

FTSE JPX Blossom 
Japan Sector  
Relative Index

MSCI 日本株 
ESG セレクト・リーダーズ指数

MSCI 日本株女性活躍指数（WIN）

MSCI ESG 格付け評価
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会社概要 連結子会社 34社

社名 BIPROGY 株式会社
英語表記：BIPROGY Inc.

設立 1958年（昭和33年）3月29日

資本金 54億8,317万円

事業内容

クラウドやアウトソーシングなどの 
サービスビジネス、コンピューターシステムや 
ネットワークシステムの販売・賃貸、 
ソフトウェアの開発・販売および 
各種システムサービス

従業員数 8,801人（連結）

会計監査人 有限責任監査法人トーマツ

事業所

本社	 〒135-8560�  
	 東京都江東区豊洲1-1-1
支社	� 関西支社（大阪）、中部支社（名古屋）、 

九州支社（福岡）
支店	� 北海道支店（札幌）、東北支店（仙台）、 

新潟支店（新潟）、北陸支店（金沢）、�  
静岡支店（静岡）、中国支店（広島）

その他	� 札幌テクノセンター、 
伊豆エグゼクテブ・センター

株式情報

株主名 持株数 
（千株）

持株比率 
（%）

大日本印刷株式会社 20,727 21.44
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 11,106 11.49
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 10,882 11.26
THE BANK OF NEW YORK MELLON 140044 2,139 2.21
JPモルガン証券株式会社 1,940 2.00
JP MORGAN CHASE BANK 385781 1,904 1.97
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 1,768 1.82
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103 1,742 1.80
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505301 1,686 1.74
株式会社日本カストディ銀行（信託口４） 1,502 1.55

（注）	1. 株式数は千株未満を切り捨てて表示しています。
	 2. �当社は自己株式2,312,639株を保有していますが、当該株式には議決権がない 

ため、上記大株主からは除外しています。
	 3. �持株比率は、自己株式を控除して計算し、小数点第3位以下を切り捨てて表示し 

ています。

発行済株式総数 98,959,624株

株主総数 9,313人

上場証券取引所 東京証券取引所プライム市場 
（証券コード：8056）

大株主

所有者別分布状況

外国人・外国法人
38.30%
37,901,965株
391人

その他国内法人 
（自己株式含む）

23.76%
23,513,137株
76人

個人・その他
6.25%
6,180,416株
8,764人

金融機関・証券会社
31.69%
31,364,106株
82人

マーケティング&ビジネス開発 &コンサルティング
UEL（株）
UEL (Thailand) Co.,Ltd.
ケンブリッジ・テクノロジー・パートナーズ（株）
Cambridge Technology Partners Inc.

（株）エイファス
キャナルベンチャーズ（株）
Canal Ventures Collaboration Fund 1号投資事業有限責任組合
CVCF2 投資事業有限責任組合
Axxis Consulting （S） Pte. Ltd.
Axxis Technologies （S） Pte. Ltd.
Axxis Consulting （M） Sdn. Bhd.
AFON IT Pte. Ltd.
AFON Systems Pte. Ltd.
AFON Technologies Pte. Ltd.
Nexus System Resources Holdings Co., Ltd.
Nexus System Resources Co., Ltd.
iByte Solutions Sdn. Bhd.
Emellience Partners（株）
グリーンデジタル&イノベーション（株）
V-Drive Technologies（株）
BIPROGY and Translink Sustainability & Innovation Fund, L.P. 
Mattrz（株）
カタリナマーケティングジャパン（株）
BCF1 投資事業有限責任組合

インフラトータルサービス
ユニアデックス（株）
Netmarks Information Technology (Shanghai) Co., Ltd.
エス・アンド・アイ（株）

システムサービス
（株）国際システム

G&U システムサービス（株）
USOL ベトナム（有）

（株）ユニエイド
BIPROGYチャレンジド（株）

アウトソーシング
（株）トレードビジョン

グループサービス
BIPROGY USA, Inc.

持分法適用関連会社 11社
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会社情報（2026年3月31日現在）



BIPROGY株式会社
〒135-8560　東京都江東区豊洲1-1-1
財務部
URL	： https://www.biprogy.com
TEL	： 03-5546-4111（大代表）

本報告書に記載の会社名、商品名およびシステム名は、各社の商標または登録商標です。
Copyright© 2026 BIPROGY Inc. All rights reserved.
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